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は　じ　め　に

　高崎市では、「男女が互いに人権を尊重しつつ責任も分かち合い、その個性と

能力を十分に発揮することができる社会」の実現をめざして、男女共同参画施策

の推進を重要課題とし、平成13年に「高崎市男女共同参画計画」、平成20年に

「高崎市第２次男女共同参画計画」を策定するとともに、平成21年4月には「高

崎市男女共同参画推進条例」を施行し、各種施策に取り組んでまいりました。

　この間、長引く経済不況や雇用不安、少子高齢化の一層の進行など、市民の生

活を取り巻く社会情勢は絶え間なく変化しており、人の生き方や家族のあり方、

コミュニティのあり方などに深い影響を及ぼしています。

　こうした社会情勢の変化を踏まえ、今回策定する「高崎市第３次男女共同参画

計画」は、平成23年度に実施した「男女共同参画に関する市民アンケート調査」

の分析結果から明らかになった課題の解消を重点として、改めて男女共同参画に

関する施策を総合的かつ計画的に展開するものです。

　今後、本計画に基づき、事業者や市民の皆様と連携を図りながら各種施策を効

果的に推進し、「市民一人ひとりがその意欲と能力に応じた生き方を選択するこ

とができる男女共同参画社会」をめざしてまいりますので、なお一層のご理解と

ご協力をお願い申し上げます。

　最後に、本計画の策定にあたりまして、「高崎市男女共同参画審議会」委員の

皆様をはじめ、多くの関係者の皆様に貴重なご意見、ご提言をいただきましたこ

とを心から深く感謝申し上げます。

　平成25年3月

高崎市長　富岡　賢治
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第１章　計画の策定にあたって
１ 計画策定の趣旨
　平成11年6月に、男女共同参画社会基本法※が制定され、その前文に示された「男女が、互
いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に
発揮することができる男女共同参画社会※の実現」を目指し、国、都道府県、市町村における
男女共同参画の取り組みが新たにスタートしました。
　高崎市でも、平成13年に「高崎市男女共同参画計画（以下「第1次計画」という。）」を策定
し、本格的に男女共同参画の推進に取り組み始めました。
　平成20年には、「高崎市第2次男女共同参画計画（以下「第2次計画」という。）」を策定す
るとともに、翌年、平成21年4月には「高崎市男女共同参画推進条例（以下「市条例」とい
う。）」を施行しました。
　平成23年度に実施した男女共同参画に関する市民アンケート調査（以下「市民アンケート
調査」という。）の分析結果においては、依然として社会や家庭の様々な場面において「男性
が優遇されている」と意識されているなど、様々な課題が明らかとなっています。
　市では、市民アンケート調査の分析などにより課題を抽出するとともに、少子高齢化の一層
の進行や長引く経済不況などの社会情勢の変化、増加傾向にある配偶者等からの暴力※なども
踏まえ、計画の継続の必要性やあり方などを検討してきました。
　男女共同参画社会の更なる推進を求める高崎市男女共同参画審議会（以下「審議会」とい
う。）の答申もあり、第2次計画に引き続き、推進施策を展開する必要があるとの見地から、

「高崎市第3次男女共同参画計画（以下「第3次計画」という。）」を策定し、更に、男女共同参
画社会を推進します。

２ 計画の位置づけ
●本計画は、市条例第3条第1項から第6項に規定する「基本理念」及び第9条第1項に規定す

る「男女共同参画計画」に基づき、第2次計画を承継し、高崎市における男女共同参画社会
の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために策定するものです。

●本計画は、国・県の基本計画の動向を踏まえ、市民アンケート調査の分析結果や、審議会か
らの答申をはじめ、市民の意見を尊重して策定します。

●本計画は、「高崎市第5次総合計画※」や、高崎市における他の部門の計画との整合を図り策
定します。

（注）本文中の※は、P60 ～ P63に五十音別の用語解説があります。
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３ 計画の期間
　本計画の期間は、平成25年度から平成29年度（2013年度から2017年度）までの5年間と
します。
　なお、社会状況等の変化を考慮し、緊急の課題や新たな取り組みが必要になった場合は、期
間中であっても必要な見直し等を行います。

４ 計画策定の背景

⑴ 世界の動き
　女性の地位向上に向けた取り組みは、国際連合が「国際婦人年※」と定めた昭和50年

（1975年）の「国際婦人年世界会議（第1回世界女性会議※）」において、女性の地位向上を
図るためのガイドラインとなる「世界行動計画」が採択されたことを契機に、世界的な規模で
展開され今日に至っています。
　平成7年（1995年）、北京で開催された「第4回世界女性会議」では、女性の権利は人権であ
るとうたった「北京宣言※」及び「行動綱領※」が採択され、平成12年（2000年）まで、各
国が優先的に取り組むべき貧困・教育・健康など12の分野における戦略目標を示しています。
　平成12年（2000年）には国連特別総会「女性2000年会議」が開催され、平成17年（2005
年）には国連本部において「北京宣言」及び「行動綱領」の再確認と、各国政府に更なる行動
を求める「政治宣言」が採択されています。
　平成21年（2009年）、韓国において「第3回東アジア男女共同参画担当大臣会合」が、平
成23年（2011年）にはカンボジアにおいて、「第4回東アジア男女共同参画担当大臣会合」
が開催され、男女共同参画の実現によるバランスのとれた持続的成長の実現などを盛り込んだ

「共同声明」が採択されています。

⑵ 国及び群馬県の動き
　国は、昭和50年（1975年）の「国際婦人年世界会議」で採択された「世界行動計画」を受
け、昭和52年（1977年）に「国内行動計画」を策定し、国際的な潮流に呼応した取り組みを
推進することになりました。
　また、昭和47年（1972年）の「男女雇用機会均等法※」の制定や「民法」・「戸籍法」の改
正など法律面の整備に続き、昭和60年（1985年）には「女子差別撤廃条約※」を批准するに
至り、平成8年（1996年）には新たな計画である「男女共同参画2000年プラン」を策定しま
した。
　更に、男女共同参画社会の形成を促進するため、平成11年（1999年）に「男女共同参画社
会基本法」を制定するとともに、平成12年（2000年）には、「男女共同参画基本計画※」を
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策定し、一層の充実が図られました。
　平成17年（2005年）には「第2次男女共同参画基本計画」を、平成22年（2010年）には

「第3次男女共同参画基本計画」を策定し、男女共同参画社会の実現に一層取り組むことにな
りました。
　群馬県では、国際的な動きや国の「国内行動計画」策定などを背景として、昭和55年

（1980年）に「新ぐんま婦人計画」を、平成5年（1993年）に「新ぐんま女性プラン」を策
定し、女性施策の推進体制を整備し、様々な施策に取り組んでいます。
　平成13年（2001年）には「男女共同参画社会基本法」の規定に基づき、「ぐんま男女共同
参画プラン」を策定し、平成16年（2004年）には「群馬県男女共同参画推進条例」を制定し
ています。
　平成18年（2006年）に「群馬県男女共同参画基本計画（第2次）」を、平成23年（2011
年）には「群馬県男女共同参画基本計画（第3次）」を策定し、総合的・計画的に施策の推進
が図られています。

⑶ 市民意識の概要（市民アンケート調査結果概要は、資料集参照）

　平成23年度に実施した市民アンケート調査の結果、様々な課題が明らかになりました。
　第3次計画の策定にかかわる主な分析結果については、以下のとおりです。
　「男女の平等」に関しては、男性が「平等になっている」と思っているほどには、女性は

「平等になっている」と思っておらず、社会や家庭の様々な場面において「男性が優遇されて
いる」と意識されていて、男女間の認識に隔たりが生じています。
　「夫は仕事をし、妻は家庭を守るべきである」というような固定的な性別役割分担※意識に
関しては、平成18年度のアンケート結果に比べ「否定的」な意見の割合が増加しており、市
民意識の変化が示されていますが、実際の家庭内での役割分担は、意識の変化にかかわらず、
家族の介護などをも含め家事労働は、高い割合で妻や女性によって担われており、男性は仕事
中心の生活となっているという現状にあります。
　「女性の就労」に関しては、男女とも「子どもが小さい間は仕事をやめて、大きくなったら
再び仕事をする方がよい」という回答が、全体の半数以上を占めています。
　「職場において気づくこと」に関しては、男女とも「男性は育児休業や介護休業を利用しに
くい慣習や雰囲気がある」が最も高く、男性は、回答者の半数近くを示しています。
　「配偶者等からの暴力」に関しては、女性の4人に1人の割合で、恋人やパートナーから「身
体的、精神的暴力などを受けた経験がある」と回答していますが、被害の相談をしたことのあ
る人の相談先は、友人・家族等が多く、専門・公共の相談機関があまり活用されていないこと
が明らかとなりました。
　「今後、女性の参画が望まれる職業や役職」に関しては、男女とも、議員や県・市町村の首



第１章　計画の策定にあたって

高崎市第3次男女共同参画計画4

長、民間企業の管理職などが高い割合を占めており、行政施策や企業の意思決定の場への参画
について、課題認識を持っている人が多いと分析されています。
　このほか、地域活動などの役員構成や運営などへの女性の参画など、多くの課題が明らかに
なっています。

５ 計画の重点課題
　本計画では、市民アンケート調査の分析結果から明らかになった主な課題や審議会から答申
のあった事項について、重点課題として施策推進に取り組みます。

▪固定的な性別役割分担意識や社会慣習などの解消
　市民アンケート調査結果では、固定的な性別役割分担意識などに否定的な意見が増加してい
るのにもかかわらず、実際の家庭内での役割分担は、意識の変化にかかわらず、家族の介護な
どをも含め家事労働は、高い割合で妻や女性によって担われており、男性は仕事中心の生活と
なっているという現状にあります。
　第3次計画においては、第2次計画を承継し、意識や慣習などの解消を目指すとともに、「意
識と生活実態の隔たり」の解消に努めます。

▪社会の責任ある立場への女性の参画の推進
　市民アンケート調査結果では、男女とも多くの人が「社会の責任ある立場への女性の参画」
を期待しています。
　このため、市の審議会等の附属機関※への女性の参画を推進するとともに、事業所における
人材の育成と管理職への女性登用の働きかけ、農業を含む自営や新たに起業する人への支援な
どにより、社会全体への女性の参画を促進します。

▪更なる啓発事業の展開と人材等の掘り起こし
　固定的な性別役割分担意識や社会慣習などは、日常生活や仕事において根強く残り、市民の
生活実態に大きな影響を及ぼしています。
　第3次計画では、こうした意識や慣習の解消のための意識啓発ばかりでなく、仕事と家庭生
活の調和（ワーク・ライフ・バランス）※の普及や女性の就労を支援するなど、男女共同参画
を推進するうえで必要と考えられるテーマごとの啓発事業や支援事業を充実します。
　また、男女共同参画を活動主旨とする市民及び市民団体との連携に努め、活動の支援や団体
相互のネットワークづくりを促進します。

▪配偶者等からの暴力などによる人権侵害の防止と被害者支援
　配偶者等からの暴力やセクシュアル・ハラスメント※などについては、「犯罪をも含む重大
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な人権侵害である」と認識し、それら暴力などの発生と被害の防止のための啓発事業を展開す
るとともに、被害にかかわる相談窓口の充実や、被害者及び家族などの自立のための支援体制
の充実を図ります。

第２章　計画の基本的な考え方
１ 計画の構成
　本計画の取り組むべき事業については、第2次計画に比べ大幅に絞り込みをしているものの、
基本構成については第2次計画を踏襲し、「基本目標」、「基本方針」、「基本課題」により構成
されます。

▪基本目標Ⅰ～Ⅳ
　高崎市における男女共同参画社会を形成するために必要な目標で、4つの分野を設けていま
す。

▪基本方針1 ～ 11
　基本目標を達成するために必要な方針で、11の項目を設けています。

▪基本課題（1）～（17）
　基本目標と基本方針ごとに、具体的に取り組むべき17の項目を設けています。

２ 計画の基本目標
　これまでの計画の基本的な考え方を引き継ぎ、更に、男女共同参画社会の形成を推進するた
め、次の4つの基本目標において施策を展開します。

▪基本目標Ⅰ　男女平等の意識づくり
　固定的な性別役割分担意識や慣習などは、社会の中で依然として根深いものがあり、市民の
日常行動に大きな影響を与えています。
　市民アンケート調査において、「夫は仕事をし、妻は家庭を守るべきである」という固定的
な性別役割分担意識については、平成18年度調査に比較し「否定的な意見が増加している」
一方で、実際の日常生活においては、意識の変化にかかわらず、家族の介護などをも含め家事
労働は、高い割合で妻や女性によって担われており、男性は仕事中心の生活となっているとい
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う現状にあります。
　基本目標Ⅰにおいては、固定的な性別役割分担意識の解消を推進するとともに、「意識と実
態」との隔たりの克服を目指し、市民や事業所を対象とした啓発事業を展開します。

▪基本目標Ⅱ　男女共同参画による社会づくり
　男女共同参画社会を実現するためには、男女が対等な構成員として、生活のあらゆる場面に
参画することが重要であることは言うまでもありません。
　基本目標Ⅱにおいては、仕事と家庭生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）を推進し、家
事や育児など家庭生活の充実を図るとともに、政策決定や企業の方針決定の場などにおける女
性の積極的な参画を推進します。
　また、男女の就労や女性の再就職の支援を推進するとともに、男女共同参画を活動目的とす
るNPO法人※などの市民団体との連携、団体相互のネットワークづくりを促進することなど
により、「男女共同参画による社会づくり」を推進します。

▪基本目標Ⅲ　男女が自立できる環境づくり
　子育てなどの家庭生活と、就業などの社会活動との両立・調和を図り、男女がともに自立で
きる環境づくりは、男女共同参画の観点から重要です。
　基本目標Ⅲにおいては、配偶者等からの暴力や離婚にかかわる相談ばかりでなく、男女の就
労や社会参加にかかわる悩みなども対象とする相談窓口を充実していくとともに、相談者の自
立に向けた支援体制の充実を図ります。
　また、安心して子育てできる環境づくりも、男女共同参画の観点から重要であるため、保育
や放課後児童クラブの充実など、子育てにかかわる様々なサービスの提供を図ります。

▪基本目標Ⅳ　男女共同参画の推進体制の充実
　男女があらゆる分野で対等に参画し、共に生きる男女共同参画社会の実現を図るためには、
市民や市民団体、事業所の理解と協力により、計画を効果的に推進していくことが必要です。
　第3次計画を推進し着実に効果を上げていくために、定期的な計画事業の進捗状況の把握や
評価を行い、必要な見直しを含め進行管理を行います。
　また、平成24年4月にオープンした男女共同参画センター※においては、積極的な啓発事業
の展開と情報発信に努めるとともに、県等の行政機関やNPO法人等の市民団体と連携・協働
することにより、「男女共同参画推進の拠点施設」としての機能の充実を図り、男女共同参画
社会の形成を目指します。
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３　計画の体系

基本目標 基本方針 基本課題（実施施策）

Ⅰ
男女平等の　
意識づくり　

１男女平等・男女共
同参画の意識づく
り

⑴男女平等・男女共同参画の意識づくりのための
啓発の展開

⑵事業所における男女平等・男女共同参画の取り
組みの促進

２男女平等教育の推
進

⑶学校教育等における男女平等教育・男女共同参
画の推進

Ⅱ
男女共同参画
による社会　
づくり　　　

３仕事と家庭生活の
調和(ワーク･ライ
フ･バランス)

⑷仕事と家庭生活の調和の推進

⑸事業所における仕事と家庭生活の調和の取り組
みの促進

４社会の責任ある立
場への女性の参画

⑹附属機関等への女性の参画の推進

⑺事業所における女性の人材育成と登用の促進

⑻自営や起業における女性の活躍の促進

５女性に対する暴力
の根絶 ⑼女性に対する暴力の根絶のための啓発

６雇用の平等と就労
支援

⑽雇用機会の男女平等の促進

⑾働きたい（再就職したい）人の就労支援の推進

７地域活動等におけ
る男女共同参画と
支援

⑿地域活動・市民活動の運営等における男女共同
参画の促進

⒀市民活動への支援とネットワークづくりの促進

Ⅲ
男女が自立　
できる環境　
づくり　　　

８自立支援の取り組
み ⒁自立のための相談・支援体制の充実

９子育て支援の取り
組み ⒂子育てにかかわる多様なサービスの提供と支援

Ⅳ
男女共同参画
の推進体制の
充実　　　　

10計画の推進・管理 ⒃第3次計画の推進と進行の管理

11男女共同参画セン
ターの運営

⒄啓発活動等の展開と市民団体等との連携・協働
によるセンター機能の充実
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第３章　施策の展開
 基本目標Ⅰ　男女平等の意識づくり	
❖基本方針1　男女平等・男女共同参画の意識づくり
　男女平等・男女共同参画社会の必要性の理解を深め、固定的な性別役割分担意識や慣習など
の解消を図るため、市民や事業所に対して、セミナーや講演会などの啓発事業を展開するとと
もに、広報紙などによる情報の提供に努めます。

❖基本課題⑴　男女平等・男女共同参画の意識づくりのための啓発の展開
施　　策 内　　　容 担　当　課

①意識啓発のためのセミ
ナーなどの展開

男女平等・男女共同参画意識の普及
のため、様々なテーマのもと、セミ
ナーなどの啓発活動を展開します。

人権男女共同参画課

②広報紙などによる情報
の提供

広報紙やホームページの活用によ
り、意識啓発のための情報提供を実
施します。

人権男女共同参画課

❖基本課題⑵　事業所における男女平等・男女共同参画の取り組みの促進
施　　策 内　　　容 担　当　課

①事業所に対する意識啓
発と情報の提供

事業所に対しても、広報紙の発行な
どにより、意識啓発、情報の提供に
努めます。

人権男女共同参画課

②市職員に対する意識啓
発のための研修の実施

新規採用職員、一般職員、管理職員
向けに男女共同参画の意識啓発研修
を行います。

職員課
人権男女共同参画課

❖基本方針2　男女平等教育の推進
　男女平等・男女共同参画社会の必要性の理解を深め、固定的な性別役割分
担意識や慣習などの解消を図るため、教育現場や保育に携わる職員や児童生
徒に対して、意識啓発や情報の提供などの事業を行います。

❖基本課題⑶　学校教育等における男女平等教育・男女共同参画の推進
施　　策 内　　　容 担　当　課

①幼稚園・小学校・中学校
の教職員への意識啓発

幼稚園・小学校・中学校の教職員に
対して、男女平等・男女共同参画意
識の啓発を行います。

学校教育課
教育センター
人権男女共同参画課
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②保育所の職員への意識
啓発

保育所の職員に対して、男女平等・
男女共同参画に関する意識啓発を行
います。

保育課
人権男女共同参画課

③男女混合名簿の実現 幼稚園・小学校・中学校全校への男
女混合名簿の導入を目指します。 学校教育課

④児童生徒に対する啓発
男女平等・男女共同参画の意識づく
りのため、児童生徒の年齢に応じた
意識啓発を行います。

人権男女共同参画課

 基本目標Ⅱ　男女共同参画による社会づくり	
❖基本方針3　仕事と家庭生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）
　男女共同参画社会の形成のためには、生活のあらゆる場面で男女がともに協力し合うことが
重要です。
　「女性の家事労働への偏重、男性の仕事への偏重」などを解消し、仕事と家
庭生活との調和の普及を図るため、セミナーなどの啓発事業を実施するととも
に、育児や介護のために必要な休暇制度などの情報提供に努めます。

❖基本課題⑷　仕事と家庭生活の調和の推進
施　　策 内　　　容 担　当　課

①男性のための子育て
　（家事）講座

積極的に子育てや家事にかかわる意
識づくりのため、男性向けの講座を
開催します。

人権男女共同参画課

②家庭教育講座
男性も家事や育児・介護などに積極
的にかかわるための講座を開催しま
す。

中央公民館

③マタニティクラスにお
けるイクメン講座

育児のパートナーとなる準備と心構
えができるよう、育児にかかわる男
性（イクメン）講座を開催します。

健康課

④食生活改善推進員活動
自立して健康な生活を送ることので
きる環境づくりの一環として、男性
の料理教室などを開催します。

健康課

⑤育児・介護休業制度※
の周知と情報の提供

広報紙などにより、育児や介護休業
制度の周知を図り、仕事と家庭生活
の調和を目指し、情報提供を実施し
ます。

人権男女共同参画課
産業政策課
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❖基本課題⑸　事業所における仕事と家庭生活の調和の取り組みの促進
施　　策 内　　　容 担　当　課

①育児・介護休業制度の
導入と、取得しやすい
環境づくりの促進

事業所に対して、制度の導入を促進
し、育児・介護休業を取得しやすい
環境づくりを働きかけます。

人権男女共同参画課
産業政策課

②市役所職員の育児・介
護に関する休暇及び休
業取得の推進

市男性職員の育児・介護休暇及び休
業の取得に向け、制度の周知と休暇
等を取りやすい環境づくりを推進し
ます。

職員課

❖基本方針4　社会の責任ある立場への女性の参画
　第2次計画に掲げた指標として、平成24年度までに審議会等の附属機関委員に占める女性の
割合30％の実現を目指しましたが、平成23年度時点の女性の割合は26.7％と、目標を達成す
るに至らない状況となっています。
　これまで以上に、女性が市の政策や企業の意思決定などにかかわるために、審議会等の附属
機関への参画の推進をはじめとして、市民や事業所等への働きかけや意識啓発などを行います。

❖基本課題⑹　附属機関等への女性の参画の推進
施　　策 内　　　容 担　当　課

①審議会等附属機関への
女性委員の登用の推進

市の審議会等の附属機関に占める女
性委員の割合が30％以上となるよ
う、引き続き推進します。

人権男女共同参画課

②農業委員に占める女性
委員の増加の推進

女性の参画が少ない農業委員への就
任を推進します。 農業委員会事務局

❖基本課題⑺　事業所における女性の人材育成と登用の促進

施　　策 内　　　容 担　当　課

①事業所における女性の
人材育成と登用の促進

広報紙などを通じて、女性の人材育
成と積極的な管理職への登用につい
て、働きかけます。

人権男女共同参画課

②市役所における男女の
偏らない職員採用と職
域の拡大

男女の比率が偏らない職員採用と、
職域の拡大を進めます。 職員課

③市役所における女性の
管理職登用の推進

多様な視点や能力を市政に活かすた
め、管理職への女性の積極的な登用
を推進します。

職員課
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❖基本課題⑻　自営や起業における女性の活躍の促進
施　　策 内　　　容 担　当　課

①創業支援セミナーの
　実施

創業支援セミナーの実施により、起
業を考えている人（女性を含む）へ
の支援を行います。

産業政策課

②創業者のための融資制
度の周知

市などの融資制度について、起業を
考えている人（女性を含む）への周
知を図ります。

商工振興課

③農業経営における家族
経営協定※締結の促進

配偶者や後継者にとって、意欲と能
力を存分に発揮できる環境づくりの
ため、協定締結を促進します。 農業委員会事務局

④起業に関する情報の
　提供

起業の支援制度などについて、ホー
ムページなどにより情報提供を行い
ます。

人権男女共同参画課

❖基本方針5　女性に対する暴力の根絶
　平成23年の「配偶者等からの暴力にかかわる事案」の警察庁の分析結果によると、女性の
被害者が全体の96.7％を占め、圧倒的に女性が被害に遭っている状況にあります。
　市民アンケート調査においては、配偶者等からの暴力にかかわる4種類の暴力（身体的、精
神的・社会的、性的、経済的な暴力）のいずれかの被害経験があると回答した女性は24.7％
であり、4人に1人の割合で女性が被害に遭っているという結果が示されました。
　これらの暴力は、「犯罪をも含む重大な人権侵害である」との認識のもと、その根絶を目指
し、発生の抑止及び被害防止のための啓発事業を実施します。

❖基本課題⑼　女性に対する暴力の根絶のための啓発
施　　策 内　　　容 担　当　課

①正しい理解や被害防止
のためのセミナーなど
の実施

正しい理解を促し、被害防止のため
のセミナーなどの啓発事業を実施
し、女性に対する暴力の根絶を目指
します。

人権男女共同参画課

②被害実態の周知と未然
防止のための広報

広報紙やリーフレットなどの活用に
より、被害実態などの周知ととも
に、被害の防止を図ります。

人権男女共同参画課
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❖基本方針6　雇用の平等と就労支援
　男女が性別によって不利益を受けず、就労しやすい環境づくりのため、男女雇用機会均等法
の趣旨の普及を図ります。
　また、働きたい（再就職したい）という人への就労支援のため、セミナーの実施や就労にか
かわる情報提供などを行います。

❖基本課題⑽　雇用機会の男女平等の促進
施　　策 内　　　容 担　当　課

①男女雇用機会均等法の
趣旨の普及

男女が就労しやすい環境づくりのた
め、男女雇用機会均等法の趣旨の普
及を図ります。

人権男女共同参画課
産業政策課

❖基本課題⑾　働きたい（再就職したい）人の就労支援の推進
施　　策 内　　　容 担　当　課

①市民就業相談の実施 働きたい人への支援のため、市民就
業相談を実施します。 産業政策課

②就職支援セミナーの
　実施

就職（再就職）のためのセミナーな
どを開催し、必要な知識の取得など
の支援を実施します。

人権男女共同参画課

❖基本方針7　地域活動等における男女共同参画と支援
　地域活動や市民活動は、基礎的な多くの部分で女性に支えられているのにもかかわらず、そ
の団体の代表や役員構成については、男性が高い割合を占めています。
　活動の基礎的部分を支えるだけでなく、役員構成や方針の決定などに際して、女性が積極的
に参画できるよう（参画するよう）働きかける必要があります。
　大震災後の避難所などの運営において、結果的に女性の視点が不足し、様々な問題点が指摘
されていますが、防災活動に限らず、多くの地域活動・市民活動において、男女双方の視点を
取り入れ、一方の視点に偏らない活動を促進します。
　また、男女共同参画を推進する団体の活動を支援するとともに、団体相互のネットワークづ
くりを促進します。

❖基本課題⑿　地域活動・市民活動の運営等における男女共同参画の促進
施　　策 内　　　容 担　当　課

①地域活動等における男
女共同参画の促進

地域活動や市民活動の役員構成や運
営面において、女性の積極的な参画
を促進します。

人権男女共同参画課
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②PTAの運営における
男女共同参画の促進

PTA会長職への女性の参画と役員
への男性の参画を促進します。 社会教育課

③学校評議員※の男女共
同参画の促進

学校評議員への女性の参画を促進し
ます。 学校教育課

❖基本課題⒀　市民活動への支援とネットワークづくりの促進
施　　策 内　　　容 担　当　課

①市民活動への支援と
ネットワークづくり

関係する市民団体の活動を支援する
とともに、団体相互のネットワーク
づくりを促進します。

人権男女共同参画課

 基本目標Ⅲ　男女が自立できる環境づくり	
❖基本方針8　自立支援の取り組み
　基本方針５の「女性に対する暴力の根絶」で記したとおり、配偶者等からの暴力やセクシュ
アル・ハラスメントなど、その被害者の多くは女性が占め、経済的にも困難な状況にある実態
があります。
　このため、配偶者等からの暴力被害者を始めとして、日常生活で発生する様々な問題に対す
る相談業務を行い、自立に向けた支援を実施します。
　また、自殺者の約7割を男性が占めている現状から、女性だけではなく男性も相談の対象者
とし、支援します。

❖基本課題⒁　自立のための相談・支援体制の充実
施　　策 内　　　容 担　当　課

①男女共同参画相談・
　女性相談事業

男女の日常生活で生じる問題や、配
偶者等からの暴力や離婚などにかか
わる相談に応じ、必要な支援を行い
ます。

人権男女共同参画課

②家庭児童相談事業
家庭や子育てに関する悩みについて
相談に応じ、必要な支援を行いま
す。

こども家庭課
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③母子生活支援・母子
　家庭自立支援事業

母子（ひとり親）家庭の自立に向け
て、資格取得のための給付金の支給
などの支援を行います。

こども家庭課

④母子生活支援施設運営
事業

保護が必要な母子に対し、居住の場
の提供などの支援を行います。 こども家庭課

⑤配偶者暴力相談支援
　センター※の設置検討

配偶者暴力相談支援センターの設置
について検討を進めます。 人権男女共同参画課

⑥配偶者等からの暴力
　対策基本計画※の策定

検討

配偶者等からの暴力対策基本計画の
策定について検討を進めます。 人権男女共同参画課

❖基本方針9　子育て支援の取り組み
　男女共同参画社会の形成のためには、子育てにかかわる多様なサービスの充実などにより、
安心して働き続けられるような環境づくりが重要となります。
　男女共同参画の推進の観点からも、子育てサービスの充実に取り組みます。

❖基本課題⒂　子育てにかかわる多様なサービスの提供と支援
施　　策 内　　　容 担　当　課

①保育サービス事業
低年齢児、時間延長保育の実施など
により、働きやすい環境づくりを行
います。

保育課

②産後ママヘルパー派遣
事業

出産後、家事などの援助が必要な家
庭にヘルパーを派遣し、身体的、精
神的なサポートを行います。

保育課

③ファミリー・サポー
ト・センター事業※

病児・病後児預かりも含め、子育て
の相互援助活動を実施し、安心して
子育てができる環境づくりを目指し
ます。

保育課

④地域子育て支援拠点
　事業

子育ての不安や疑問の相談や､ 地域
の保育情報の提供等を行う、子育て
支援のための拠点施設の増設を図り
ます。

保育課

⑤子育て情報の収集と
　提供

ホームページ等により子育て支援情
報の提供を行います。 こども家庭課保育課

⑥母子等保健推進員活動
事業

出産後の家庭を訪問し、健康診断な
どの案内や子育て相談を行い、母子
等の健康や子育てを支援します。

健康課
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⑦ショートステイ・トワ
イライトステイ事業

保護者の病気や仕事などで一時的に
養育できない場合に、子どもを預か
り、子育てを支援します。

こども家庭課

⑧放課後児童クラブと児
童館の整備・充実

児童の健全育成のため、放課後児童
クラブと児童館を整備・充実させま
す。

こども家庭課

 基本目標Ⅳ　男女共同参画の推進体制の充実	
❖基本方針10　計画の推進・管理
　第3次計画を着実に推進し効果を上げていくため、庁内組織である高崎市男女共同参画社会
推進会議及び審議会において、毎年、計画登載事業の進捗状況を把握するとともに結果を評価
し、必要な見直しなどの進行の管理を行います。
　また、基本目標ごとの評価のための指標項目と、計画期間終了時の目標値を設定し、推移を
確認しながら目標達成を図ります。

❖基本課題⒃　第3次計画の推進と進行の管理
施　　策 内　　　容 担　当　課

①計画の進行管理
進行管理及び評価により、第3次計
画の各登載事業の確実な推進を図り
ます。

人権男女共同参画課

❖基本方針11　男女共同参画センターの運営
　男女共同参画推進のための拠点施設として、NPO法人等の市民団体や他の行政機関との連
携・協働による啓発活動や情報の配信等を展開するなど、充実した運営を図ります。

❖基本課題⒄　啓発活動等の展開と市民団体等との連携・協働による　　　　
　　　　　　　センター機能の充実

施　　策 内　　　容 担　当　課

①市民団体等との連携・
協働による啓発活動

NPO法人や他の行政機関等との連
携・協働により啓発活動を展開し、
拠点施設としての機能の充実を図り
ます。

人権男女共同参画課

②センター事業改善への
取り組み

啓発事業等の実施結果や、参加者ア
ンケート等の分析により、事業の改
善を図ります。

人権男女共同参画課
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 計画の推進体制概念図	

 指標項目と目標値	

基本目標Ⅰ　男女平等の意識づくり

指　標　項　目
基準値 目標値

数値 年度 数値 年度

①「男女共同参画社会」の認知度 30.8％ H23 50％ H28

②家庭生活で、男女の地位が平等となっていると思う
人の割合 34.6％ H23 40％ H28

③職場で、男女の地位が平等となっていると思う人の
割合 22.5％ H23 30％ H28

④「夫は仕事をし、妻は家庭を守るべきである」とい
う固定的な性別役割分担の考えに反対（注）の人の
割合　　　　　 （注）「どちらかといえば反対」を含む

50.0％ H23 60％ H28

事　業　者 NPO法人等
市民団体市　　　民

男女共同参画社会推進会議

会　長：副市長
副会長：市民部長
委　員：関係部課長

人権男女共同参画課

計画事業の展開 参画・連携

諮　問

答　申

高　崎　市

男
女
共
同
参
画
審
議
会

（男女共同参画センター）
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基本目標Ⅱ　男女共同参画による社会づくり

指　標　項　目
基準値 目標値

数値 年度 数値 年度

①夫婦が同じくらい子育てを担っている家庭の割合 23.9％ H23 30％ H28

②「男性は育児休業や介護休業を利用しにくい慣習や
雰囲気がある」と思う人の割合 40.2％ H23 30％ H28

③審議会等附属機関の女性委員登用割合 26.7％ H23 30％ H29

④農業委員に占める女性の割合
　（平成23年度　女性2人/総数48人） 4.2％ H23 8％ H29

基本目標Ⅲ　男女が自立できる環境づくり

指　標　項　目
基準値 目標値

数値 年度 数値 年度

①恋人やパートナーなど親密な関係にある人からの暴
力の被害経験割合（全体値） 18.6％ H23 13％ H28

②恋人やパートナーなど親密な関係にある人への暴力
の加害経験割合（全体値） 10.3％ H23 7％ H28

基本目標Ⅳ　男女共同参画の推進体制の充実

指　標　項　目
基準値 目標値

数値 年度 数値 年度

①拠点施設としての男女共同参画センターの認知度
（平成24年4月1日開館） なし H24 50％ H28

②男女共同参画センター事業参加者の満足度 なし H24 80％
以上 H29

補足１　基準値の年度がH23とあるものは、平成23年度に実施した男女共同参画に関する市民アンケー
ト調査結果の数値であり、目標値の年度がH28とあるものは、平成28年度に実施予定の同ア
ンケート調査において目標とする数値である。

　　　　農業委員に占める女性の割合は、平成26年度、平成29年度に選挙予定のため、選挙実施年度
のみ推移を把握する。
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参　　考

参　考　項　目
参考値

数　値 統計年月

①次世代育成支援対策推進法に基づく高崎市内の認定企業
数（認定マーク　愛称：くるみん※） 5社 H24.10月時点

②群馬県育児いきいき参加企業認定制度に基づく高崎市内
の認定企業数（認定マーク　愛称：ささえちゃん※） 122社 H24.10月時点

③群馬県の農業委員に占める女性の割合
　（平成23年度　女性76人/総数806人） 9.4％ H23.8月時点

補足２　参考項目の①、②については毎年度推移を確認するが、③群馬県の農業委員に占める女性の割
合については、平成26年度、平成29年度に選挙予定のため、選挙実施年度のみ推移を把握す
る。

イラスト協力  WANPUG



高崎市第3次男女共同参画計画 19

資　料　集

１　平成23年度 男女共同参画に関する市民アンケート結果（抜粋）……… 20

２　条例及び審議会規則等…………………………………………………… 35

３　関係法令…………………………………………………………………… 42

４　男女共同参画に関する用語解説………………………………………… 60



平成23年度 男女共同参画に関する市民アンケート結果（抜粋）

高崎市第3次男女共同参画計画20

平成23年度  男女共同参画に関する市民アンケート結果（抜粋）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性の方が非常に優遇されている
どちらかといえば男性の方が優遇されている
平等になっている
どちらかといえば女性の方が優遇されている
女性の方が非常に優遇されている
わからない
不明

②職場

平成23年度（N=2,416）

平成18年度（N=2,422）

平成23年度（N=1,365）

平成18年度（N=1,383）

平成23年度（N=1,018）

平成18年度（N=1,002）

平成23年度（N=2,416）

平成18年度（N=2,422）

平成23年度（N=1,365）

平成18年度（N=1,383）

平成23年度（N=1,018）

平成18年度（N=1,002）

①家庭生活 （N=2,416は、性別不明回答者を含む、以下同様）

13.1 44.3 22.5 4.9 9.4
0.7

12.1 38.7 21.5 4.4 11.1
1.0

16.3 45.1 18.0 3.7 11.5
0.3

16.2 38.5 17.9 3.0 13.3
0.4

8.6 43.0 29.0 6.6 6.8
1.3

6.8 40.0 27.4 6.5 8.4
1.9

9.1 40.6 34.6 7.0 5.5
1.2

9.1 38.9 37.9 5.3 4.8
0.9

12.6 44.8 29.7 4.9 5.5
0.7

11.9 43.0 32.1 4.8 5.1
0.9

4.5 35.5 41.2 9.6 5.7
2.0

5.4 34.4 47.0 6.1 4.6
1.0

全
体

女
性

男
性

全
体

女
性

男
性

【男女の平等感について】
「以下のような場面で、男女の地位は平等になっていると思いますか。」

（平成18年度、平成23年度市民アンケート調査の比較）
（注）グラフ内の「N」の表記は、回答者数を表します。
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

47.2

12.6

男性の方が非常に優遇されている
どちらかといえば男性の方が優遇されている
平等になっている
どちらかといえば女性の方が優遇されている
女性の方が非常に優遇されている
わからない
不明

平成23年度（N=2,416）

平成18年度（N=2,422）

平成23年度（N=1,365）

平成18年度（N=1,383）

平成23年度（N=1,018）

平成18年度（N=1,002）

平成23年度（N=2,416）

平成18年度（N=2,422）

平成23年度（N=1,365）

平成18年度（N=1,383）

平成23年度（N=1,018）

平成18年度（N=1,002）

平成23年度（N=2,416）

平成18年度（N=2,422）

平成23年度（N=1,365）

平成18年度（N=1,383）

平成23年度（N=1,018）

平成18年度（N=1,002）

③学校教育の場

④地域社会

⑤社会全体

4.8

4.6

14.4

53.7

50.1

57.7

20.5

25.4

9.0

7.9

7.7

3.1

1.6

1.7

0.2

6.5

7.1

9.3

3.4

2.8
9.7

8.1

7.0

5.8

41.4

39.2

48.4

45.0

43.9

32.2

35.7

18.6

23.3

23.9

28.4

7.1

7.3

3.3

4.1

4.9
5.4

1.4

1.3

0.1

0.3

0.7

0.7

9.3

9.5

13.3

11.0

11.6

8.7 55.0 18.2 5.5 8.2
0.7

10.3 55.4 13.6 5.0 8.0
0.8

11.5 58.9 12.9 4.0 9.3

1.0

0.4

1.5

2.1

1.3

1.3

7.1

8.3

10.1

13.3

8.8

11.2

49.3

60.6

46.8

52.8

47.3

56.2

3.3

3.1

2.5

2.6

2.8

2.9

0.6

1.2

0.3

0.4

0.4

0.7

21.3

19.3

23.3

22.1

22.1

20.7全
体

女
性

男
性

全
体

女
性

男
性

全
体

女
性

男
性

　学校教育の場以外では、男性の方が優遇されていると思う人が多く、特に性別によっ
て認識に隔たりがあることがわかります。

ポイント
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0% 20% 40% 60% 80% 100%
賛成
反対

どちらかといえば賛成
わからない

どちらかといえば反対
不明

平成23年度（N=2,416）

平成18年度（N=2,422）

平成23年度（N=1,365）

平成18年度（N=1,383）

平成23年度（N=1,018）

平成18年度（N=1,002）

5.7 ｠

5.4 ｠

7.7 ｠

7.4 ｠

47.7 ｠

30.5 ｠

48.0 ｠

32.3 ｠

28.1 ｠

28.0 ｠

26.6 ｠

26.0 ｠

17.9 ｠

25.1 ｠

15.8 ｠

24.0 ｠

9.9 ｠

8.9 ｠

10.6 ｠

9.8 ｠

50.1 ｠

34.8 ｠

25.1 ｠

23.7 ｠

13.3 ｠

22.4 ｠ 7.9 ｠

全
体

女
性

男
性

0% 20% 40% 60% 80% 100%
賛成
反対

どちらかといえば賛成
わからない

どちらかといえば反対
不明

20歳代　（N=122）

30歳代　（N=231）

40歳代　（N=251）

50歳代　（N=245）

60歳代　（N=372）

70歳以上（N=142）

20歳代　（N=80）

30歳代　（N=153）

40歳代　（N=165）

50歳代　（N=213）

60歳代　（N=267）

70歳以上（N=137）

5.0｠

14.8 ｠

7.5 ｠

4.9 ｠

2.0 ｠

1.3 ｠

4.1 ｠

25.0 ｠

35.2 ｠

32.8 ｠

30.2 ｠

30.3 ｠

27.3 ｠

26.2 ｠

18.8 ｠

20.4 ｠

28.5 ｠

27.8 ｠

31.5 ｠

28.1 ｠

28.7 ｠

41.3 ｠

17.6 ｠

22.0 ｠

29.8 ｠

23.1 ｠

30.3 ｠

27.0 ｠

10.0 ｠

7.7 ｠

7.8 ｠

7.3 ｠

12.4 ｠

12.6 ｠

13.1 ｠

13.1 ｠

12.7 ｠

10.3 ｠

6.7 ｠

46.7 ｠

36.3 ｠

33.3 ｠

37.6 ｠

18.2 ｠

28.1 ｠

25.8 ｠

21.8 ｠

13.1 ｠

16.9 ｠

23.5 ｠

20.6 ｠

3.6 ｠

5.6 ｠

5.2 ｠

12.7

7.2 25.5 22.9 30.7 13.1

｠

女
性

男
性

平成18年度アンケート調査との比較では、否定的な意見の増加がうかがえますが、年
代別で見ると年齢が高くなるほど、固定的な性別役割分担意識が強いことがわかります。

【夫は仕事、妻は家庭という考え方について】
「夫は仕事をし、妻は家庭を守るべきである。」

（平成18年度、平成23年度市民アンケート調査の比較）
（注）平成18年度は「同感する」「ある程度同感する」「あまり同感しない」「同感しない」の4選択肢で設定

「夫は仕事をし、妻は家庭を守るべきである。」
（平成23年度市民アンケート調査　性別・年代別比較）

ポイント
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

①そうじ （N=1,838）

②食事の支度 （N=1,838）

③食事のあと片付け （N=1,838）

④洗濯 （N=1,838）

⑤子育て （N=1,455）

⑥家族の看護・介護 （N=1,064）

⑦学校行事等への参加 （N=1,296）

⑧自治会等の地域活動 （N=1,838）

⑨家計の管理 （N=1,838）

⑩主たる収入 （N=1,838）

夫 妻 夫婦同じくらい あてはまらないその他 不明

（注）⑤子育て、⑥家族の看護・介護、⑦学校行事等への参加は、家族に該当者がいない場合が考えられるため、
　　「あてはまらない」を除外して集計。

（注）

（注）

（注）
2.5 ｠

2.3 ｠

0.5 ｠

3.5 ｠

5.2 ｠

2.6 ｠

4.4 ｠

71.6

58.1 ｠

65.7 ｠

85.3 ｠

77.9 ｠

88.3 ｠

75.1 ｠

14.6

25.0 ｠

23.9 ｠

9.0 ｠

13.7 ｠

7.0

17.4

2.3 ｠

4.2 ｠

3.0 ｠

1.2

1.6

0.9

｠

1.6

77.6 ｠

12.1 ｠

28.8 ｠

3.0 ｠
68.4 ｠

31.4 ｠

71.6 ｠

13.7 ｠

16.4 ｠

22.4 ｠

14.6 ｠

2.4 ｠

3.1 ｠

0.9

家事労働の多くが妻に偏り、主たる収入を得るのは夫と、家庭の中で役割が分かれて
いる状況がわかります。

【家庭での役割分担について】
「あなたの家庭では以下のような役割は主にだれが担っていますか。」

（結婚や事実婚をしている場合限定）

ポイント

仕事 家族を
養う

負担をバラバラに
担うと不安定に…

一緒に担うことで
補い合える

家事 育児

介護

♥

仕　　事
家事・育児・介護
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体　（N=2,416）

女性　（N=1,365）

男性　（N=1,018）

①家事（買い物を含む）や子育て、介護等

していない（0時間）
3～4時間未満

1時間未満
4～5時間未満

1～2時間未満
5時間以上

2～3時間未満
不明

22.7｠

3.2｠
11.5｠

40.4｠

8.1｠

21.8｠

19.6｠

14.8｠

16.8｠

7.5｠

19.0｠

14.1｠

3.5｠

15.9｠

10.6｠

1.5

14.7｠

9.0｠

1.5｠
20.7｠

12.5｠

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体　（N=1,473）

女性　（N=717）

男性　（N=755）

②仕事（通勤を含む）（専業主婦・主夫、学生、無職を除外）

していない（0時間）
6～8時間未満

2時間未満
8～10時間未満

2～4時間未満
10～12時間未満 不明

4～6時間未満
12時間以上

1.2｠
3.1
4.8｠

14.1｠ 15.5｠ 31.8｠ 16.6｠ 10.1
｠

1.3｠

1.0｠

2.9

3.1

2.5｠

7.3｠

5.7｠

23.0｠

8.5｠

22.9｠

36.2｠

27.2｠

22.4｠

10.6｠

17.5
｠

2.4 ｠

平日の家事や仕事時間を見ても、男女で時間の費やし方に大きな差があるのがわかり
ます。

特に、男性は仕事に費やす時間が10 ～ 12時間未満の人が22.4％、12時間以上を費やして
いる人が17.5％と、長時間労働をしている人が多く、男性のおかれている厳しい状況がうか
がえます。

長時間労働が続くと、疲労の蓄積により生産性が下がり、かえって仕事の効率が悪くなる恐
れがありますし、家庭においては、家事や育児などが女性に偏り、お互いに助け合うことが難
しくなります。

しかし、仕事に偏った生活を自分一人で変えようと思っても、職場環境などを変えるのは難
しいところです。

社会全体で、「仕事と家庭生活の両立」をすすめ、働き方を見直すなど意識を変える必要が
あります。

　

「以下について、あなたは平日にどのくらいの時間を費やしていますか。」

ポイント
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0% 10% 20% 30% 40% 50%
全体（N=1,237） 女性（N=630） 男性（N=607）

昇進や昇格の面で、男女に差がある

賃金や昇給の面で、男女に差がある

女性の仕事は補助的業務や雑用が多い

募集や採用の面で、男女に差がある

職場での研修や研究の機会に男女の差がある

上記のようなことはない

男性は育児休業や介護休業を利用しにくい
慣習や雰囲気がある

女性は結婚や出産を機に退職する習慣や
雰囲気がある

8.6｠

20.8 ｠

15.2 ｠

21.9 ｠

18.3 ｠

24.2 ｠

47.4 ｠

32.7 ｠

5.4｠

18.1 ｠

17.0 ｠

20.5 ｠

26.5 ｠

24.8 ｠

33.2 ｠

29.8 ｠

7.0｠

19.4 ｠

16.1 ｠

21.2 ｠

22.5 ｠

24.5 ｠

40.2 ｠

26.9 ｠

8.6｠

32.7 ｠

5.4｠

29.8 ｠

勤めている方の職場において、「性別により処遇が異なることがあるかどうか」や、
「男性が育児休業や介護休業を利用しにくい慣習や雰囲気があるかどうか」を質問した

ところ、男性の約半数が、「育児休業や介護休業を利用しにくい慣習や雰囲気がある」と回答
しています。

育児・介護休業法（育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法
律）の趣旨の普及と、「男性も育児休業等を取得することのできる雰囲気づくりを進める」な
ど、職場全体の意識を変えることが必要となります。

次いで、4人に1人の割合で「昇進や昇格の面で、男女に差がある」と答えるなど、採用や
待遇の面で、「性別を理由に扱いに差がある」と回答しています。また、「女性は結婚や出産を
機に退職する習慣や雰囲気がある」という回答も少なくありません。

これらは、女性の活躍を阻む要因となることから、男女雇用機会均等法（雇用の分野におけ
る男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律）の趣旨の普及と職場全体の意識を変える
ことが必要となります。

【職場で感じることについて】
「あなたの職場では以下のようなことがありますか。」

（現在勤めている場合限定・複数回答可）

ポイント
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0% 10% 20% 30% 40% 70%50% 60%
全体（N=1,237） 女性（N=630） 男性（N=607）

自分と家族で助けあって対応したい

育児休業や介護休業を取りたい

有給休暇などを取って対応したい

家族に任せたい

わからない

保育所や訪問介護、特別養護老人ホームなど
の施設やサービスを利用したい

仕事をなるべく休まずに短時間勤務や
時差出勤、在宅勤務などで対応したい

27.3｠

30.1｠

32.5｠

44.3｠

41.0｠

22.5｠

38.1｠

46.0｠

43.3｠

61.9｠

24.9｠

34.2｠

39.4｠

43.8｠

51.7｠

3.8｠

3.0｠

27.3｠

4.0｠

0.6｠

22.5｠

3.9｠

1.8｠

24.9｠

「育児や介護が必要な家族がいる場合、育児・介護休業の取得について、どのように
したいと考えますか」との質問に対しては、女性の6割以上が、「育児や介護が必要な

際は施設やサービスを利用したい」と回答しています。
また、育児休業や介護休業を取得したいと希望する女性が約5割、男性では3割を超える状

況となっています。
制度の導入・整備はもちろん、職場全体で休業を取りやすいよう環境づくりや協力体制を整

えることが望まれます。

【育児・介護について】
「育児や介護が必要な家族がいる場合、育児・介護休業の取得について、どのようにした
いと考えますか。」				    　　（現在勤めている場合限定・複数回答可）

ポイント
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成23年度（N=2,416）

平成18年度（N=2,422）

平成23年度（N=1,365）

平成18年度（N=1,383）

平成23年度（N=1,018）

平成18年度（N=1,002）

全
体

女
性

男
性

結婚・出産にかかわらず、ずっと仕事を続けるのがよい
子どもが小さい間は仕事をやめて、大きくなったら再び仕事をする方がよい
子どもができるまでは、仕事を続けるのがよい
結婚するまでは、仕事を続けるのがよい
女性は仕事に就かない方がよい

23.9 ｠

22.4 ｠

23.9 ｠

25.2 ｠

24.0 ｠

24.0 ｠

50.5 ｠

54.0 ｠

56.0 ｠

56.8 ｠

53.4 ｠

55.4 ｠

14.3 ｠

7.7 ｠

11.4 ｠

6.7 ｠

12.6 ｠

7.1 ｠

4.7 ｠

3.7 ｠

2.9 ｠

3.2 ｠

3.6 ｠

3.5 ｠

0.3 ｠

1.1 ｠

0.3 ｠

0.5 ｠

0.3 ｠

0.7 ｠

　平成18年度調査と比べると、高崎市民の意識の変化はほとんど、うかがえません。
　しかし、性別・年代別の回答を比較してみると、年代によって考えに差があることが

わかります。
　20歳代から40歳代の女性の約3割が結婚や出産にかかわらず、ずっと働き続けるのがよい
と回答していることから、育児等をしながら退職せずに働き続けられるよう、事業所の育児休
業制度の整備が望まれます。
　国の統計では、第1子を出産する前に仕事をしていた女性の62％が出産後に無職となってお
り、出産を機に退職する女性が多い状況となっています。（国立社会保障・人口問題研究所

「第14回出生動向基本調査（夫婦調査）」より）
　また、育児が落ち着いてから女性が再就職する場合、多くがパートやアルバイトといった非
正規雇用となる割合が高くなります。
　「高崎市の女性の年代別職業構成」を見ても、30歳代の女性の常勤勤務者は20歳代の女性
の半分ほどとなっており、反対に非常勤の比率が増えていることから、女性の再就職に向けた
支援が必要となります。

【女性の就労について】
「一般的に女性が仕事を続けることについて、どのように考えますか。」

（平成18年度、平成23年度市民アンケート調査の比較）
（注）平成23年度の選択肢「わからない」、平成18年度の選択肢「その他」は表示しない。

ポイント
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0% 20% 40% 60% 80% 100%
常勤 専業主婦 学生 無職 その他 職業不明非常勤 自営

20歳代　（N=122）

30歳代　（N=231）

40歳代　（N=251）

50歳代　（N=245）

60歳代　（N=372）

70歳以上（N=142）

5.9
｠
22.4

｠
29.1

｠
22.9

｠
41.0
｠

20.4 ｠

36.7 ｠

41.4 ｠

30.3 ｠

22.1 ｠

9.9

6.1

4.8

5.2

50.3 ｠

29.8 ｠

20.3 ｠

36.4 ｠

16.4 ｠

0.4

0.4

15.6

12.9

3.3

3.6

3.9

3.3

1.4
4.9
｠
7.7 54.2 ｠

0.7
29.6

女
性

0% 20% 40% 60% 80% 100%
結婚・出産にかかわらず、ずっと仕事を続けるのがよい
子どもが小さい間は仕事をやめて、大きくなったら再び仕事をする方がよい
子どもができるまでは、仕事を続けるのがよい
結婚するまでは、仕事を続けるのがよい
女性は仕事に就かない方がよい
わからない
不明

20歳代　（N=122）

30歳代　（N=231）

40歳代　（N=251）

50歳代　（N=245）

60歳代　（N=372）

70歳以上（N=142）

20歳代　（N=80）

30歳代　（N=153）

40歳代　（N=165）

50歳代　（N=213）

60歳代　（N=267）

70歳以上（N=137）

19.7 ｠

25.5 ｠

32.7 ｠

30.0 ｠

18.3 ｠

19.4 ｠

24.5 ｠

32.3 ｠

30.7 ｠

27.0 ｠

56.8 ｠

58.2 ｠

49.0 ｠

47.5 ｠

52.8 ｠

64.2 ｠

55.9 ｠

56.2 ｠

51.9 ｠

51.6 ｠

7.0 ｠

6.1 ｠

7.2 ｠

3.8 ｠

7.0 ｠

6.5 ｠

8.2 ｠

4.0 ｠

4.8 ｠

13.1 ｠

5.6 ｠

0.6 ｠

1.3 ｠

3.8 ｠

7.0 ｠

3.2 ｠

3.3 ｠

2.4 ｠1.7 ｠

3.3 ｠

1.1

0.9 ｠

1.2 ｠

0.7 ｠

1.3 ｠

1.4 ｠

0.8 ｠

0.4 ｠

0.4 ｠

7.0
｠

5.5 ｠

9.2
｠

11.3
｠

4.9

3.8 ｠

3.3 ｠

4.4 ｠

10.4
｠

4.9 ｠

13.1 ｠

19.1 ｠

55.5 ｠

53.6 ｠

10.2 ｠

9.4 ｠

4.4 ｠

5.2 ｠
1.5 ｠

1.1 ｠

6.6
｠

6.4
｠

女
性

男
性

「一般的に女性が仕事を続けることについて、どのように考えますか。」
（平成23年度市民アンケート調査　性別・年代別比較）

「高崎市の女性の年代別職業構成」（パート・アルバイト・嘱託等は非常勤として集計）
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600人

500人

400人

300人

200人

100人

0人
平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

女性

男性522 522 523 524

7 7 6 5

「高崎市の区長数について」

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①地域の団体、組織などの役員や
　運営に携わる

男性の方が多い 男女同じくらい 女性の方が多い わからない 不明

（N=2,416）

②地域の会議や行事に参加する

③地域の会議で意見を言う、
　取り上げられる

20.5

18.8

36.5

61.7

28.5

12.7

3.1

11.8

4.6

37.8 21.3 34.4

　地域活動での男女の参画状況について質問したところ、「地域の団体、組織などの役
員や運営に携わるのは男性の方が多い」との回答が6割以上を占め、女性の参画が少な

い状況がわかりました。
　高崎市の区長数を見ると、平成24年度の女性の区長の割合は0.9％となっています。
　これ以外にも、農業委員会（注）の女性委員の割合は4.2％（委員48人中、女性は2人）と
なっており、女性の参画が進んでいない状況がわかります。
　様々な視点で物事を捉え、多様性のある組織運営のためにも、女性が積極的に参画すること
が必要です。
　今後、女性の区長や農業委員が増えるためには、委員等に立候補しやすい環境づくりや、男
女ともに意識を変えていく取り組みも必要となります。

（注）農業委員会は、農地法に基づく農地の売買・貸借の許可、農地転用案件への意見具申、遊休農地
の調査・指導などを中心に農地に関する事務を執行する行政委員会として市町村に設置されています。
　農業委員は、市町村に住む農業者の中から3年に一度、公職選挙法に準じた選挙で選ばれた委員（選
挙委員）並びに農業団体（農協、農業共済組合、土地改良区）が推薦した人及び市町村議会が推薦して
市町村長が選任した委員（選任委員）で構成されています。
　高崎市では、平成23年度に実施された選挙に立候補した女性委員はおらず、女性委員2人はいずれも
市議会から推薦された選任委員となっています。

【地域活動について】
「あなたがお住まいの地域では、以下のようなことについて、男女どちらが多いと思いま
すか。」

ポイント
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体　（N=2,416）

女性　（N=1,365）

男性　（N=1,018）

いずれかの暴力の被害経験の有無

いずれかの被害経験「ある」 被害経験は「ない」 不明

18.6 74.5 7.0

24.7 71.0 4.3

10.5 79.6 9.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体　（N=2,416）

女性　（N=1,365）

男性　（N=1,018）

いずれかの暴力の加害経験の有無

いずれかの加害経験「ある」 加害経験は「ない」 不明

8.3

10.3

82.0

80.5

9.7

9.1

13.3 78.8｠ 8.0

　恋人やパートナーなどの親密な関係にある人からの暴力（DV)　について、被害を受
けたことがあるか、または加害経験があるかについて質問したところ、いずれかの被害

を一つでも受けたことがあると回答した女性は24.7％と、4人に1人の割合で被害経験がある
ことがわかりました。
　平成23年度に内閣府が行った「男女間における暴力に関する調査」によると、女性の3人に
1人が配偶者から被害を受けたことがあり、10人に1人は何度も暴力を受けていると回答して
います。
　全国の警察で認知した配偶者からの暴力事案件数も、毎年増加の一途をたどっており、DV
被害は深刻な状況となっています。

【配偶者等からの暴力について】
「あなたはこれまでに恋人やパートナーから、次のようなことを「されたこと」や、「し
たこと」がありますか。」
①身体的な暴力…なぐる、ける、物を投げつける、つきとばす、刃物でおどす等
②精神的な暴力・社会的な暴力…人格を否定するような暴言、長時間の無視、どなる、
「誰のおかげで生活できるんだ」や「かいしょうなし」等の見下した発言、身の危険を
感じるような脅迫、交友関係の監視や制限等

③性的な暴力…相手がいやがっているのに性的な行為を強要する、避妊に協力しない、
中絶の強要等

④経済的な暴力…生活費を入れない、外で働くことを妨害する、仕事を辞めさせる、家
計の管理に関与させない、借金をさせてお金を取り上げる等

ポイント
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　男女とも、「どこ（だれ）にも相談しなかった」（女性49.6％、男性69.2％）が最も
高く、特に男性は約7割を占めています。

　次いで、女性は「知人・友人に相談した」（35.9％）、「家族や親せきに相談した」（32.0％）
も比較的高くなっており、公共や専門の相談機関等ではなく、身近な人に相談する人が多かっ
たことがわかります。

0% 20% 60%40% 80%
全体（N=449） 女性（N=337） 男性（N=107）

どこ（だれ）にも相談しなかった

知人・友人に相談した

家族や親せきに相談した

医療関係者（医師、看護師等）に相談した

民間の専門家や専門機関（注1）に相談した

警察に相談した

その他の公的機関に相談した

配偶者暴力相談支援センター（注2）に相談した

法務局・地方法務局、人権擁護委員に相談した

学校関係者（注3）に相談した

その他

注1　弁護士・弁護士会、カウンセラー、カウンセリング機関、民間シェルター等
注2　女性相談所、女性相談センター等
注3　教員、スクールカウンセラー等

2.8 ｠

2.8 ｠

3.7 ｠

7.5 ｠

13.1 ｠

15.0 ｠

69.2

2.1 ｠

2.4 ｠

4.5 ｠

3.6 ｠

32.0 ｠

35.9 ｠

49.6 ｠

2.2 ｠

2.4 ｠

4.2 ｠

4.5 ｠

27.6 ｠

30.7 ｠

54.3 ｠

1.9 ｠

0.9 ｠

1.9 ｠

0.0 ｠

2.4 ｠

0.6 ｠

0.3 ｠

2.4 ｠

2.2 ｠

0.7 ｠

0.7 ｠

1.8 ｠

｠

【配偶者等から暴力を受けた後、どこ（だれ）に相談したかについて】
「（暴力を受けた）その後、どこか（だれか）に相談しましたか。」

（複数回答可、いずれか1つでも暴力被害経験があると回答した人限定）

ポイント
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

「されたこと」がある
①容姿や年齢、身体的な特徴について
　話題にする
②結婚や子どもの有無など、私生活に関して
　必要以上に質問したり、話題にする
③ヌード写真や性的な描写のある雑誌を
　目につくところに置く
④性的な含みのあるメールや手紙を
　送ったり、電話をかける

⑤しつこく交際をせまる

⑥性的な関係をせまる

⑦不必要にからだにさわる

ある ない 不明

（N=2,416）

2.2

1.4

10.3

17.1

88.7

89.4

80.8

74.3

9.0

9.2

8.9

8.7

3.2

1.0

1.4

87.7

90.1

89.5

9.0

9.0

9.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

「したこと」がある
①容姿や年齢、身体的な特徴について
　話題にする
②結婚や子どもの有無など、私生活に関して
　必要以上に質問したり、話題にする
③ヌード写真や性的な描写のある雑誌を
　目につくところに置く
④性的な含みのあるメールや手紙を
　送ったり、電話をかける

⑤しつこく交際をせまる

⑥性的な関係をせまる

⑦不必要にからだにさわる

ある ない 不明

（N=2,416）

3.8

12.2

86.6

78.1

9.6

9.7

0.5

0 2

0.4

90 6

90.4

9 3

9.3

0.4

2

90.3

90.6

9.3

9.3

0.3

90.3

90.2

9.2

9.4

【セクシュアル・ハラスメントについて】
「あなたは過去3年以内に、職場や学校、地域での活動の中で、次のようなことを「され
たこと」や「したこと」がありますか。」

　「過去3年以内に、職場や学校、地域での活動の中で、セクシュアル・ハラスメント
にあたる行為を受けたことがあるかどうか」を質問したところ、特に「容姿や年齢、身

体的な特徴について話題にする」ことが多い結果となりました。
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0% 20% 60%40% 80% 100%
全体（N=2,416） 女性（N=1,365） 男性（N=1,018）

DV（ドメスティック・バイオレンス）

ストーカー規制法

男女雇用機会均等法

育児・介護休業法

DV防止法

男女共同参画社会

ワーク・ライフ・バランス

ジェンダー

男女共同参画社会基本法

女子差別撤廃条約

高崎市男女共同参画推進条例

男女共同参画広報紙「バモス（Vamos）」

高崎市第2次男女共同参画計画

ポジティブ・アクション

家族経営協定

75.0 ｠

76.6 ｠

80.5

85.2

77.1 ｠

80.4

64.6 ｠

77.5

｠

72.3 ｠

78.3

68.1 ｠

76.9 ｠

33.5 ｠

57.0 ｠

30 5

29.6 ｠

65.1 ｠

30.4 ｠

30.8 ｠

60.8 ｠

25.5 ｠

22.7 ｠

31.2 ｠

19.9 ｠

24.9 ｠

. ｠

22.0 ｠

23.6 ｠

19.5 ｠

18.8 ｠

18.5 ｠

21.1 ｠

18 7

18.7 ｠

19.8 ｠

9.5 ｠

17.3 ｠

10.2

9.4 ｠

20.1 ｠

9.2

9.3 ｠

｠

7.7 ｠

8.2 ｠

4.5 ｠

｠

5.8 ｠

【用語等の認知度について】
「次の言葉や制度等のうち、見たり聞いたりしたことがあるものがありますか。」

（複数回答可）

　男女共同参画に関する言葉や法律等について質問したところ、「男女共同参画社会」
の認知度が全体で30.8％と低く、市民に浸透していないことがわかりました。

アンケート調査票では、以下の選択肢について、カッコ（ ）内に説明文を加えて提示。
・ストーカー規制法（ストーカー行為等の規制等に関する法律）
・DV防止法（配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律） 
・ワーク・ライフ・バランス（仕事と家庭の調和） 
・ジェンダー（生物としての性別ではなく、社会通念や慣習の中で社会的に形成された性別のこと）
・高崎市男女共同参画推進条例（平成21 年4 月1 日施行） 
・男女共同参画広報紙「バモス（Vamos）」（高崎市が毎年3 月に発行し、全戸に配布） 
・高崎市第2 次男女共同参画計画（平成20 年3 月策定） 
・ポジティブ・アクション（男女間の格差改善のため、男女のいずれか一方に対し、活動に参画する機
　会を積極的に提供すること） 
・家族経営協定（農業経営にたずさわる家族それぞれの経営参画を目指し、家族で取り決める協定のこと）

ポイント
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0% 20% 60%40%
全体（N=2,416） 女性（N=1,365） 男性（N=1,018）

国会議員、県議会議員、市町村議会議員

県、市町村の首長

民間企業の管理職

裁判官、検察官、弁護士

国家公務員や地方公務員の管理職

自治会長、町内会長、区長など地域の役員

起業家や経営者

国連などの国際機関の管理職

大学教授

労働組合の幹部

農協の役員

もっと増える方がよいと思うものは特にない

｠

33.4 ｠

40.0 ｠

39.1 ｠

37.5 ｠

42.5 ｠

44.2 ｠

50.7

33.1 ｠

29.5 ｠

39.2 ｠

43.3 ｠

41.0 ｠

41.2 ｠

50.7

32.8 ｠

33.5 ｠

38.6 ｠

40.3 ｠

41.1 ｠

41.9 ｠

50.0

21.0

20.3 ｠

26.9 ｠

26.7 ｠

28.4 ｠

20.9

15.4 ｠

23.9 ｠

26.7 ｠

31.2 ｠

20.7

17.3 ｠

24.8 ｠

26.3 ｠

29.6 ｠

【女性の参画を期待する職業、役職について】
「以下のような職業や役職において、今後女性がもっと増える方がよいと思うものはどれ
ですか。」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （複数回答可）

　男女とも、今後女性がもっと増える方がよいと思うものは、「国、県、市町村の議員」
が5割以上で、最も高くなっています。

　次いで、女性は「裁判官、検察官、弁護士」（43.3％）、「県、市町村の首長」（41.2％）、
「民間企業の管理職」（41.0％）、男性は「県、市町村の首長」（44.2％）、「民間企業の管理職」
（42.5％）、「自治会長、町内会長、区長など地域の役員」（40.0％）が4割以上で比較的高く
なっています。

ポイント
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条例及び規則等
１　高崎市男女共同参画推進条例（平成21年３月23日　条例第３号）

　目　次
　前　文
　第１章　総則（第１条～第７条）
　第２章　基本的施策（第８条～第11条）
　第３章　性別による権利侵害の禁止等（第12条・第13条）
　第４章　男女共同参画審議会（第14条）
　第５章　雑則（第15条）
　附　則

　我が国においては、個人の尊重と法の下の平等、さらに両性の本質的平等が日本国憲法でうたわれ、女子
に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約を批准し、男女共同参画社会基本法を制定するなど、国際
的な協調の下に男女平等の実現に向けた取組が行われてきた。高崎市においても、男女が平等な社会を目指
して様々な施策を策定し、平成13年には男女共同参画計画を定め、その実現に取り組んできた。
　しかしながら、今日においても、性別による固定的な役割分担意識やそれに基づく社会慣行など、男女が
共に協力して、調和の取れた社会を実現するためには、取り組むべき多くの課題がある。さらに、少子高齢
化の進展や人それぞれが多様な生き方を選択する時代の到来など、急速な社会情勢の変化に伴い、男女が性
別にかかわらず主体的に行動することが、ますます求められるようになっている。
　そのため、男女がこれまでの性別による固定的な役割分担意識にとらわれず、人として対等に向かい合
い、個人としての能力を十分発揮して、社会のあらゆる分野に共に参画する男女共同参画をより積極的に推
進することが必要となっている。
　ここに、私たちは、男女共同参画の推進について、市、教育関係者、市民及び事業者等が協働し、男女が
共にいきいきと活動する社会の構築に積極的に取り組むことを決意し、この条例を制定する。

第１章　総則
（目的）
第１条　この条例は、男女共同参画の推進に関し、基本理念を定め、市及び教育関係者の責務並びに市民及

び事業者等（以下「市民等」という。）の役割を明らかにするとともに、市の施策の基本となる事項を定
めることにより、男女共同参画を総合的かつ計画的に推進し、豊かで活力ある男女共同参画社会を実現す
ることを目的とする。

（定義）
第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
⑴　男女共同参画　男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野における

活動に参画する機会が確保され、男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することが
でき、共に責任を担うことをいう。

⑵　市民　市内に居住し、通勤し、又は通学する者をいう。
⑶　事業者等　市内において営利の事業活動を行う個人及び法人その他の団体並びに市内において非営利の

活動を行う法人その他の団体をいう。
⑷　教育関係者　市内において、学校教育、社会教育その他の教育を行う者をいう。
⑸　積極的改善措置　第１号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内において、男

女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。
⑹　セクシュアル・ハラスメント　相手方の尊厳を傷つけ、又は相手方に不利益を与える性的な言動をい

う。
⑺　ドメスティック・バイオレンス　配偶者その他親密な関係にある者（過去において配偶者であった者そ

の他親密な関係にあった者を含む。）による身体的暴力、精神的若しくは性的な苦痛を与える言動又は経
済的な優位性に基づいて苦痛を与える言動をいう。

（基本理念）
第３条　男女共同参画の推進は、男女の個人としての尊厳が重んじられ、直接的であるか間接的であるかを

問わず性別による差別的取扱いを受けず、個人としての能力を発揮する機会が確保されることを旨とし
て、行われなければならない。
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２　男女共同参画の推進に当たっては、男女が、社会における性別による固定的な役割分担意識に基づく制
度又は慣行にとらわれず、それぞれ個人として多様な生き方を選択できるよう配慮されなければならな
い。

３  男女共同参画の推進は、男女が、社会の対等な構成員として、市における政策の立案及び決定又は事業
者等における方針の立案及び決定に共同して参画する機会が確保されることを旨として、行われなければ
ならない。

４  男女共同参画の推進は、男女が、相互の協力及び社会の支援の下に、育児、介護等の家庭生活における
活動及び地域、職場その他の社会生活における活動を両立して行うことができることを旨として、行われ
なければならない。

５  男女共同参画の推進は、男女が、互いの性について理解し、妊娠、出産その他の性と生殖に関する事項
について、生涯にわたって健康な生活を営めるよう自らの意思が尊重されることを旨として、行われなけ
ればならない。

６  男女共同参画の推進は、国際社会における取組と連動し、国際的な協調の下に行われなければならない。
（市の責務）
第４条　市は、前条に規定する男女共同参画の推進についての基本理念（以下「基本理念」という。）に

のっとり、男女共同参画の推進に関する施策（積極的改善措置を含む。以下同じ。）を総合的に策定し、
実施しなければならない。

２　市は、男女共同参画の推進に関する施策について、市民等及び教育関係者と協働で実施するよう努めな
ければならない。

（教育関係者の責務）
第５条　教育関係者は、男女共同参画を推進する上での教育の果たす役割の重要性を認識し、それぞれの教

育を行う過程において、基本理念に配慮した教育を行うよう努めなければならない。
（市民の役割）
第６条　市民は、基本理念にのっとり、社会のあらゆる分野において、男女共同参画を推進する主体として

の役割を担うものとする。
（事業者等の役割）
第７条　事業者等は、基本理念にのっとり、その事業活動を行うに当たっては、男女が共同して参画するこ

とができる職場環境の整備に積極的に取り組むよう努めるものとする。
２　事業者等は、市が実施する男女共同参画の推進に関する施策に積極的に協力するよう努めるものとす

る。
　
第２章　基本的施策

（市の施策）
第８条　市は、男女共同参画を推進するため、次に掲げる施策を行うものとする。
⑴　男女が、相互の協力及び社会の支援の下に、育児、介護等の家庭生活における活動及び地域、職場その

他の社会生活における活動を両立して行うことができるよう必要な支援を行うこと。
⑵　市民等の男女共同参画についての理解を促進するため、教育及び学習の場において、必要な措置を講じ

るとともに、普及広報活動を行うこと。
⑶　セクシュアル・ハラスメント及びドメスティック・バイオレンスの防止を図り、これらの被害を受けた

者に対し必要な支援を行うこと。
⑷　男女共同参画の推進に関する施策を策定し、効果的に実施するため、必要な情報の収集及び分析を行う

こと。
⑸　男女共同参画の推進に関する施策を実施し、及び市民等の男女共同参画を推進する活動を支援するため

の拠点機能の整備その他の必要な環境の整備を行うこと。
⑹　前各号に掲げるもののほか、男女共同参画の推進のために必要と市長が認めるもの

（男女共同参画計画）
第９条　市長は、前条に規定する男女共同参画の推進に関する施策を総合的かつ計画的に実施するため、男

女共同参画計画を策定するものとする。
２　市長は、男女共同参画計画を策定するに当たっては、市民等の意見を反映できるよう適切な措置を講じ

るとともに、第14条に規定する高崎市男女共同参画審議会の意見を聴かなければならない。
３　市長は、男女共同参画計画を策定したときは、これを公表しなければならない。
４　前２項の規定は、男女共同参画計画の変更について準用する。
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（積極的改善措置）
第１０条　市は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第138条の４第３項の規定に基づき市が設置する審議

会その他の附属機関及びこれに準じる機関において、委員を委嘱し、又は任命する場合においては、積極
的改善措置を講じ、男女が均等になるよう努めるものとする。

２　市は、業務を行うに当たっては、男女が共同して参画することができる体制の整備に積極的に取り組む
とともに、積極的改善措置を講じ、職員の能力の開発及び発揮について実質的な機会の均等が確保される
よう努めるものとする。

（苦情への対応）
第１１条　市長は、市が実施する男女共同参画の推進に関する施策又は男女共同参画の推進に影響を及ぼすと

認められる施策に関し、市民等から苦情の申出を受けた場合には、関係機関と連携し、適切に対応するも
のとする。

２　市長は、前項の申出に係る対応において必要があると認めるときは、第１４条に規定する高崎市男女共
同参画審議会に意見を求めるものとする。

第３章　性別による権利侵害の禁止等
（性別による権利侵害の禁止）
第１２条　何人も、直接的であると間接的であるとにかかわらず、性別による差別的な取扱いを行ってはなら

ない。
２　何人も、セクシュアル・ハラスメント、ドメスティック・バイオレンス等による性別による人権侵害を

行ってはならない。
（公衆に表示する情報に関する配慮）
第１３条　何人も、公衆に表示する情報において、性別による固定的な役割分担及び男女間の暴力等を助長さ

せる表現を行わないよう努めなければならない。

第４章　男女共同参画審議会
（審議会の設置）
第１４条　市長は、男女共同参画の推進に関する重要な事項について調査し、又は審議するため、高崎市男女

共同参画審議会（以下「審議会」という。）を設置する。
２　審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査し、又は審議するものとする。
⑴　男女共同参画計画の策定及び変更に関する事項
⑵　男女共同参画計画の実施状況に関する事項
⑶　前２号に掲げるもののほか、男女共同参画の推進に関する重要事項
３　審議会は、前項に規定する調査審議を行うほか、男女共同参画の推進について、市長に意見を述べるこ

とができる。
４　審議会は、委員20人以内をもって組織する。
５　審議会の委員のうち、男女のいずれか一方の委員の数は、委員総数の１０分の４未満とならないよう努

めるものとする。
６　委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。
７　補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

第５章　雑則
（委任）
第１５条　この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。

附　則
（施行期日）
１　この条例は、平成21年４月１日から施行する。

（審議会の委員の任期の特例）
２　この条例の施行の日以後最初に委嘱される公募に係る審議会の委員の任期は、第14条第６項本文の規

定にかかわらず、当該委嘱の日から平成23年３月31日までの期間とする。

（多野郡吉井町の編入に伴う経過措置）
３　多野郡吉井町を廃し、その区域を高崎市に編入する日以後最初に委嘱される審議会の委員の任期は、第
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14条第６項本文の規定にかかわらず、当該委嘱の日から平成23年３月31日までの期間とする。
（平21条例31・追加）

（高崎市非常勤の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正）
４　高崎市非常勤の職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和31年高崎市告示第139号）の一部を次の

ように改正する。
〔次のよう略〕
（平21条例31・旧第３項繰下）
附　則（平成21年５月15日条例第31号）抄

（施行期日）
第１条　この条例は、平成21年６月１日（以下「施行日」という。）から施行する。

２　高崎市男女共同参画審議会規則（平成21年３月31日規則第８号）

（趣旨）
第１条　この規則は、高崎市男女共同参画推進条例（平成21年高崎市条例第３号。以下「条例」という。）

第１４条に規定する高崎市男女共同参画審議会（以下「審議会」という。）の組織及び運営に関し必要な
事項を定めるものとする。

（委員）
第２条　審議会の委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。
⑴　学識経験を有する者
⑵　関係団体の代表者
⑶　公募した市民
⑷　前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める者

（組織）
第３条　審議会に会長及び副会長１人を置き、委員の互選によりこれを定める。
２　会長は、審議会を代表し、会務を総理する。
３　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。

（会議）
第４条　審議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、会長は、会議の議長となる。
２　会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。
３　会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。
４　会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、その意見を求め、又は委員以外

の者から資料の提出を求めることができる。
（部会）
第５条　審議会に、会長が指定した事項について調査し、又は審議するため、部会を置くことができる。
２　部会は、会長が指名する委員をもって組織する。
３　部会に部会長及び副部会長１人を置き、部会に属する委員の互選によりこれを定める。
４　部会長は、部会の事務を掌理し、部会の調査又は審議に関する経過及び結果を会長に報告するものとす

る。
５　副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故があるとき、又は部会長が欠けたときは、その職務を代理

する。
６　前各項に定めるもののほか、部会の運営に関し必要な事項は、部会長が会長の同意を得て定める。

（庶務）
第６条　審議会の庶務は、市民部人権男女共同参画課において処理する。

（委任）
第７条　この規則に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、市長が別に定める。

附　則
この規則は、平成21年４月１日から施行する。
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高崎市男女共同参画審議会委員名簿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成24年度

区　分 氏　　名 所属・役職等 備　考

会　長 内 藤 和 美 国立大学法人お茶の水女子大学 計画部会

副会長 増 田 　 正 公立大学法人高崎経済大学

委　員 伊 藤 慶 子 高崎市くらしの会

委　員 内 山 政 治 高崎市青少年育成推進員連絡協議会

委　員 金 井 英 子 公募市民

委　員 鹿 沼 栄 輔 高崎市小学校長会

委　員 鎌 田 博 之 高崎市農業委員会

委　員 佐　藤　重太郎 高崎市区長会

委　員 鈴 木 紀 子 高崎女性経営者研究会 計画部会

委　員 竹　内　由利子 公募市民 計画部会

委　員 立　石　智津子 公募市民

委　員 丹 野 隆 行 連合高崎地域協議会

委　員 千木良　淳　二 高崎市人権擁護委員会

委　員 土　屋　万智子 高崎市ＰＴＡ連合会

委　員 戸 塚 信 子 高崎市地区婦人会連合会

委　員 原 田 和 枝 高崎市民生委員児童委員協議会

委　員 堀 越 隆 子 高崎市国際交流協会

委　員 丸 橋 　 剛 群馬行政相談委員協議会 計画部会

委　員 宮 尾 博 之 高崎市社会福祉協議会

委　員 渡 邉 明 男 弁護士
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３　高崎市男女共同参画社会推進会議設置要綱（平成12年２月１日から施行）

（設置）
第１条　高崎市における男女共同参画社会の形成に関する施策について、総合的かつ効果的に推進するた

め、高崎市男女共同参画社会推進会議（以下　「推進会議」という。）を設置する。
（所掌事務）
第２条　推進会議の所掌事務は、次のとおりとする。
⑴　男女共同参画計画の策定及び推進に関すること。
⑵　男女共同参画計画の策定及び推進における関係部課相互の連絡調整に関すること。
⑶　男女共同参画計画の進行管理に関すること。
⑷　その他必要な事項

（組織）
第３条　推進会議は、別表に掲げる者をもって組織する。

（会長および副会長）
第４条　推進会議の会長は副市長をもって充て、副会長は市民部長をもって充てる。
２　会長は、推進会議の会務を総理する。
３　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。

（会議）
第５条　会長は、必要に応じ推進会議を招集し、その議長となる。
２　会長は、委員が出席できないときは、代理の者を出席させることができる。
３　会長は、必要があると認めるときは、関係職員の出席を求め、又は関係部課長に対して資料の提出を求

めることができる。
（ワーキンググループ）
第６条　推進会議に第２条の所掌事務に関する具体的事項を調査・研究させるため、ワーキンググループを

置く。
２　ワーキンググループのメンバーは、委員がその所属する部（局、支所）に属する者の中から推薦する。

ただし、会長は、必要があると認めるときは、委員が所属しない部（局、支所）の者を推薦することがで
きる。

３　ワーキンググループのリーダーは、人権男女共同参画課長をもって充てる。
４　ワーキンググループの会議は、リーダーが招集し、その議長となる。

（庶務）
第７条　推進会議の庶務は、市民部人権男女共同参画課において行う。

（その他）
第８条　この要綱に定めるもののほか、推進会議の運営に関し必要な事項は別に定める。

附　則
この要綱は、平成12年２月１日から施行する。

＜中略＞
　　附　則
　この要綱は、平成24年４月１日から施行する。

別表　（第３条関係）
会　長 副市長
副会長 市民部長

委　員

総務部長、財務部長、福祉部長、子育て支援担当部長、保健医療部長、商工観光部長、
農政部長、倉渕支所長、箕郷支所長、群馬支所長、新町支所長、榛名支所長、吉井支所長、
教育部長、学校教育担当部長、企画調整課長、地域行政課長、防災安全課長、職員課長、
広報広聴課長、財政課長、人権男女共同参画課長、障害福祉課長、長寿社会課長、介護保険課長、
こども家庭課長、保育課長、健康課長、産業政策課長、商工振興課長、農林課長、
倉渕支所地域振興課長、箕郷支所地域振興課長、群馬支所地域振興課長、新町支所地域振興課長、
榛名支所地域振興課長、吉井支所地域振興課長、農業委員会事務局長、社会教育課長、
中央公民館長、学校教育課長、教職員課長、健康教育課長、教育センター所長
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第３次計画策定に係る経過等

年度 期　日 会議等の名称 内　　容　　等

平
　
　
成
　
　
23
　
　
年
　
　
度

４月１８日 高崎市男女共同参画審議会 ・『第3次計画の必要性・あり方』について諮問
・計画策定に係る部会の設置（計画部会）

６月１日 高崎市男女共同参画審議会
（計画部会） ・市民アンケート調査項目の精査

７月４日
～

７月１９日
アンケート調査実施 ・『男女共同参画に関する市民アンケート調査』

１１月１１日
高崎市男女共同参画審議会

（計画部会）

・市民アンケート調査結果の集計方法の精査

１月６日 ・答申内容の検討（第3次計画の方向性等）

１月２０日 高崎市男女共同参画審議会 ・市民アンケート調査結果の報告
・答申内容の検討（第3次計画の方向性等）

２月１０日
高崎市男女共同参画審議会

（計画部会）

・答申内容（取り組まれるべき事業等）の検討

２月２１日 ・答申書（案）の構成等の検討

３月２２日 高崎市男女共同参画審議会 ・答申書（案）についての審議

平
　
　
成
　
　
24
　
　
年
　
　
度

４月２５日 答　　　申 ・審議会会長から市長へ答申

７月３１日 庁内関係課担当者会議 ・第3次計画で取り組むべき事業等の確認

１０月５日 高崎市男女共同参画社会推
進会議（庁内会議）

・第3次計画（素案）の方向性や取り組むべき
　事業等の検討・精査

１０月１６日 高崎市男女共同参画審議会
（計画部会） ・第3次計画（素案）の方向性等の確認

１１月２日 高崎市男女共同参画審議会 ・第3次計画（素案）についての審議
・パブリックコメントの実施について

【パブリックコメント手続による第３次計画（素案）への意見の募集について】
　　意見の募集期間　平成24年12月５日（水）～平成25年１月１１日（金）
　　※パブリックコメント手続による意見の提出はありませんでした。
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1　男女共同参画社会基本法
（平成十一年六月二十三日法律第七十八号）
最終改正：平成十一年十二月二十二日法律第百六十号

目次
　前文
　第一章　総則（第一条―第十二条）
　第二章　男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策（第十三条

―第二十条）
　第三章　男女共同参画会議（第二十一条―第二十八条）
　附則 

　我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわ
れ、男女平等の実現に向けた様々な取組が、国際社会における取組とも
連動しつつ、着実に進められてきたが、なお一層の努力が必要とされて
いる。

　一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が国の社会経済情
勢の急速な変化に対応していく上で、男女が、互いにその人権を尊重し
つつ責任も分かち合い、性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に
発揮することができる男女共同参画社会の実現は、緊要な課題となって
いる。

　このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を二十一世紀の我
が国社会を決定する最重要課題と位置付け、社会のあらゆる分野におい
て、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の推進を図っていくこ
とが重要である。

　ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念を明らかにしてそ
の方向を示し、将来に向かって国、地方公共団体及び国民の男女共同参
画社会の形成に関する取組を総合的かつ計画的に推進するため、この法
律を制定する。

第一章　総則 
（目的） 
第一条　この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社会経済情勢の変化

に対応できる豊かで活力ある社会を実現することの緊要性にかんがみ、
男女共同参画社会の形成に関し、基本理念を定め、並びに国、地方公共
団体及び国民の責務を明らかにするとともに、男女共同参画社会の形成
の促進に関する施策の基本となる事項を定めることにより、男女共同参
画社会の形成を総合的かつ計画的に推進することを目的とする。 

（定義） 
第二条　この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。 
一　男女共同参画社会の形成　男女が、社会の対等な構成員として、自ら

の意思によって社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保
され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享
受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会を形成することをい
う。 

二　積極的改善措置　前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善する
ため必要な範囲内において、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積
極的に提供することをいう。 

（男女の人権の尊重） 
第三条　男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊厳が重んぜら

れること、男女が性別による差別的取扱いを受けないこと、男女が個人
として能力を発揮する機会が確保されることその他の男女の人権が尊重
されることを旨として、行われなければならない。 

（社会における制度又は慣行についての配慮） 
第四条　男女共同参画社会の形成に当たっては、社会における制度又は慣

行が、性別による固定的な役割分担等を反映して、男女の社会における
活動の選択に対して中立でない影響を及ぼすことにより、男女共同参画
社会の形成を阻害する要因となるおそれがあることにかんがみ、社会に
おける制度又は慣行が男女の社会における活動の選択に対して及ぼす影
響をできる限り中立なものとするように配慮されなければならない。 

（政策等の立案及び決定への共同参画） 
第五条　男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等な構成員とし

て、国若しくは地方公共団体における政策又は民間の団体における方針
の立案及び決定に共同して参画する機会が確保されることを旨として、
行われなければならない。 

（家庭生活における活動と他の活動の両立） 
第六条　男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男女が、相互の協力

と社会の支援の下に、子の養育、家族の介護その他の家庭生活における
活動について家族の一員としての役割を円滑に果たし、かつ、当該活動
以外の活動を行うことができるようにすることを旨として、行われなけ
ればならない。 

（国際的協調）
第七条　男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における取組と密接な

関係を有していることにかんがみ、男女共同参画社会の形成は、国際的
協調の下に行われなければならない。 

（国の責務） 
第八条　国は、第三条から前条までに定める男女共同参画社会の形成につ

いての基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、男女共同参
画社会の形成の促進に関する施策（積極的改善措置を含む。以下同じ。）
を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 
第九条　地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成

の促進に関し、国の施策に準じた施策及びその他のその地方公共団体の
区域の特性に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

関　係　法　令 （国民の責務） 
第十条　国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野に

おいて、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成に寄与するよう
に努めなければならない。 

（法制上の措置等） 
第十一条　政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を実施す

るため必要な法制上又は財政上の措置その他の措置を講じなければなら
ない。 

（年次報告等） 
第十二条　政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の形成の状況及び政

府が講じた男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての報告
を提出しなければならない。 

２　政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の形成の状況を考
慮して講じようとする男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を明
らかにした文書を作成し、これを国会に提出しなければならない。 

第二章　男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策 
（男女共同参画基本計画） 
第十三条　政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的

かつ計画的な推進を図るため、男女共同参画社会の形成の促進に関する
基本的な計画（以下「男女共同参画基本計画」という。）を定めなけれ
ばならない。 

２　男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとす
る。 

一　総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する
施策の大綱 

二　前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成の促進に関する施
策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項 

３　内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴いて、男女共同参画基
本計画の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。 

４　内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞
なく、男女共同参画基本計画を公表しなければならない。 

５　前二項の規定は、男女共同参画基本計画の変更について準用する。 
（都道府県男女共同参画計画等） 
第十四条　都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、当該都道府県

の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての
基本的な計画（以下「都道府県男女共同参画計画」という。）を定めな
ければならない。 

２　都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項について定めるものと
する。 

一　都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社
会の形成の促進に関する施策の大綱 

二　前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男女共同参画社会
の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な
事項 

３　市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同参画計画を勘
案して、当該市町村の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関
する施策についての基本的な計画（以下「市町村男女共同参画計画」と
いう。）を定めるように努めなければならない。 

４　都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又は市町村男女共
同参画計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなけ
ればならない。 

（施策の策定等に当たっての配慮） 
第十五条　国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の形成に影響を及ぼ

すと認められる施策を策定し、及び実施するに当たっては、男女共同参
画社会の形成に配慮しなければならない。 

（国民の理解を深めるための措置） 
第十六条　国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、基本理念に関す

る国民の理解を深めるよう適切な措置を講じなければならない。 
（苦情の処理等） 
第十七条　国は、政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する

施策又は男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策につ
いての苦情の処理のために必要な措置及び性別による差別的取扱いその
他の男女共同参画社会の形成を阻害する要因によって人権が侵害された
場合における被害者の救済を図るために必要な措置を講じなければなら
ない。 

（調査研究） 
第十八条　国は、社会における制度又は慣行が男女共同参画社会の形成に

及ぼす影響に関する調査研究その他の男女共同参画社会の形成の促進に
関する施策の策定に必要な調査研究を推進するように努めるものとす
る。 

（国際的協調のための措置） 
第十九条　国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調の下に促進するた

め、外国政府又は国際機関との情報の交換その他男女共同参画社会の形
成に関する国際的な相互協力の円滑な推進を図るために必要な措置を講
ずるように努めるものとする。 

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援） 
第二十条　国は、地方公共団体が実施する男女共同参画社会の形成の促進

に関する施策及び民間の団体が男女共同参画社会の形成の促進に関して
行う活動を支援するため、情報の提供その他の必要な措置を講ずるよう
に努めるものとする。 

第三章　男女共同参画会議 
（設置） 
第二十一条　内閣府に、男女共同参画会議（以下「会議」という。）を置

く。 
（所掌事務） 
第二十二条　会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 
一　男女共同参画基本計画に関し、第十三条第三項に規定する事項を処理

すること。 
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二　前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係各大臣の諮問に応
じ、男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な方針、基本的な政
策及び重要事項を調査審議すること。 

三　前二号に規定する事項に関し、調査審議し、必要があると認めるとき
は、内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べること。 

四　政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状
況を監視し、及び政府の施策が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響を
調査し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣及び関係各大臣に対
し、意見を述べること。 

（組織） 
第二十三条　会議は、議長及び議員二十四人以内をもって組織する。 

（議長） 
第二十四条　議長は、内閣官房長官をもって充てる。 
２ 　議長は、会務を総理する。 

（議員） 
第二十五条　議員は、次に掲げる者をもって充てる。 
一　内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者 
二 　男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有する者のうちから、

内閣総理大臣が任命する者 
２　前項第二号の議員の数は、同項に規定する議員の総数の十分の五未満

であってはならない。 
３　第一項第二号の議員のうち、男女のいずれか一方の議員の数は、同号

に規定する議員の総数の十分の四未満であってはならない。 
４　第一項第二号の議員は、非常勤とする。 

（議員の任期） 
第二十六条　前条第一項第二号の議員の任期は、二年とする。ただし、補

欠の議員の任期は、前任者の残任期間とする。 
２　前条第一項第二号の議員は、再任されることができる。 

（資料提出の要求等） 
第二十七条　会議は、その所掌事務を遂行するために必要があると認める

ときは、関係行政機関の長に対し、監視又は調査に必要な資料その他の
資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求めることができ
る。 

２　会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるとき
は、前項に規定する者以外の者に対しても、必要な協力を依頼すること
ができる。 

（政令への委任） 
第二十八条　この章に定めるもののほか、会議の組織及び議員その他の職

員その他会議に関し必要な事項は、政令で定める。 

附　則　抄 
（施行期日）
第一条　この法律は、公布の日から施行する。 

（男女共同参画審議会設置法の廃止）
第二条　男女共同参画審議会設置法（平成九年法律第七号）は、廃止す

る。 
（経過措置）
第三条　前条の規定による廃止前の男女共同参画審議会設置法（以下「旧

審議会設置法」という。）第一条の規定により置かれた男女共同参画審
議会は、第二十一条第一項の規定により置かれた審議会となり、同一性
をもって存続するものとする。 

２　この法律の施行の際現に旧審議会設置法第四条第一項の規定により任
命された男女共同参画審議会の委員である者は、この法律の施行の日
に、第二十三条第一項の規定により、審議会の委員として任命されたも
のとみなす。この場合において、その任命されたものとみなされる者の
任期は、同条第二項の規定にかかわらず、同日における旧審議会設置法
第四条第二項の規定により任命された男女共同参画審議会の委員として
の任期の残任期間と同一の期間とする。 

３　この法律の施行の際現に旧審議会設置法第五条第一項の規定により定
められた男女共同参画審議会の会長である者又は同条第三項の規定によ
り指名された委員である者は、それぞれ、この法律の施行の日に、第
二十四条第一項の規定により審議会の会長として定められ、又は同条第
三項の規定により審議会の会長の職務を代理する委員として指名された
ものとみなす。 

附　則　（平成十一年七月十六日法律第百二号）抄 
（施行期日）
第一条　この法律は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第

八十八号）の施行の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定
は、当該各号に定める日から施行する。 

二　附則第十条第一項及び第五項、第十四条第三項、第二十三条、第
二十八条並びに第三十条の規定　公布の日 

（職員の身分引継ぎ）
第三条　この法律の施行の際現に従前の総理府、法務省、外務省、大蔵

省、文部省、厚生省、農林水産省、通商産業省、運輸省、郵政省、労働
省、建設省又は自治省（以下この条において「従前の府省」という。）
の職員（国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）第八条の審議
会等の会長又は委員長及び委員、中央防災会議の委員、日本工業標準調
査会の会長及び委員並びに　これらに類する者として政令で定めるもの
を除く。）である者は、別に辞令を発せられない限り、同一の勤務条件
をもって、この法律の施行後の内閣府、総務省、法務省、外務省、財務
省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省若
しくは環境省（以下この条において「新府省」という。）又はこれに置
かれる部局若しくは機関のうち、この法律の施行の際現に当該職員が属
する従前の府省又はこれに置かれる部局若しくは機関の相当の新府省又
はこれに置かれる部局若しくは機関として政令で定めるものの相当の職
員となるものとする。 

（別に定める経過措置）
第三十条　第二条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に

伴い必要となる経過措置は、別に法律で定める。 

附　則　（平成十一年十二月二十二日法律第百六十号）抄 

（施行期日）
第一条　この法律（第二条及び第三条を除く。）は、平成十三年一月六日

から施行する。

２　配偶者からの暴力の防止及び被害者の
　　保護に関する法律（DV防止法）

（平成十三年四月十三日法律第三十一号）
最終改正：平成一九年七月一一日法律第一一三号

目次
　第一章　総則（第一条・第二条） 
　第一章の二　基本方針及び都道府県基本計画等（第二条の二・第二条の

三） 
　第二章　配偶者暴力相談支援センター等（第三条―第五条） 
　第三章　被害者の保護（第六条―第九条の二） 
　第四章　保護命令（第十条―第二十二条） 
　第五章　雑則（第二十三条―第二十八条） 
　第六章　罰則（第二十九条・第三十条） 

　我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわ
れ、人権の擁護と男女平等の実現に向けた取組が行われている。

　ところが、配偶者からの暴力は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵
害であるにもかかわらず、被害者の救済が必ずしも十分に行われてこな
かった。また、配偶者からの暴力の被害者は、多くの場合女性であり、
経済的自立が困難である女性に対して配偶者が暴力を加えることは、個
人の尊厳を害し、男女平等の実現の妨げとなっている。

　このような状況を改善し、人権の擁護と男女平等の実現を図るために
は、配偶者からの暴力を防止し、被害者を保護するための施策を講ずる
ことが必要である。このことは、女性に対する暴力を根絶しようと努め
ている国際社会における取組にも沿うものである。

　ここに、配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立支援等の体制
を整備することにより、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図
るため、この法律を制定する。

第一章　総則 
（定義）　 
第一条　この法律において「配偶者からの暴力」とは、配偶者からの身体

に対する暴力（身体に対する不法な攻撃であって生命又は身体に危害を
及ぼすものをいう。以下同じ。）又はこれに準ずる心身に有害な影響を
及ぼす言動（以下この項において「身体に対する暴力等」と総称する。）
をいい、配偶者からの身体に対する暴力等を受けた後に、その者が離婚
をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であっ
た者から引き続き受ける身体に対する暴力等を含むものとする。 

２　この法律において「被害者」とは、配偶者からの暴力を受けた者をい
う。 

３　この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届出をしていないが事実上婚
姻関係と同様の事情にある者を含み、「離婚」には、婚姻の届出をして
いないが事実上婚姻関係と同様の事情にあった者が、事実上離婚したと
同様の事情に入ることを含むものとする。 

（国及び地方公共団体の責務） 
第二条　国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力を防止するとともに、

被害者の自立を支援することを含め、その適切な保護を図る責務を有す
る。 

第一章の二　基本方針及び都道府県基本計画等 
（基本方針） 
第二条の二　内閣総理大臣、国家公安委員会、法務大臣及び厚生労働大臣
（以下この条及び次条第五項において「主務大臣」という。）は、配偶者
からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策に関する基本的な方針

（以下この条並びに次条第一項及び第三項において「基本方針」という。）
を定めなければならない。 

２　基本方針においては、次に掲げる事項につき、次条第一項の都道府県
基本計画及び同条第三項の市町村基本計画の指針となるべきものを定め
るものとする。 

一　配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な事項 
二　配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の内容に関す

る事項 
三　その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施

に関する重要事項 
３　主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更しようとするときは、

あらかじめ、関係行政機関の長に協議しなければならない。 
４　主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞な

く、これを公表しなければならない。 
（都道府県基本計画等） 
第二条の三　都道府県は、基本方針に即して、当該都道府県における配偶

者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する基本
的な計画（以下この条において「都道府県基本計画」という。）を定め
なければならない。 

２　都道府県基本計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 
一　配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な方針 
二　配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施内容に

関する事項 
三　その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施

に関する重要事項 
３　市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基本方針に即し、かつ、都

道府県基本計画を勘案して、当該市町村における配偶者からの暴力の防
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止及び被害者の保護のための施策の実施に関する基本的な計画（以下こ
の条において「市町村基本計画」という。）を定めるよう努めなければ
ならない。 

４　都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は市町村基本計画を定
め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

５　主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道府県基本計画又は市町
村基本計画の作成のために必要な助言その他の援助を行うよう努めなけ
ればならない。 

第二章　配偶者暴力相談支援センター等 
（配偶者暴力相談支援センター） 
第三条　都道府県は、当該都道府県が設置する婦人相談所その他の適切な

施設において、当該各施設が配偶者暴力相談支援センターとしての機能
を果たすようにするものとする。 

２　市町村は、当該市町村が設置する適切な施設において、当該各施設が
配偶者暴力相談支援センターとしての機能を果たすようにするよう努め
るものとする。 

３　配偶者暴力相談支援センターは、配偶者からの暴力の防止及び被害者
の保護のため、次に掲げる業務を行うものとする。 

一　被害者に関する各般の問題について、相談に応ずること又は婦人相談
員若しくは相談を行う機関を紹介すること。 

二　被害者の心身の健康を回復させるため、医学的又は心理学的な指導そ
の他の必要な指導を行うこと。 

三　被害者（被害者がその家族を同伴する場合にあっては、被害者及びそ
の同伴する家族。次号、第六号、第五条及び第八条の三において同じ。）
の緊急時における安全の確保及び一時保護を行うこと。 

四　被害者が自立して生活することを促進するため、就業の促進、住宅の
確保、援護等に関する制度の利用等について、情報の提供、助言、関係
機関との連絡調整その他の援助を行うこと。 

五　第四章に定める保護命令の制度の利用について、情報の提供、助言、
関係機関への連絡その他の援助を行うこと。 

六　被害者を居住させ保護する施設の利用について、情報の提供、助言、
関係機関との連絡調整その他の援助を行うこと。 

４　前項第三号の一時保護は、婦人相談所が、自ら行い、又は厚生労働大
臣が定める基準を満たす者に委託して行うものとする。 

５　配偶者暴力相談支援センターは、その業務を行うに当たっては、必要
に応じ、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るための活動を
行う民間の団体との連携に努めるものとする。 

（婦人相談員による相談等） 
第四条　婦人相談員は、被害者の相談に応じ、必要な指導を行うことがで

きる。 
（婦人保護施設における保護） 
第五条　都道府県は、婦人保護施設において被害者の保護を行うことがで

きる。 

第三章　被害者の保護 
（配偶者からの暴力の発見者による通報等） 
第六条　配偶者からの暴力（配偶者又は配偶者であった者からの身体に対

する暴力に限る。以下この章において同じ。）を受けている者を発見し
た者は、その旨を配偶者暴力相談支援センター又は警察官に通報するよ
う努めなければならない。 

２　医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、配偶者からの
暴力によって負傷し又は疾病にかかったと認められる者を発見したとき
は、その旨を配偶者暴力相談支援センター又は警察官に通報することが
できる。この場合において、その者の意思を尊重するよう努めるものと
する。 

３　刑法 （明治四十年法律第四十五号）の秘密漏示罪の規定その他の守秘
義務に関する法律の規定は、前二項の規定により通報することを妨げる
ものと解釈してはならない。 

４　医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、配偶者からの
暴力によって負傷し又は疾病にかかったと認められる者を発見したとき
は、その者に対し、配偶者暴力相談支援センター等の利用について、そ
の有する情報を提供するよう努めなければならない。 

（配偶者暴力相談支援センターによる保護についての説明等） 
第七条　配偶者暴力相談支援センターは、被害者に関する通報又は相談を

受けた場合には、必要に応じ、被害者に対し、第三条第三項の規定によ
り配偶者暴力相談支援センターが行う業務の内容について説明及び助言
を行うとともに、必要な保護を受けることを勧奨するものとする。　 

（警察官による被害の防止） 
第八条　警察官は、通報等により配偶者からの暴力が行われていると認め

るときは、警察法 （昭和二十九年法律第百六十二号）、警察官職務執行
法 （昭和二十三年法律第百三十六号）その他の法令の定めるところによ
り、暴力の制止、被害者の保護その他の配偶者からの暴力による被害の
発生を防止するために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

（警察本部長等の援助） 
第八条の二　警視総監若しくは道府県警察本部長（道警察本部の所在地を

包括する方面を除く方面については、方面本部長。第十五条第三項にお
いて同じ。）又は警察署長は、配偶者からの暴力を受けている者から、
配偶者からの暴力による被害を自ら防止するための援助を受けたい旨の
申出があり、その申出を相当と認めるときは、当該配偶者からの暴力を
受けている者に対し、国家公安委員会規則で定めるところにより、当該
被害を自ら防止するための措置の教示その他配偶者からの暴力による被
害の発生を防止するために必要な援助を行うものとする。 

（福祉事務所による自立支援） 
第八条の三　社会福祉法 （昭和二十六年法律第四十五号）に定める福祉に

関する事務所（次条において「福祉事務所」という。）は、生活保護法
（昭和二十五年法律第百四十四号）、児童福祉法 （昭和二十二年法律第
百六十四号）、母子及び寡婦福祉法 （昭和三十九年法律第百二十九号）
その他の法令の定めるところにより、被害者の自立を支援するために必
要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

（被害者の保護のための関係機関の連携協力） 
第九条　配偶者暴力相談支援センター、都道府県警察、福祉事務所等都道

府県又は市町村の関係機関その他の関係機関は、被害者の保護を行うに
当たっては、その適切な保護が行われるよう、相互に連携を図りながら
協力するよう努めるものとする。 

（苦情の適切かつ迅速な処理） 
第九条の二　前条の関係機関は、被害者の保護に係る職員の職務の執行に

関して被害者から苦情の申出を受けたときは、適切かつ迅速にこれを処
理するよう努めるものとする。 

第四章　保護命令 
（保護命令） 
第十条　被害者（配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫
（被害者の生命又は身体に対し害を加える旨を告知してする脅迫をいう。
以下この章において同じ。）を受けた者に限る。以下この章において同
じ。）が、配偶者からの身体に対する暴力を受けた者である場合にあっ
ては配偶者からの更なる身体に対する暴力（配偶者からの身体に対する
暴力を受けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場
合にあっては、当該配偶者であった者から引き続き受ける身体に対する
暴力。第十二条第一項第二号において同じ。）により、配偶者からの生
命等に対する脅迫を受けた者である場合にあっては配偶者から受ける身
体に対する暴力（配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた後に、被害
者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶
者であった者から引き続き受ける身体に対する暴力。同号において同
じ。）により、その生命又は身体に重大な危害を受けるおそれが大きい
ときは、裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が
加えられることを防止するため、当該配偶者（配偶者からの身体に対す
る暴力又は生命等に対する脅迫を受けた後に、被害者が離婚をし、又は
その婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者。以下
この条、同項第三号及び第四号並びに第十八条第一項において同じ。）
に対し、次の各号に掲げる事項を命ずるものとする。ただし、第二号に
掲げる事項については、申立ての時において被害者及び当該配偶者が生
活の本拠を共にする場合に限る。 

一　命令の効力が生じた日から起算して六月間、被害者の住居（当該配偶
者と共に生活の本拠としている住居を除く。以下この号において同じ。）
その他の場所において被害者の身辺につきまとい、又は被害者の住居、
勤務先その他その通常所在する場所の付近をはいかいしてはならないこ
と。 

二　命令の効力が生じた日から起算して二月間、被害者と共に生活の本拠
としている住居から退去すること及び当該住居の付近をはいかいしては
ならないこと。 

２　前項本文に規定する場合において、同項第一号の規定による命令を発
する裁判所又は発した裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は
身体に危害が加えられることを防止するため、当該配偶者に対し、命令
の効力が生じた日以後、同号の規定による命令の効力が生じた日から起
算して六月を経過する日までの間、被害者に対して次の各号に掲げるい
ずれの行為もしてはならないことを命ずるものとする。 

一　面会を要求すること。 
二　その行動を監視していると思わせるような事項を告げ、又はその知り

得る状態に置くこと。 
三　著しく粗野又は乱暴な言動をすること。 
四　電話をかけて何も告げず、又は緊急やむを得ない場合を除き、連続し

て、電話をかけ、ファクシミリ装置を用いて送信し、若しくは電子メー
ルを送信すること。 

五　緊急やむを得ない場合を除き、午後十時から午前六時までの間に、電
話をかけ、ファクシミリ装置を用いて送信し、又は電子メールを送信す
ること。 

六　汚物、動物の死体その他の著しく不快又は嫌悪の情を催させるような
物を送付し、又はその知り得る状態に置くこと。 

七　その名誉を害する事項を告げ、又はその知り得る状態に置くこと。 
八　その性的羞恥心を害する事項を告げ、若しくはその知り得る状態に置

き、又はその性的羞恥心を害する文書、図画その他の物を送付し、若し
くはその知り得る状態に置くこと。 

３　第一項本文に規定する場合において、被害者がその成年に達しない子
（以下この項及び次項並びに第十二条第一項第三号において単に「子」
という。）と同居しているときであって、配偶者が幼年の子を連れ戻す
と疑うに足りる言動を行っていることその他の事情があることから被害
者がその同居している子に関して配偶者と面会することを余儀なくされ
ることを防止するため必要があると認めるときは、第一項第一号の規定
による命令を発する裁判所又は発した裁判所は、被害者の申立てによ
り、その生命又は身体に危害が加えられることを防止するため、当該配
偶者に対し、命令の効力が生じた日以後、同号の規定による命令の効力
が生じた日から起算して六月を経過する日までの間、当該子の住居（当
該配偶者と共に生活の本拠としている住居を除く。以下この項において
同じ。）、就学する学校その他の場所において当該子の身辺につきまと
い、又は当該子の住居、就学する学校その他その通常所在する場所の付
近をはいかいしてはならないことを命ずるものとする。ただし、当該子
が十五歳以上であるときは、その同意がある場合に限る。 

４　第一項本文に規定する場合において、配偶者が被害者の親族その他被
害者と社会生活において密接な関係を有する者（被害者と同居している
子及び配偶者と同居している者を除く。以下この項及び次項並びに第
十二条第一項第四号において「親族等」という。）の住居に押し掛けて
著しく粗野又は乱暴な言動を行っていることその他の事情があることか
ら被害者がその親族等に関して配偶者と面会することを余儀なくされる
ことを防止するため必要があると認めるときは、第一項第一号の規定に
よる命令を発する裁判所又は発した裁判所は、被害者の申立てにより、
その生命又は身体に危害が加えられることを防止するため、当該配偶者
に対し、命令の効力が生じた日以後、同号の規定による命令の効力が生
じた日から起算して六月を経過する日までの間、当該親族等の住居（当
該配偶者と共に生活の本拠としている住居を除く。以下この項において
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同じ。）その他の場所において当該親族等の身辺につきまとい、又は当
該親族等の住居、勤務先その他その通常所在する場所の付近をはいかい
してはならないことを命ずるものとする。 

５　前項の申立ては、当該親族等（被害者の十五歳未満の子を除く。以下
この項において同じ。）の同意（当該親族等が十五歳未満の者又は成年
被後見人である場合にあっては、その法定代理人の同意）がある場合に
限り、することができる。 

（管轄裁判所）
第十一条　前条第一項の規定による命令の申立てに係る事件は、相手方の

住所（日本国内に住所がないとき又は住所が知れないときは居所）の所
在地を管轄する地方裁判所の管轄に属する。 

２　前条第一項の規定による命令の申立ては、次の各号に掲げる地を管轄
する地方裁判所にもすることができる。 

一　申立人の住所又は居所の所在地 
二　当該申立てに係る配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する

脅迫が行われた地 
（保護命令の申立て） 
第十二条　第十条第一項から第四項までの規定による命令（以下「保護命

令」という。）の申立ては、次に掲げる事項を記載した書面でしなけれ
ばならない。 

一　配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受けた状況 
二　配偶者からの更なる身体に対する暴力又は配偶者からの生命等に対す

る脅迫を受けた後の配偶者から受ける身体に対する暴力により、生命又
は身体に重大な危害を受けるおそれが大きいと認めるに足りる申立ての
時における事情 

三　第十条第三項の規定による命令の申立てをする場合にあっては、被害
者が当該同居している子に関して配偶者と面会することを余儀なくされ
ることを防止するため当該命令を発する必要があると認めるに足りる申
立ての時における事情 

四　第十条第四項の規定による命令の申立てをする場合にあっては、被害
者が当該親族等に関して配偶者と面会することを余儀なくされることを
防止するため当該命令を発する必要があると認めるに足りる申立ての時
における事情 

五　配偶者暴力相談支援センターの職員又は警察職員に対し、前各号に掲
げる事項について相談し、又は援助若しくは保護を求めた事実の有無及
びその事実があるときは、次に掲げる事項

イ　当該配偶者暴力相談支援センター又は当該警察職員の所属官署の名　
　　

　称
ロ　相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時及び場所
ハ　相談又は求めた援助若しくは保護の内容
ニ　相談又は申立人の求めに対して執られた措置の内容
２　前項の書面（以下「申立書」という。）に同項第五号イからニまでに

掲げる事項の記載がない場合には、申立書には、同項第一号から第四号
までに掲げる事項についての申立人の供述を記載した書面で公証人法 

（明治四十一年法律第五十三号）第五十八条ノ二第一項 の認証を受けた
ものを添付しなければならない。 

（迅速な裁判） 
第十三条　裁判所は、保護命令の申立てに係る事件については、速やかに

裁判をするものとする。 
（保護命令事件の審理の方法） 
第十四条　保護命令は、口頭弁論又は相手方が立ち会うことができる審尋

の期日を経なければ、これを発することができない。ただし、その期日
を経ることにより保護命令の申立ての目的を達することができない事情
があるときは、この限りでない。 

２　申立書に第十二条第一項第五号イからニまでに掲げる事項の記載があ
る場合には、裁判所は、当該配偶者暴力相談支援センター又は当該所属
官署の長に対し、申立人が相談し又は援助若しくは保護を求めた際の状
況及びこれに対して執られた措置の内容を記載した書面の提出を求める
ものとする。この場合において、当該配偶者暴力相談支援センター又は
当該所属官署の長は、これに速やかに応ずるものとする。 

３　裁判所は、必要があると認める場合には、前項の配偶者暴力相談支援
センター若しくは所属官署の長又は申立人から相談を受け、若しくは援
助若しくは保護を求められた職員に対し、同項の規定により書面の提出
を求めた事項に関して更に説明を求めることができる。 

（保護命令の申立てについての決定等） 
第十五条　保護命令の申立てについての決定には、理由を付さなければな

らない。ただし、口頭弁論を経ないで決定をする場合には、理由の要旨
を示せば足りる。 

２　保護命令は、相手方に対する決定書の送達又は相手方が出頭した口頭
弁論若しくは審尋の期日における言渡しによって、その効力を生ずる。 

３　保護命令を発したときは、裁判所書記官は、速やかにその旨及びその
内容を申立人の住所又は居所を管轄する警視総監又は道府県警察本部長
に通知するものとする。 

４　保護命令を発した場合において、申立人が配偶者暴力相談支援セン
ターの職員に対し相談し、又は援助若しくは保護を求めた事実があり、
かつ、申立書に当該事実に係る第十二条第一項第五号イからニまでに掲
げる事項の記載があるときは、裁判所書記官は、速やかに、保護命令を
発した旨及びその内容を、当該申立書に名称が記載された配偶者暴力相
談支援センター（当該申立書に名称が記載された配偶者暴力相談支援セ
ンターが二以上ある場合にあっては、申立人がその職員に対し相談し、
又は援助若しくは保護を求めた日時が最も遅い配偶者暴力相談支援セン
ター）の長に通知するものとする。 

５　保護命令は、執行力を有しない。 
（即時抗告） 
第十六条 　保護命令の申立てについての裁判に対しては、即時抗告をす

ることができる。 
２　前項の即時抗告は、保護命令の効力に影響を及ぼさない。 
３　即時抗告があった場合において、保護命令の取消しの原因となること

が明らかな事情があることにつき疎明があったときに限り、抗告裁判所

は、申立てにより、即時抗告についての裁判が効力を生ずるまでの間、
保護命令の効力の停止を命ずることができる。事件の記録が原裁判所に
存する間は、原裁判所も、この処分を命ずることができる。 

４　前項の規定により第十条第一項第一号の規定による命令の効力の停止
を命ずる場合において、同条第二項から第四項までの規定による命令が
発せられているときは、裁判所は、当該命令の効力の停止をも命じなけ
ればならない。 

５　前二項の規定による裁判に対しては、不服を申し立てることができな
い。 

６　抗告裁判所が第十条第一項第一号の規定による命令を取り消す場合に
おいて、同条第二項から第四項までの規定による命令が発せられている
ときは、抗告裁判所は、当該命令をも取り消さなければならない。 

７　前条第四項の規定による通知がされている保護命令について、第三項
若しくは第四項の規定によりその効力の停止を命じたとき又は抗告裁判
所がこれを取り消したときは、裁判所書記官は、速やかに、その旨及び
その内容を当該通知をした配偶者暴力相談支援センターの長に通知する
ものとする。 

８　前条第三項の規定は、第三項及び第四項の場合並びに抗告裁判所が保
護命令を取り消した場合について準用する。 

（保護命令の取消し） 
第十七条　保護命令を発した裁判所は、当該保護命令の申立てをした者の

申立てがあった場合には、当該保護命令を取り消さなければならない。
第十条第一項第一号又は第二項から第四項までの規定による命令にあっ
ては同号の規定による命令が効力を生じた日から起算して三月を経過し
た後において、同条第一項第二号の規定による命令にあっては当該命令
が効力を生じた日から起算して二週間を経過した後において、これらの
命令を受けた者が申し立て、当該裁判所がこれらの命令の申立てをした
者に異議がないことを確認したときも、同様とする。 

２　前条第六項の規定は、第十条第一項第一号の規定による命令を発した
裁判所が前項の規定により当該命令を取り消す場合について準用する。 

３　第十五条第三項及び前条第七項の規定は、前二項の場合について準用
する。 

（第十条第一項第二号の規定による命令の再度の申立て） 
第十八条　第十条第一項第二号の規定による命令が発せられた後に当該発

せられた命令の申立ての理由となった身体に対する暴力又は生命等に対
する脅迫と同一の事実を理由とする同号の規定による命令の再度の申立
てがあったときは、裁判所は、配偶者と共に生活の本拠としている住居
から転居しようとする被害者がその責めに帰することのできない事由に
より当該発せられた命令の効力が生ずる日から起算して二月を経過する
日までに当該住居からの転居を完了することができないことその他の同
号の規定による命令を再度発する必要があると認めるべき事情があると
きに限り、当該命令を発するものとする。ただし、当該命令を発するこ
とにより当該配偶者の生活に特に著しい支障を生ずると認めるときは、
当該命令を発しないことができる。 

２　前項の申立てをする場合における第十二条の規定の適用については、
同条第一項各号列記以外の部分中「次に掲げる事項」とあるのは「第一
号、第二号及び第五号に掲げる事項並びに第十八条第一項本文の事情」
と、同項第五号中「前各号に掲げる事項」とあるのは「第一号及び第二
号に掲げる事項並びに第十八条第一項本文の事情」と、同条第二項中

「同項第一号から第四号までに掲げる事項」とあるのは「同項第一号及
び第二号に掲げる事項並びに第十八条第一項本文の事情」とする。 

（事件の記録の閲覧等） 
第十九条　保護命令に関する手続について、当事者は、裁判所書記官に対

し、事件の記録の閲覧若しくは謄写、その正本、謄本若しくは抄本の交
付又は事件に関する事項の証明書の交付を請求することができる。ただ
し、相手方にあっては、保護命令の申立てに関し口頭弁論若しくは相手
方を呼び出す審尋の期日の指定があり、又は相手方に対する保護命令の
送達があるまでの間は、この限りでない。 

（法務事務官による宣誓認証） 
第二十条　法務局若しくは地方法務局又はその支局の管轄区域内に公証人

がいない場合又は公証人がその職務を行うことができない場合には、法
務大臣は、当該法務局若しくは地方法務局又はその支局に勤務する法務
事務官に第十二条第二項（第十八条第二項の規定により読み替えて適用
する場合を含む。）の認証を行わせることができる。 

（民事訴訟法 の準用） 
第二十一条　この法律に特別の定めがある場合を除き、保護命令に関する

手続に関しては、その性質に反しない限り、民事訴訟法 （平成八年法律
第百九号）の規定を準用する。 

（最高裁判所規則） 
第二十二条　この法律に定めるもののほか、保護命令に関する手続に関し

必要な事項は、最高裁判所規則で定める。 

第五章　雑則 
（職務関係者による配慮等） 
第二十三条　配偶者からの暴力に係る被害者の保護、捜査、裁判等に職務

上関係のある者（次項において「職務関係者」という。）は、その職務
を行うに当たり、被害者の心身の状況、その置かれている環境等を踏ま
え、被害者の国籍、障害の有無等を問わずその人権を尊重するととも
に、その安全の確保及び秘密の保持に十分な配慮をしなければならな
い。 

２　国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、被害者の人権、配偶者か
らの暴力の特性等に関する理解を深めるために必要な研修及び啓発を行
うものとする。 

（教育及び啓発） 
第二十四条　国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止に関する国

民の理解を深めるための教育及び啓発に努めるものとする。 
（調査研究の推進等） 
第二十五条　国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被害者

の保護に資するため、加害者の更生のための指導の方法、被害者の心身
の健康を回復させるための方法等に関する調査研究の推進並びに被害者
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の保護に係る人材の養成及び資質の向上に努めるものとする。 
（民間の団体に対する援助） 
第二十六条　国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被害者

の保護を図るための活動を行う民間の団体に対し、必要な援助を行うよ
う努めるものとする。 

（都道府県及び市の支弁） 
第二十七条　都道府県は、次の各号に掲げる費用を支弁しなければならな

い。 
一　第三条第三項の規定に基づき同項に掲げる業務を行う婦人相談所の運

営に要する費用（次号に掲げる費用を除く。） 
二　第三条第三項第三号の規定に基づき婦人相談所が行う一時保護（同条

第四項に規定する厚生労働大臣が定める基準を満たす者に委託して行う
場合を含む。）に要する費用 

三　第四条の規定に基づき都道府県知事の委嘱する婦人相談員が行う業務
に要する費用 

四　第五条の規定に基づき都道府県が行う保護（市町村、社会福祉法人そ
の他適当と認める者に委託して行う場合を含む。）及びこれに伴い必要
な事務に要する費用 

２　市は、第四条の規定に基づきその長の委嘱する婦人相談員が行う業務
に要する費用を支弁しなければならない。 

（国の負担及び補助） 
第二十八条　国は、政令の定めるところにより、都道府県が前条第一項の

規定により支弁した費用のうち、同項第一号及び第二号に掲げるものに
ついては、その十分の五を負担するものとする。 

２　国は、予算の範囲内において、次の各号に掲げる費用の十分の五以内
を補助することができる。 

一　都道府県が前条第一項の規定により支弁した費用のうち、同項第三号
及び第四号に掲げるもの 

二　市が前条第二項の規定により支弁した費用 

第六章　罰則 
二十九条　保護命令に違反した者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰

金に処する。 
第三十条 　第十二条第一項（第十八条第二項の規定により読み替えて適

用する場合を含む。）の規定により記載すべき事項について虚偽の記載
のある申立書により保護命令の申立てをした者は、十万円以下の過料に
処する。 

附　則　抄 
（施行期日）
第一条　この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行す

る。ただし、第二章、第六条（配偶者暴力相談支援センターに係る部分
に限る。）、第七条、第九条（配偶者暴力相談支援センターに係る部分に
限る。）、第二十七条及び第二十八条の規定は、平成十四年四月一日から
施行する。 

（経過措置）
第二条　平成十四年三月三十一日までに婦人相談所に対し被害者が配偶者

からの身体に対する暴力に関して相談し、又は援助若しくは保護を求め
た場合における当該被害者からの保護命令の申立てに係る事件に関する
第十二条第一項第四号並びに第十四条第二項及び第三項の規定の適用に
ついては、これらの規定中「配偶者暴力相談支援センター」とあるの
は、「婦人相談所」とする。 

（検討）　
第三条　この法律の規定については、この法律の施行後三年を目途とし

て、この法律の施行状況等を勘案し、検討が加えられ、その結果に基づ
いて必要な措置が講ぜられるものとする。 

附　則（平成一六年六月二日法律第六四号） 
（施行期日）
第一条　この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行す

る。 
（経過措置）
第二条　この法律の施行前にしたこの法律による改正前の配偶者からの暴

力の防止及び被害者の保護に関する法律（次項において「旧法」とい
う。）第十条の規定による命令の申立てに係る同条の規定による命令に
関する事件については、なお従前の例による。 

２　旧法第十条第二号の規定による命令が発せられた後に当該命令の申立
ての理由となった身体に対する不法な攻撃であって生命又は身体に危害
を及ぼすものと同一の事実を理由とするこの法律による改正後の配偶者
からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（以下「新法」とい
う。）第十条第一項第二号の規定による命令の申立て（この法律の施行
後最初にされるものに限る。）があった場合における新法第十八条第一
項の規定の適用については、同項中「二月」とあるのは、「二週間」と
する。 

（検討）
第三条　新法の規定については、この法律の施行後三年を目途として、新

法の施行状況等を勘案し、検討が加えられ、その結果に基づいて必要な
措置が講ぜられるものとする。 

附　則（平成一九年七月一一日法律第一一三号）　抄 
（施行期日）
第一条　この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行す

る。 
（経過措置）
第二条　この法律の施行前にしたこの法律による改正前の配偶者からの暴

力の防止及び被害者の保護に関する法律第十条の規定による命令の申立
てに係る同条の規定による命令に関する事件については、なお従前の例
による。 

３　雇用の分野における男女の均等な機会及び待
　遇の確保等に関する法律（男女雇用機会均等法）

（昭和四十七年七月一日法律第百十三号）
最終改正：平成二四年六月二七日法律第四二号

目次
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　　第二節　調停（第十八条―第二十七条） 
　第四章　雑則（第二十八条―第三十二条） 
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　附則 

第一章　総則 
（目的） 
第一条　この法律は、法の下の平等を保障する日本国憲法 の理念にのつ

とり雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保を図るととも
に、女性労働者の就業に関して妊娠中及び出産後の健康の確保を図る等
の措置を推進することを目的とする。 

（基本的理念） 
第二条　この法律においては、労働者が性別により差別されることなく、

また、女性労働者にあっては母性を尊重されつつ、充実した職業生活を
営むことができるようにすることをその基本的理念とする。 

２　事業主並びに国及び地方公共団体は、前項に規定する基本的理念に
従って、労働者の職業生活の充実が図られるように努めなければならな
い。 

（啓発活動） 
第三条　国及び地方公共団体は、雇用の分野における男女の均等な機会及

び待遇の確保等について国民の関心と理解を深めるとともに、特に、雇
用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保を妨げている諸要因
の解消を図るため、必要な啓発活動を行うものとする。 

（男女雇用機会均等対策基本方針） 
第四条　厚生労働大臣は、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇

の確保等に関する施策の基本となるべき方針（以下「男女雇用機会均等
対策基本方針」という。）を定めるものとする。 

２　男女雇用機会均等対策基本方針に定める事項は、次のとおりとする。 
一　男性労働者及び女性労働者のそれぞれの職業生活の動向に関する事項 
二　雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等について講じ

ようとする施策の基本となるべき事項 
３　男女雇用機会均等対策基本方針は、男性労働者及び女性労働者のそれ

ぞれの労働条件、意識及び就業の実態等を考慮して定められなければな
らない。 

４　厚生労働大臣は、男女雇用機会均等対策基本方針を定めるに当たって
は、あらかじめ、労働政策審議会の意見を聴くほか、都道府県知事の意
見を求めるものとする。 

５　厚生労働大臣は、男女雇用機会均等対策基本方針を定めたときは、遅
滞なく、その概要を公表するものとする。 

６　前二項の規定は、男女雇用機会均等対策基本方針の変更について準用
する。 

　
第二章　雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等 
第一節　性別を理由とする差別の禁止等 

（性別を理由とする差別の禁止） 
第五条　事業主は、労働者の募集及び採用について、その性別にかかわり

なく均等な機会を与えなければならない。 
第六条　事業主は、次に掲げる事項について、労働者の性別を理由とし

て、差別的取扱いをしてはならない。 
一　労働者の配置（業務の配分及び権限の付与を含む。）、昇進、降格及び

教育訓練 
二　住宅資金の貸付けその他これに準ずる福利厚生の措置であって厚生労

働省令で定めるもの 
三　労働者の職種及び雇用形態の変更 
四　退職の勧奨、定年及び解雇並びに労働契約の更新 

（性別以外の事由を要件とする措置） 
第七条　事業主は、募集及び採用並びに前条各号に掲げる事項に関する措

置であって労働者の性別以外の事由を要件とするもののうち、措置の要
件を満たす男性及び女性の比率その他の事情を勘案して実質的に性別を
理由とする差別となるおそれがある措置として厚生労働省令で定めるも
のについては、当該措置の対象となる業務の性質に照らして当該措置の
実施が当該業務の遂行上特に必要である場合、事業の運営の状況に照ら
して当該措置の実施が雇用管理上特に必要である場合その他の合理的な
理由がある場合でなければ、これを講じてはならない。 

（女性労働者に係る措置に関する特例） 
第八条　前三条の規定は、事業主が、雇用の分野における男女の均等な機

会及び待遇の確保の支障となっている事情を改善することを目的として
女性労働者に関して行う措置を講ずることを妨げるものではない。 

（婚姻、妊娠、出産等を理由とする不利益取扱いの禁止等） 
第九条　事業主は、女性労働者が婚姻し、妊娠し、又は出産したことを退

職理由として予定する定めをしてはならない。 
２　事業主は、女性労働者が婚姻したことを理由として、解雇してはなら

ない。 
３　事業主は、その雇用する女性労働者が妊娠したこと、出産したこと、

労働基準法 （昭和二十二年法律第四十九号）第六十五条第一項 の規定
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による休業を請求し、又は同項 若しくは同条第二項 の規定による休業
をしたことその他の妊娠又は出産に関する事由であって厚生労働省令で
定めるものを理由として、当該女性労働者に対して解雇その他不利益な
取扱いをしてはならない。 

４　妊娠中の女性労働者及び出産後一年を経過しない女性労働者に対して
なされた解雇は、無効とする。ただし、事業主が当該解雇が前項に規定
する事由を理由とする解雇でないことを証明したときは、この限りでな
い。 

（指針） 
第十条　厚生労働大臣は、第五条から第七条まで及び前条第一項から第三

項までの規定に定める事項に関し、事業主が適切に対処するために必要
な指針（次項において「指針」という。）を定めるものとする。 

２　第四条第四項及び第五項の規定は指針の策定及び変更について準用す
る。この場合において、同条第四項中「聴くほか、都道府県知事の意見
を求める」とあるのは、「聴く」と読み替えるものとする。 

第二節　事業主の講ずべき措置 
（職場における性的な言動に起因する問題に関する雇用管理上の措置） 
第十一条　事業主は、職場において行われる性的な言動に対するその雇用

する労働者の対応により当該労働者がその労働条件につき不利益を受
け、又は当該性的な言動により当該労働者の就業環境が害されることの
ないよう、当該労働者からの相談に応じ、適切に対応するために必要な
体制の整備その他の雇用管理上必要な措置を講じなければならない。 

２　厚生労働大臣は、前項の規定に基づき事業主が講ずべき措置に関し
て、その適切かつ有効な実施を図るために必要な指針（次項において

「指針」という。）を定めるものとする。 
３　第四条第四項及び第五項の規定は、指針の策定及び変更について準用

する。この場合において、同条第四項中「聴くほか、都道府県知事の意
見を求める」とあるのは、「聴く」と読み替えるものとする。 

（妊娠中及び出産後の健康管理に関する措置） 
第十二条　事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、その雇用する

女性労働者が母子保健法 （昭和四十年法律第百四十一号）の規定による
保健指導又は健康診査を受けるために必要な時間を確保することができ
るようにしなければならない。 

第十三条　事業主は、その雇用する女性労働者が前条の保健指導又は健康
診査に基づく指導事項を守ることができるようにするため、勤務時間の
変更、勤務の軽減等必要な措置を講じなければならない。 

２　厚生労働大臣は、前項の規定に基づき事業主が講ずべき措置に関し
て、その適切かつ有効な実施を図るために必要な指針（次項において

「指針」という。）を定めるものとする。 
３　第四条第四項及び第五項の規定は、指針の策定及び変更について準用

する。この場合において、同条第四項中「聴くほか、都道府県知事の意
見を求める」とあるのは、「聴く」と読み替えるものとする。 

第三節　事業主に対する国の援助 
第十四条　国は、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇が確保さ

れることを促進するため、事業主が雇用の分野における男女の均等な機
会及び待遇の確保の支障となっている事情を改善することを目的とする
次に掲げる措置を講じ、又は講じようとする場合には、当該事業主に対
し、相談その他の援助を行うことができる。 

一　その雇用する労働者の配置その他雇用に関する状況の分析 
二　前号の分析に基づき雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の

確保の支障となっている事情を改善するに当たって必要となる措置に関
する計画の作成 

三　前号の計画で定める措置の実施 
四　前三号の措置を実施するために必要な体制の整備 
五　前各号の措置の実施状況の開示 

第三章　紛争の解決 
第一節　紛争の解決の援助 

（苦情の自主的解決） 
第十五条　事業主は、第六条、第七条、第九条、第十二条及び第十三条第

一項に定める事項（労働者の募集及び採用に係るものを除く。）に関し、
労働者から苦情の申出を受けたときは、苦情処理機関（事業主を代表す
る者及び当該事業場の労働者を代表する者を構成員とする当該事業場の
労働者の苦情を処理するための機関をいう。）に対し当該苦情の処理を
ゆだねる等その自主的な解決を図るように努めなければならない。 

（紛争の解決の促進に関する特例） 
第十六条　第五条から第七条まで、第九条、第十一条第一項、第十二条及

び第十三条第一項に定める事項についての労働者と事業主との間の紛争
については、個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律 （平成十三年
法律第百十二号）第四条 、第五条及び第十二条から第十九条までの規
定は適用せず、次条から第二十七条までに定めるところによる。 

（紛争の解決の援助） 
第十七条　都道府県労働局長は、前条に規定する紛争に関し、当該紛争の

当事者の双方又は一方からその解決につき援助を求められた場合には、
当該紛争の当事者に対し、必要な助言、指導又は勧告をすることができ
る。 

２　事業主は、労働者が前項の援助を求めたことを理由として、当該労働
者に対して解雇その他不利益な取扱いをしてはならない。 

第二節　調停 
（調停の委任） 
第十八条　都道府県労働局長は、第十六条に規定する紛争（労働者の募集

及び採用についての紛争を除く。）について、当該紛争の当事者（以下
「関係当事者」という。）の双方又は一方から調停の申請があつた場合に
おいて当該紛争の解決のために必要があると認めるときは、個別労働関
係紛争の解決の促進に関する法律第六条第一項 の紛争調整委員会（以
下「委員会」という。）に調停を行わせるものとする。 

２　前条第二項の規定は、労働者が前項の申請をした場合について準用す

る。 
（調停） 
第十九条　前条第一項の規定に基づく調停（以下この節において「調停」

という。）は、三人の調停委員が行う。 
２　調停委員は、委員会の委員のうちから、会長があらかじめ指名する。 
第二十条　委員会は、調停のため必要があると認めるときは、関係当事者

の出頭を求め、その意見を聴くことができる。 
２　委員会は、第十一条第一項に定める事項についての労働者と事業主と

の間の紛争に係る調停のために必要があると認め、かつ、関係当事者の
双方の同意があるときは、関係当事者のほか、当該事件に係る職場にお
いて性的な言動を行ったとされる者の出頭を求め、その意見を聴くこと
ができる。 

第二十一条　委員会は、関係当事者からの申立てに基づき必要があると認
めるときは、当該委員会が置かれる都道府県労働局の管轄区域内の主要
な労働者団体又は事業主団体が指名する関係労働者を代表する者又は関
係事業主を代表する者から当該事件につき意見を聴くものとする。 

第二十二条　委員会は、調停案を作成し、関係当事者に対しその受諾を勧
告することができる。 

第二十三条　委員会は、調停に係る紛争について調停による解決の見込み
がないと認めるときは、調停を打ち切ることができる。 

２　委員会は、前項の規定により調停を打ち切つたときは、その旨を関係
当事者に通知しなければならない。 

（時効の中断） 
第二十四条　前条第一項の規定により調停が打ち切られた場合において、

当該調停の申請をした者が同条第二項の通知を受けた日から三十日以内
に調停の目的となった請求について訴えを提起したときは、時効の中断
に関しては、調停の申請の時に、訴えの提起があつたものとみなす。 

（訴訟手続の中止） 
第二十五条　第十八条第一項に規定する紛争のうち民事上の紛争であるも

のについて関係当事者間に訴訟が係属する場合において、次の各号のい
ずれかに掲げる事由があり、かつ、関係当事者の共同の申立てがあると
きは、受訴裁判所は、四月以内の期間を定めて訴訟手続を中止する旨の
決定をすることができる。 

一　当該紛争について、関係当事者間において調停が実施されているこ
と。 

二　前号に規定する場合のほか、関係当事者間に調停によって当該紛争の
解決を図る旨の合意があること。 

２　受訴裁判所は、いつでも前項の決定を取り消すことができる。 
３　第一項の申立てを却下する決定及び前項の規定により第一項の決定を

取り消す決定に対しては、不服を申し立てることができない。 
（資料提供の要求等） 
第二十六条　委員会は、当該委員会に係属している事件の解決のために必

要があると認めるときは、関係行政庁に対し、資料の提供その他必要な
協力を求めることができる。 

（厚生労働省令への委任） 
第二十七条 　この節に定めるもののほか、調停の手続に関し必要な事項

は、厚生労働省令で定める。 

第四章　雑則 
（調査等） 
第二十八条　厚生労働大臣は、男性労働者及び女性労働者のそれぞれの職

業生活に関し必要な調査研究を実施するものとする。 
２　厚生労働大臣は、この法律の施行に関し、関係行政機関の長に対し、

資料の提供その他必要な協力を求めることができる。 
３　厚生労働大臣は、この法律の施行に関し、都道府県知事から必要な調

査報告を求めることができる。 
（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告） 
第二十九条　厚生労働大臣は、この法律の施行に関し必要があると認める

ときは、事業主に対して、報告を求め、又は助言、指導若しくは勧告を
することができる。 

２　前項に定める厚生労働大臣の権限は、厚生労働省令で定めるところに
より、その一部を都道府県労働局長に委任することができる。 

（公表） 
第三十条　厚生労働大臣は、第五条から第七条まで、第九条第一項から第

三項まで、第十一条第一項、第十二条及び第十三条第一項の規定に違反
　　　している事業主に対し、前条第一項の規定による勧告をした場合
において、その勧告を受けた者がこれに従わなかつたときは、その旨を
公表することができる。 

（船員に関する特例） 
第三十一条　船員職業安定法 （昭和二十三年法律第百三十号）第六条第一

項 に規定する船員及び同項 に規定する船員になろうとする者に関して
は、第四条第一項並びに同条第四項及び第五項（同条第六項、第十条第
二項、第十一条第三項及び第十三条第三項において準用する場合を含
む。）、第十条第一項、第十一条第二項、第十三条第二項並びに前三条中

「厚生労働大臣」とあるのは「国土交通大臣」と、第四条第四項（同条
第六項、第十条第二項、第十一条第三項及び第十三条第三項において準
用する場合を含む。）中「労働政策審議会」とあるのは「交通政策審議
会」と、第六条第二号、第七条、第九条第三項、第十二条及び第二十九
条第二項中「厚生労働省令」とあるのは「国土交通省令」と、第九条第
三項中「労働基準法 （昭和二十二年法律第四十九号）第六十五条第一項 
の規定による休業を請求し、又は同項 若しくは同条第二項 の規定によ
る休業をしたこと」とあるのは「船員法 （昭和二十二年法律第百号）第
八十七条第一項 又は第二項 の規定によって作業に従事しなかったこ
と」と、第十七条第一項、第十八条第一項及び第二十九条第二項中「都
道府県労働局長」とあるのは「地方運輸局長（運輸監理部長を含む。）」
と、第十八条第一項中「第六条第一項の紛争調整委員会（以下「委員
会」という。）」とあるのは「第二十一条第三項のあっせん員候補者名簿
に記載されている者のうちから指名する調停員」とする。 

２　前項の規定により読み替えられた第十八条第一項の規定により指名を
受けて調停員が行う調停については、第十九条から第二十七条までの規
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定は、適用しない。 
３　前項の調停の事務は、三人の調停員で構成する合議体で取り扱う。 
４　調停員は、破産手続開始の決定を受け、又は禁錮以上の刑に処せられ

たときは、その地位を失う。 
５　第二十条から第二十七条までの規定は、第二項の調停について準用す

る。この場合において、第二十条から第二十三条まで及び第二十六条中
「委員会は」とあるのは「調停員は」と、第二十一条中「当該委員会が
置かれる都道府県労働局」とあるのは「当該調停員を指名した地方運輸
局長（運輸監理部長を含む。）が置かれる地方運輸局（運輸監理部を含
む。）」と、第二十六条中「当該委員会に係属している」とあるのは「当
該調停員が取り扱っている」と、第二十七条中「この節」とあるのは

「第三十一条第三項から第五項まで」と、「調停」とあるのは「合議体及
び調停」と、「厚生労働省令」とあるのは「国土交通省令」と読み替え
るものとする。 

（適用除外） 
第三十二条　第二章第一節及び第三節、前章、第二十九条並びに第三十条

の規定は、国家公務員及び地方公務員に、第二章第二節の規定は、一般
職の国家公務員（特定独立行政法人等の労働関係に関する法律 （昭和
二十三年法律第二百五十七号）第二条第四号 の職員を除く。）、裁判所
職員臨時措置法 （昭和二十六年法律第二百九十九号）の適用を受ける裁
判所職員、国会職員法 （昭和二十二年法律第八十五号）の適用を受ける
国会職員及び自衛隊法 （昭和二十九年法律第百六十五号）第二条第五項 
に規定する隊員に関しては適用しない。

第五章　罰則 
第三十三条　第二十九条第一項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告

をした者は、二十万円以下の過料に処する。 

附　則　抄 
（施行期日）
１　この法律は、公布の日から施行する。 
附　則（昭和五八年一二月二日法律第七八号） 
１　この法律（第一条を除く。）は、昭和五十九年七月一日から施行する。 
２　この法律の施行の日の前日において法律の規定により置かれている機

関等で、この法律の施行の日以後は国家行政組織法又はこの法律による
改正後の関係法律の規定に基づく政令（以下「関係政令」という。）の
規定により置かれることとなるものに関し必要となる経過措置その他こ
の法律の施行に伴う関係政令の制定又は改廃に関し必要となる経過措置
は、政令で定めることができる。 

附　則（昭和六〇年六月一日法律第四五号）抄 
（施行期日）
第一条　この法律は、昭和六十一年四月一日から施行する。 

（その他の経過措置の政令への委任）
第十九条　この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な

経過措置（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 
（検討）
第二十条　政府は、この法律の施行後適当な時期において、第一条の規定

による改正後の雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等
女子労働者の福祉の増進に関する法律及び第二条の規定による改正後の
労働基準法第六章の二の規定の施行状況を勘案し、必要があると認める
ときは、これらの法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて
必要な措置を講ずるものとする。 

附　則（平成三年五月一五日法律第七六号）抄 
（施行期日）
第一条　この法律は、平成四年四月一日から施行する。 
附　則（平成七年六月九日法律第一〇七号）抄 

（施行期日）
第一条　この法律は、平成七年十月一日から施行する。 

（雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等女子労働者の福
祉の増進に関する法律の一部改正に伴う経過措置）

第九条　この法律の施行の際現に設置されている働く婦人の家について
は、前条の規定による改正前の雇用の分野における男女の均等な機会及
び待遇の確保等女子労働者の福祉の増進に関する法律第三十条及び第
三十一条の規定は、この法律の施行後も、なおその効力を有する。 

２　この法律の施行の際現に設置されている働く婦人の家に関し、労働省
令で定めるところにより、当該働く婦人の家を設置している地方公共団
体が当該働く婦人の家を第二条の規定による改正後の育児休業、介護休
業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律第三十四条に規
定する勤労者家庭支援施設に変更したい旨の申出を労働大臣に行い、労
働大臣が当該申出を承認した場合には、当該承認の日において、当該働
く婦人の家は、同条に規定する勤労者家庭支援施設となるものとする。 

附　則（平成九年六月一八日法律第九二号）抄 
（施行期日）
第一条　この法律は、平成十一年四月一日から施行する。ただし、次の各

号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 
一　第一条（次号に掲げる改正規定を除く。）、第三条（次号に掲げる改正

規定を除く。）、第五条、第六条、第七条（次号に掲げる改正規定を除
く。）並びに附則第三条、第六条、第七条、第十条及び第十四条（次号
に掲げる改正規定を除く。）の規定　公布の日から起算して六月を超え
ない範囲内において政令で定める日 

二　第一条中雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等女子
労働者の福祉の増進に関する法律第二十六条の前の見出しの改正規定、
同条の改正規定（「事業主は」の下に「、労働省令で定めるところによ
り」を加える部分及び「できるような配慮をするように努めなければな
らない」を「できるようにしなければならない」に改める部分に限る。）、
同法第二十七条の改正規定（「講ずるように努めなければならない」を

「講じなければならない」に改める部分及び同条に二項を加える部分に
限る。）、同法第三十四条の改正規定（「及び第十二条第二項」を「、第
十二条第二項及び第二十七条第三項」に改める部分、「第十二条第一項」
の下に「、第二十七条第二項」を加える部分及び「第十四条及び」を

「第十四条、第二十六条及び」に改める部分に限る。）及び同法第三十五
条の改正規定、第三条中労働基準法第六十五条第一項の改正規定（「十
週間」を「十四週間」に改める部分に限る。）、第七条中労働省設置法第
五条第四十一号の改正規定（「が講ずるように努めるべき措置について
の」を「に対する」に改める部分に限る。）並びに附則第五条、第十二
条及び第十三条の規定並びに附則第十四条中運輸省設置法（昭和二十四
年法律第百五十七号）第四条第一項第二十四号の二の三の改正規定（「講
ずるように努めるべき措置についての指針」を「講ずべき措置について
の指針等」に改める部分に限る。）　平成十年四月一日 

（罰則に関する経過措置）
第二条　この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、な

お従前の例による。 
附　則（平成一一年七月一六日法律第八七号）抄 

（施行期日）
第一条　この法律は、平成十二年四月一日から施行する。ただし、次の各

号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 
一　第一条中地方自治法第二百五十条の次に五条、節名並びに二款及び款

名を加える改正規定（同法第二百五十条の九第一項に係る部分（両議院
の同意を得ることに係る部分に限る。）に限る。）、第四十条中自然公園
法附則第九項及び第十項の改正規定（同法附則第十項に係る部分に限
る。）、第二百四十四条の規定（農業改良助長法第十四条の三の改正規定
に係る部分を除く。）並びに第四百七十二条の規定（市町村の合併の特
例に関する法律第六条、第八条及び第十七条の改正規定に係る部分を除
く。）並びに附則第七条、第十条、第十二条、第五十九条ただし書、第
六十条第四項及び第五項、第七十三条、第七十七条、第百五十七条第四
項から第六項まで、第百六十条、第百六十三条、第百六十四条並びに第
二百二条の規定　公布の日 

（新地方自治法第百五十六条第四項の適用の特例）
第百二十二条　第三百七十五条の規定による改正後の労働省設置法の規定

による都道府県労働局（以下「都道府県労働局」という。）であって、
この法律の施行の際第三百七十五条の規定による改正前の労働省設置法
の規定による都道府県労働基準局の位置と同一の位置に設けられている
ものについては、新地方自治法第百五十六条第四項の規定は、適用しな
い。 

（職業安定関係地方事務官に関する経過措置）
第百二十三条　この法律の施行の際現に旧地方自治法附則第八条に規定す

る職員（労働大臣又はその委任を受けた者により任命された者に限る。
附則第百五十八条において「職業安定関係地方事務官」という。）であ
る者は、別に辞令が発せられない限り、相当の都道府県労働局の職員と
なるものとする。 

（地方労働基準審議会等に関する経過措置）
第百二十四条　この法律による改正前のそれぞれの法律の規定による地方

労働基準審議会、地方職業安定審議会、地区職業安定審議会、地方最低
賃金審議会、地方家内労働審議会及び機会均等調停委員会並びにその会
長、委員その他の職員は、相当の都道府県労働局の相当の機関及び職員
となり、同一性をもって存続するものとする。 

（国等の事務）
第百五十九条　この法律による改正前のそれぞれの法律に規定するものの

ほか、この法律の施行前において、地方公共団体の機関が法律又はこれ
に基づく政令により管理し又は執行する国、他の地方公共団体その他公
共団体の事務（附則第百六十一条において「国等の事務」という。）は、
この法律の施行後は、地方公共団体が法律又はこれに基づく政令により
当該地方公共団体の事務として処理するものとする。 

（処分、申請等に関する経過措置）
第百六十条　この法律（附則第一条各号に掲げる規定については、当該各

規定。以下この条及び附則第百六十三条において同じ。）の施行前に改
正前のそれぞれの法律の規定によりされた許可等の処分その他の行為

（以下この条において「処分等の行為」という。）又はこの法律の施行の
際現に改正前のそれぞれの法律の規定によりされている許可等の申請そ
の他の行為（以下この条において「申請等の行為」という。）で、この
法律の施行の日においてこれらの行為に係る行政事務を行うべき者が異
なることとなるものは、附則第二条から前条までの規定又は改正後のそ
れぞれの法律（これに基づく命令を含む。）の経過措置に関する規定に
定めるものを除き、この法律の施行の日以後における改正後のそれぞれ
の法律の適用については、改正後のそれぞれの法律の相当規定によりさ
れた処分等の行為又は申請等の行為とみなす。 

２　この法律の施行前に改正前のそれぞれの法律の規定により国又は地方
公共団体の機関に対し報告、届出、提出その他の手続をしなければなら
ない事項で、この法律の施行の日前にその手続がされていないものにつ
いては、この法律及びこれに基づく政令に別段の定めがあるもののほ
か、これを、改正後のそれぞれの法律の相当規定により国又は地方公共
団体の相当の機関に対して報告、届出、提出その他の手続をしなければ
ならない事項についてその手続がされていないものとみなして、この法
律による改正後のそれぞれの法律の規定を適用する。 

（不服申立てに関する経過措置）
第百六十一条　施行日前にされた国等の事務に係る処分であって、当該処

分をした行政庁（以下この条において「処分庁」という。）に施行日前
に行政不服審査法に規定する上級行政庁（以下この条において「上級行
政庁」という。）があったものについての同法による不服申立てについ
ては、施行日以後においても、当該処分庁に引き続き上級行政庁がある
ものとみなして、行政不服審査法の規定を適用する。この場合におい
て、当該処分庁の上級行政庁とみなされる行政庁は、施行日前に当該処
分庁の上級行政庁であった行政庁とする。 

２　前項の場合において、上級行政庁とみなされる行政庁が地方公共団体
の機関であるときは、当該機関が行政不服審査法の規定により処理する
こととされる事務は、新地方自治法第二条第九項第一号に規定する第一
号法定受託事務とする。 

（手数料に関する経過措置）
第百六十二条　施行日前においてこの法律による改正前のそれぞれの法律
（これに基づく命令を含む。）の規定により納付すべきであった手数料に
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ついては、この法律及びこれに基づく政令に別段の定めがあるもののほ
か、なお従前の例による。 

（罰則に関する経過措置）
第百六十三条　この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用について

は、なお従前の例による。 
（その他の経過措置の政令への委任）
第百六十四条　この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必

要な経過措置（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 
２　附則第十八条、第五十一条及び第百八十四条の規定の適用に関して必

要な事項は、政令で定める。 
（検討）
第二百五十条　新地方自治法第二条第九項第一号に規定する第一号法定受

託事務については、できる限り新たに設けることのないようにするとと
もに、新地方自治法別表第一に掲げるもの及び新地方自治法に基づく政
令に示すものについては、地方分権を推進する観点から検討を加え、適
宜、適切な見直しを行うものとする。 

第二百五十一条　政府は、地方公共団体が事務及び事業を自主的かつ自立
的に執行できるよう、国と地方公共団体との役割分担に応じた地方税財
源の充実確保の方途について、経済情勢の推移等を勘案しつつ検討し、
その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

第二百五十二条　政府は、医療保険制度、年金制度等の改革に伴い、社会
保険の事務処理の体制、これに従事する職員の在り方等について、被保
険者等の利便性の確保、事務処理の効率化等の視点に立って、検討し、
必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるも
のとする。 

附　則（平成一一年七月一六日法律第一〇四号）抄 
（施行期日）
第一条　この法律は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第

八十八号）の施行の日から施行する。 
附　則（平成一一年一二月二二日法律第一六〇号）抄 

（施行期日）
第一条　この法律（第二条及び第三条を除く。）は、平成十三年一月六日

から施行する。 
附　則（平成一三年七月一一日法律第一一二号）抄 

（施行期日）
第一条　この法律は、平成十三年十月一日から施行する。 
附　則（平成一三年一一月一六日法律第一一八号）抄 

（施行期日）
第一条　この法律は、公布の日から施行する。 
附　則（平成一四年五月三一日法律第五四号）抄 

（施行期日）
第一条　この法律は、平成十四年七月一日から施行する。 

（経過措置）
第二十八条　この法律の施行前にこの法律による改正前のそれぞれの法律

若しくはこれに基づく命令（以下「旧法令」という。）の規定により海
運監理部長、陸運支局長、海運支局長又は陸運支局の事務所の長（以下

「海運監理部長等」という。）がした許可、認可その他の処分又は契約そ
の他の行為（以下「処分等」という。）は、国土交通省令で定めるとこ
ろにより、この法律による改正後のそれぞれの法律若しくはこれに基づ
く命令（以下「新法令」という。）の規定により相当の運輸監理部長、
運輸支局長又は地方運輸局、運輸監理部若しくは運輸支局の事務所の長

（以下「運輸監理部長等」という。）がした処分等とみなす。 
第二十九条　この法律の施行前に旧法令の規定により海運監理部長等に対

してした申請、届出その他の行為（以下「申請等」という。）は、国土
交通省令で定めるところにより、新法令の規定により相当の運輸監理部
長等に対してした申請等とみなす。 

第三十条　この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、
なお従前の例による。 

附　則（平成一四年七月三一日法律第九八号）抄 
（施行期日）
第一条　この法律は、公社法の施行の日から施行する。ただし、次の各号

に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 
一　第一章第一節（別表第一から別表第四までを含む。）並びに附則第

二十八条第二項、第三十三条第二項及び第三項並びに第三十九条の規定
　公布の日 

（罰則に関する経過措置）
第三十八条　施行日前にした行為並びにこの法律の規定によりなお従前の

例によることとされる場合及びこの附則の規定によりなおその効力を有
することとされる場合における施行日以後にした行為に対する罰則の適
用については、なお従前の例による。 

（その他の経過措置の政令への委任）
第三十九条　この法律に規定するもののほか、公社法及びこの法律の施行

に関し必要な経過措置（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令で定
める。 

附　則（平成一八年六月二一日法律第八二号）抄 
（施行期日）
第一条　この法律は、平成十九年四月一日から施行する。ただし、附則第

七条の規定は、社会保険労務士法の一部を改正する法律（平成十七年法
律第六十二号）中社会保険労務士法（昭和四十三年法律第八十九号）第
二条第一項第一号の四の改正規定の施行の日又はこの法律の施行の日の
いずれか遅い日から施行する。 

（紛争の解決の促進に関する特例に関する経過措置）
第二条　この法律の施行の際現に個別労働関係紛争の解決の促進に関する

法律（平成十三年法律第百十二号）第六条第一項の紛争調整委員会（以
下「委員会」という。）に係属している同法第五条第一項のあっせんに
係る紛争については、第一条の規定による改正後の雇用の分野における
男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（以下「新法」とい
う。）第十六条の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

（時効の中断に関する経過措置）
第三条　この法律の施行の際現に委員会に係属している第一条の規定によ

る改正前の雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関
する法律第十四条第一項の調停に関し当該調停の目的となっている請求
についての新法第二十四条の規定の適用に関しては、この法律の施行の
時に、調停の申請がされたものとみなす。 

（罰則に関する経過措置）
第四条　この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、な

お従前の例による。 
（検討）
第五条　政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、新法及

び第二条の規定による改正後の労働基準法第六十四条の二の規定の施行
の状況を勘案し、必要があると認めるときは、これらの規定について検
討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

附　則（平成二〇年五月二日法律第二六号）抄 
（施行期日）
第一条　この法律は、平成二十年十月一日から施行する。 

（罰則に関する経過措置）
第六条　この法律の施行前にした行為及び前条第四項の規定によりなお従

前の例によることとされる場合におけるこの法律の施行後にした行為に
対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（政令への委任）
第七条　附則第二条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に

関し必要な経過措置は、政令で定める。 
（検討）
第九条　政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法

律による改正後の規定の実施状況を勘案し、必要があると認めるとき
は、運輸の安全の一層の確保を図る等の観点から運輸安全委員会の機能
の拡充等について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずる
ものとする。 

附　則（平成二四年六月二七日法律第四二号）抄 
（施行期日）
第一条　この法律は、平成二十五年四月一日から施行する。 

４　育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行
　う労働者の福祉に関する法律（育児・介護休業法）

（平成三年五月十五日法律第七十六号）
最終改正：平成二四年六月二七日法律第四二号

　第一章　総則（第一条―第四条） 
　第二章　育児休業（第五条―第十条） 
　第三章　介護休業（第十一条―第十六条） 
　第四章　子の看護休暇（第十六条の二―第十六条の四） 
　第五章　介護休暇（第十六条の五―第十六条の七） 
　第六章　所定外労働の制限（第十六条の八・第十六条の九） 
　第七章　時間外労働の制限（第十七条―第十八条の二） 
　第八章　深夜業の制限（第十九条―第二十条の二） 
　第九章　事業主が講ずべき措置（第二十一条―第二十九条） 
　第十章　対象労働者等に対する支援措置 
　　第一節　国等による援助（第三十条―第三十五条） 
　　第二節　指定法人（第三十六条―第五十二条） 
　第十一章　紛争の解決 
　　第一節　紛争の解決の援助（第五十二条の二―第五十二条の四） 
　　第二節　調停（第五十二条の五・第五十二条の六） 
　第十二章　雑則（第五十三条―第六十一条） 
　第十三章　罰則（第六十二条―第六十八条） 
　附則 

第一章　総則 
（目的） 
第一条　この法律は、育児休業及び介護休業に関する制度並びに子の看護

休暇及び介護休暇に関する制度を設けるとともに、子の養育及び家族の
介　護を容易にするため所定労働時間等に関し事業主が講ずべき措置を
定めるほか、子の養育又は家族の介護を行う労働者等に対する支援措置
を講ずること等により、子の養育又は家族の介護を行う労働者等の雇用
の継続及び再就職の促進を図り、もってこれらの者の職業生活と家庭生
活との両立に寄与することを通じて、これらの者の福祉の増進を図り、
あわせて経済及び社会の発展に資することを目的とする。 

（定義） 
第二条　この法律（第一号に掲げる用語にあっては、第九条の三を除く。）

において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに
よる。 

一　育児休業　労働者（日々雇用される者を除く。以下この条、次章から
第八章まで、第二十一条から第二十六条まで、第二十八条、第二十九条
及び第十一章において同じ。）が、次章に定めるところにより、その子
を養育するためにする休業をいう。 

二　介護休業　労働者が、第三章に定めるところにより、その要介護状態
にある対象家族を介護するためにする休業をいう。 

三　要介護状態　負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により、厚
生労働省令で定める期間にわたり常時介護を必要とする状態をいう。 

四　対象家族　配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同
様の事情にある者を含む。以下同じ。）、父母及び子（これらの者に準ず
る者として厚生労働省令で定めるものを含む。）並びに配偶者の父母を
いう。 

五　家族　対象家族その他厚生労働省令で定める親族をいう。 
（基本的理念） 
第三条　この法律の規定による子の養育又は家族の介護を行う労働者等の

福祉の増進は、これらの者がそれぞれ職業生活の全期間を通じてその能
力を有効に発揮して充実した職業生活を営むとともに、育児又は介護に
ついて家族の一員としての役割を円滑に果たすことができるようにする
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ことをその本旨とする。 
２　子の養育又は家族の介護を行うための休業をする労働者は、その休業

後における就業を円滑に行うことができるよう必要な努力をするように
しなければならない。 

（関係者の責務） 
第四条　事業主並びに国及び地方公共団体は、前条に規定する基本的理念

に従って、子の養育又は家族の介護を行う労働者等の福祉を増進するよ
うに努めなければならない。 

第二章　育児休業 
（育児休業の申出） 
第五条　労働者は、その養育する一歳に満たない子について、その事業主

に申し出ることにより、育児休業をすることができる。ただし、期間を
定めて雇用される者にあっては、次の各号のいずれにも該当するものに
限り、当該申出をすることができる。 

一　当該事業主に引き続き雇用された期間が一年以上である者 
二　その養育する子が一歳に達する日（以下「一歳到達日」という。）を

超えて引き続き雇用されることが見込まれる者（当該子の一歳到達日か
ら一年を経過する日までの間に、その労働契約の期間が満了し、かつ、
当該労働契約の更新がないことが明らかである者を除く。） 

２　前項の規定にかかわらず、育児休業（当該育児休業に係る子の出生の
日から起算して八週間を経過する日の翌日まで（出産予定日前に当該子
が出生した場合にあっては当該出生の日から当該出産予定日から起算し
て八週間を経過する日の翌日までとし、出産予定日後に当該子が出生し
た場合にあっては当該出産予定日から当該出生の日から起算して八週間
を経過する日の翌日までとする。）の期間内に、労働者（当該期間内に
労働基準法 （昭和二十二年法律第四十九号）第六十五条第二項 の規定
により休業した者を除く。）が当該子を養育するためにした前項の規定
による最初の申出によりする育児休業を除く。）をしたことがある労働
者は、当該育児休業を開始した日に養育していた子については、厚生労
働省令で定める特別の事情がある場合を除き、同項の申出をすることが
できない。 

３　労働者は、その養育する一歳から一歳六か月に達するまでの子につい
て、次の各号のいずれにも該当する場合に限り、その事業主に申し出る
ことにより、育児休業をすることができる。ただし、期間を定めて雇用
される者であってその配偶者が当該子の一歳到達日において育児休業を
しているものにあっては、第一項各号のいずれにも該当するものに限
り、当該申出をすることができる。 

一　当該申出に係る子について、当該労働者又はその配偶者が、当該子の
一歳到達日において育児休業をしている場合 

二　当該子の一歳到達日後の期間について休業することが雇用の継続のた
めに特に必要と認められる場合として厚生労働省令で定める場合に該当
する場合 

４ 第一項及び前項の規定による申出（以下「育児休業申出」という。）は、
厚生労働省令で定めるところにより、その期間中は育児休業をすること
とする一の期間について、その初日（以下「育児休業開始予定日」とい
う。）及び末日（以下「育児休業終了予定日」という。）とする日を明ら
かにして、しなければならない。この場合において、同項の規定による
申出にあっては、当該申出に係る子の一歳到達日の翌日を育児休業開始
予定日としなければならない。 

５　第一項ただし書、第二項、第三項ただし書及び前項後段の規定は、期
間を定めて雇用される者であって、その締結する労働契約の期間の末日
を育児休業終了予定日（第七条第三項の規定により当該育児休業終了予
定日が変更された場合にあっては、その変更後の育児休業終了予定日と
された日）とする育児休業をしているものが、当該育児休業に係る子に
ついて、当該労働契約の更新に伴い、当該更新後の労働契約の期間の初
日を育児休業開始予定日とする育児休業申出をする場合には、これを適
用しない。 

（育児休業申出があった場合における事業主の義務等） 
第六条　事業主は、労働者からの育児休業申出があったときは、当該育児

休業申出を拒むことができない。ただし、当該事業主と当該労働者が雇
用される事業所の労働者の過半数で組織する労働組合があるときはその
労働組合、その事業所の労働者の過半数で組織する労働組合がないとき
はその労働者の過半数を代表する者との書面による協定で、次に掲げる
労働者のうち育児休業をすることができないものとして定められた労働
者に該当する労働者からの育児休業申出があった場合は、この限りでな
い。 

一　当該事業主に引き続き雇用された期間が一年に満たない労働者 
二　前号に掲げるもののほか、育児休業をすることができないこととする

ことについて合理的な理由があると認められる労働者として厚生労働省
令で定めるもの 

２　前項ただし書の場合において、事業主にその育児休業申出を拒まれた
労働者は、前条第一項及び第三項の規定にかかわらず、育児休業をする
ことができない。 

３　事業主は、労働者からの育児休業申出があった場合において、当該育
児休業申出に係る育児休業開始予定日とされた日が当該育児休業申出が
あった日の翌日から起算して一月（前条第三項の規定による申出にあっ
ては二週間）を経過する日（以下この項において「一月等経過日」とい
う。）前の日であるときは、厚生労働省令で定めるところにより、当該
育児休業開始予定日とされた日から当該一月等経過日（当該育児休業申
出があった日までに、出産予定日前に子が出生したことその他の厚生労
働省令で定める事由が生じた場合にあっては、当該一月等経過日前の日
で厚生労働省令で定める日）までの間のいずれかの日を当該育児休業開
始予定日として指定することができる。 

４　第一項ただし書及び前項の規定は、労働者が前条第五項に規定する育
児休業申出をする場合には、これを適用しない。 

（育児休業開始予定日の変更の申出等） 
第七条　第五条第一項の規定による申出をした労働者は、その後当該申出

に係る育児休業開始予定日とされた日（前条第三項の規定による事業主
の指定があった場合にあっては、当該事業主の指定した日。以下この項

において同じ。）の前日までに、前条第三項の厚生労働省令で定める事
由が生じた場合には、その事業主に申し出ることにより、当該申出に係
る育児休業開始予定日を一回に限り当該育児休業開始予定日とされた日
前の日に変更することができる。 

２　事業主は、前項の規定による労働者からの申出があった場合におい
て、当該申出に係る変更後の育児休業開始予定日とされた日が当該申出
があった日の翌日から起算して一月を超えない範囲内で厚生労働省令で
定める期間を経過する日（以下この項において「期間経過日」という。）
前の日であるときは、厚生労働省令で定めるところにより、当該申出に
係る変更後の育児休業開始予定日とされた日から当該期間経過日（その
日が当該申出に係る変更前の育児休業開始予定日とされていた日（前条
第三項の規定による事業主の指定があった場合にあっては、当該事業主
の指定した日。以下この項において同じ。）以後の日である場合にあっ
ては、当該申出に係る変更前の育児休業開始予定日とされていた日）ま
での間のいずれかの日を当該労働者に係る育児休業開始予定日として指
定することができる。 

３　育児休業申出をした労働者は、厚生労働省令で定める日までにその事
業主に申し出ることにより、当該育児休業申出に係る育児休業終了予定
日を一回に限り当該育児休業終了予定日とされた日後の日に変更するこ
とができる。 

（育児休業申出の撤回等） 
第八条　育児休業申出をした労働者は、当該育児休業申出に係る育児休業

開始予定日とされた日（第六条第三項又は前条第二項の規定による事業
主の指定があった場合にあっては当該事業主の指定した日、同条第一項
の規定により育児休業開始予定日が変更された場合にあってはその変更
後の育児休業開始予定日とされた日。以下同じ。）の前日までは、当該
育児休業申出を撤回することができる。 

２　前項の規定により育児休業申出を撤回した労働者は、当該育児休業申
出に係る子については、厚生労働省令で定める特別の事情がある場合を
除き、第五条第一項及び第三項の規定にかかわらず、育児休業申出をす
ることができない。 

３　育児休業申出がされた後育児休業開始予定日とされた日の前日まで
に、子の死亡その他の労働者が当該育児休業申出に係る子を養育しない
こととなった事由として厚生労働省令で定める事由が生じたときは、当
該育児休業申出は、されなかったものとみなす。この場合において、労
働者は、その事業主に対して、当該事由が生じた旨を遅滞なく通知しな
ければならない。 

（育児休業期間） 
第九条　育児休業申出をした労働者がその期間中は育児休業をすることが

できる期間（以下「育児休業期間」という。）は、育児休業開始予定日
とされた日から育児休業終了予定日とされた日（第七条第三項の規定に
より当該育児休業終了予定日が変更された場合にあっては、その変更後
の育児休業終了予定日とされた日。次項において同じ。）までの間とす
る。 

２　次の各号に掲げるいずれかの事情が生じた場合には、育児休業期間
は、前項の規定にかかわらず、当該事情が生じた日（第三号に掲げる事
情が生じた場合にあっては、その前日）に終了する。 

一　育児休業終了予定日とされた日の前日までに、子の死亡その他の労働
者が育児休業申出に係る子を養育しないこととなった事由として厚生労
働省令で定める事由が生じたこと。 

二　育児休業終了予定日とされた日の前日までに、育児休業申出に係る子
が一歳（第五条第三項の規定による申出により育児休業をしている場合
にあっては、一歳六か月）に達したこと。 

三　育児休業終了予定日とされた日までに、育児休業申出をした労働者に
ついて、労働基準法第六十五条第一項 若しくは第二項 の規定により休
業する期間、第十五条第一項に規定する介護休業期間又は新たな育児休
業期間が始まったこと。 

３　前条第三項後段の規定は、前項第一号の厚生労働省令で定める事由が
生じた場合について準用する。 

（同一の子について配偶者が育児休業をする場合の特例） 
第九条の二　労働者の養育する子について、当該労働者の配偶者が当該子

の一歳到達日以前のいずれかの日において当該子を養育するために育児
休業をしている場合における第二章から第五章まで、第二十四条第一項
及び第十二章の規定の適用については、第五条第一項中「一歳に満たな
い子」とあるのは「一歳に満たない子（第九条の二第一項の規定により
読み替えて適用するこの項の規定により育児休業をする場合にあって
は、一歳二か月に満たない子）」と、同条第三項各号列記以外の部分中

「一歳到達日」とあるのは「一歳到達日（当該配偶者が第九条の二第一
項の規定により読み替えて適用する第一項の規定によりした申出に係る
第九条第一項（第九条の二第一項の規定により読み替えて適用する場合
を含む。）に規定する育児休業終了予定日とされた日が当該子の一歳到
達日後である場合にあっては、当該育児休業終了予定日とされた日）」
と、同項第一号中「又はその配偶者が、当該子の一歳到達日」とあるの
は「が当該子の一歳到達日（当該労働者が第九条の二第一項の規定によ
り読み替えて適用する第一項の規定によりした申出に係る第九条第一項

（第九条の二第一項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）に規
定する育児休業終了予定日とされた日が当該子の一歳到達日後である場
合にあっては、当該育児休業終了予定日とされた日）において育児休業
をしている場合又は当該労働者の配偶者が当該子の一歳到達日（当該配
偶者が第九条の二第一項の規定により読み替えて適用する第一項の規定
によりした申出に係る第九条第一項（第九条の二第一項の規定により読
み替えて適用する場合を含む。）に規定する育児休業終了予定日とされ
た日が当該子の一歳到達日後である場合にあっては、当該育児休業終了
予定日とされた日）」と、同条第四項中「一歳到達日」とあるのは「一
歳到達日（当該子を養育する労働者又はその配偶者が第九条の二第一項
の規定により読み替えて適用する第一項の規定によりした申出に係る第
九条第一項（第九条の二第一項の規定により読み替えて適用する場合を
含む。）に規定する育児休業終了予定日とされた日が当該子の一歳到達
日後である場合にあっては、当該育児休業終了予定日とされた日（当該
労働者に係る育児休業終了予定日とされた日と当該配偶者に係る育児休
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業終了予定日とされた日が異なるときは、そのいずれかの日））」と、前
条第一項中「変更後の育児休業終了予定日とされた日。次項」とあるの
は「変更後の育児休業終了予定日とされた日。次項（次条第一項の規定
により読み替えて適用する場合を含む。）において同じ。）（当該育児休
業終了予定日とされた日が当該育児休業開始予定日とされた日から起算
して育児休業等可能日数（当該育児休業に係る子の出生した日から当該
子の一歳到達日までの日数をいう。）から育児休業等取得日数（当該子
の出生した日以後当該労働者が労働基準法第六十五条第一項 又は第二
項 の規定により休業した日数と当該子について育児休業をした日数を
合算した日数をいう。）を差し引いた日数を経過する日より後の日であ
るときは、当該経過する日。次項（次条第一項の規定により読み替えて
適用する場合を含む。）」と、同条第二項第二号 中「第五条第三項 」と
あるのは「次条第一項の規定により読み替えて適用する第五条第一項の
規定による申出により育児休業をしている場合にあっては一歳二か月、
同条第三項（次条第一項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）」
と、「、一歳六か月」とあるのは「一歳六か月」と、第二十四条第一項
第一号中「一歳（」とあるのは「一歳（当該労働者が第九条の二第一項
の規定により読み替えて適用する第五条第一項の規定による申出をする
ことができる場合にあっては一歳二か月、」と、「、一歳六か月」とある
のは「一歳六か月」とするほか、必要な技術的読替えは、厚生労働省令
で定める。 

２　前項の規定は、同項の規定を適用した場合の第五条第一項の規定によ
る申出に係る育児休業開始予定日とされた日が、当該育児休業に係る子
の一歳到達日の翌日後である場合又は前項の場合における当該労働者の
配偶者がしている育児休業に係る育児休業期間の初日前である場合に
は、これを適用しない。 

（公務員である配偶者がする育児休業に関する規定の適用） 
第九条の三　第五条第三項及び前条の規定の適用については、労働者の配

偶者が国会職員の育児休業等に関する法律 （平成三年法律第百八号）第
三条第二項 、国家公務員の育児休業等に関する法律 （平成三年法律第
百九号）第三条第二項 （同法第二十七条第一項 及び裁判所職員臨時措
置法 （昭和二十六年法律第二百九十九号）（第七号に係る部分に限る。）
において準用する場合を含む。）、地方公務員の育児休業等に関する法律 

（平成三年法律第百十号）第二条第二項 又は裁判官の育児休業に関する
法律 （平成三年法律第百十一号）第二条第二項 の規定によりする請求
及び当該請求に係る育児休業は、それぞれ第五条第一項の規定によりす
る申出及び当該申出によりする育児休業とみなす。 

（不利益取扱いの禁止） 
第十条　事業主は、労働者が育児休業申出をし、又は育児休業をしたこと

を理由として、当該労働者に対して解雇その他不利益な取扱いをしては
ならない。 

　第三章　介護休業 
（介護休業の申出） 
第十一条　労働者は、その事業主に申し出ることにより、介護休業をする

ことができる。ただし、期間を定めて雇用される者にあっては、次の各
号のいずれにも該当するものに限り、当該申出をすることができる。 

一　当該事業主に引き続き雇用された期間が一年以上である者 
二　第三項に規定する介護休業開始予定日から起算して九十三日を経過す

る日（以下この号において「九十三日経過日」という。）を超えて引き
続き雇用されることが見込まれる者（九十三日経過日から一年を経過す
る日までの間に、その労働契約の期間が満了し、かつ、当該労働契約の
更新がないことが明らかである者を除く。） 

２　前項の規定にかかわらず、介護休業をしたことがある労働者は、当該
介護休業に係る対象家族が次の各号のいずれかに該当する場合には、当
該対象家族については、同項の規定による申出をすることができない。 

一　当該対象家族が、当該介護休業を開始した日から引き続き要介護状態
にある場合（厚生労働省令で定める特別の事情がある場合を除く。） 

二　当該対象家族について次に掲げる日数を合算した日数（第十五条第一
項及び第二十三条第三項において「介護休業等日数」という。）が
九十三日に達している場合

イ　介護休業をした日数（介護休業を開始した日から介護休業を終了した
日までの日数とし、二以上の介護休業をした場合にあっては、介護休業
ごとに、介護休業を開始した日から介護休業を終了した日までの日数を
合算して得た日数とする。）

ロ　第二十三条第三項の措置のうち所定労働時間の短縮その他の措置で
あって厚生労働省令で定めるものが講じられた日数（当該措置のうち最
初に講じられた措置が開始された日から最後に講じられた措置が終了し
た日までの日数（その間に介護休業をした期間があるときは、当該介護
休業を開始した日から当該介護休業を終了した日までの日数を差し引い
た日数）とし、二以上の要介護状態について当該措置が講じられた場合
にあっては、要介護状態ごとに、当該措置のうち最初に講じられた措置
が開始された日から最後に講じられた措置が終了した日までの日数（そ
の間に介護休業をした期間があるときは、当該介護休業を開始した日か
ら当該介護休業を終了した日までの日数を差し引いた日数）を合算して
得た日数とする。）

３　第一項の規定による申出（以下「介護休業申出」という。）は、厚生
労働省令で定めるところにより、介護休業申出に係る対象家族が要介護
状態にあることを明らかにし、かつ、その期間中は当該対象家族に係る
介護休業をすることとする一の期間について、その初日（以下「介護休
業開始予定日」という。）及び末日（以下「介護休業終了予定日」とい
う。）とする日を明らかにして、しなければならない。 

４　第一項ただし書及び第二項（第二号を除く。）の規定は、期間を定め
て雇用される者であって、その締結する労働契約の期間の末日を介護休
業終了予定日（第十三条において準用する第七条第三項の規定により当
該介護休業終了予定日が変更された場合にあっては、その変更後の介護
休業終了予定日とされた日）とする介護休業をしているものが、当該介
護休業に係る対象家族について、当該労働契約の更新に伴い、当該更新
後の労働契約の期間の初日を介護休業開始予定日とする介護休業申出を
する場合には、これを適用しない。 

（介護休業申出があった場合における事業主の義務等） 
第十二条　事業主は、労働者からの介護休業申出があったときは、当該介

護休業申出を拒むことができない。 
２　第六条第一項ただし書及び第二項の規定は、労働者からの介護休業申

出があった場合について準用する。この場合において、同項中「前項た
だし書」とあるのは「第十二条第二項において準用する前項ただし書」
と、「前条第一項及び第三項」とあるのは「第十一条第一項」と読み替
えるものとする。 

３　事業主は、労働者からの介護休業申出があった場合において、当該介
護休業申出に係る介護休業開始予定日とされた日が当該介護休業申出が
あった日の翌日から起算して二週間を経過する日（以下この項において

「二週間経過日」という。）前の日であるときは、厚生労働省令で定める
ところにより、当該介護休業開始予定日とされた日から当該二週間経過
日までの間のいずれかの日を当該介護休業開始予定日として指定するこ
とができる。 

４　前二項の規定は、労働者が前条第四項に規定する介護休業申出をする
場合には、これを適用しない。 

（介護休業終了予定日の変更の申出） 
第十三条　第七条第三項の規定は、介護休業終了予定日の変更の申出につ

いて準用する。 
（介護休業申出の撤回等） 
第十四条　介護休業申出をした労働者は、当該介護休業申出に係る介護休

業開始予定日とされた日（第十二条第三項の規定による事業主の指定が
あった場合にあっては、当該事業主の指定した日。第三項において準用
する第八条第三項、次条第一項及び第二十三条第三項において同じ。）
の前日までは、当該介護休業申出を撤回することができる。 

２　前項の規定による介護休業申出の撤回がなされた場合において、当該
撤回に係る対象家族についての介護休業申出については、当該撤回後に
なされる最初の介護休業申出を除き、事業主は、第十二条第一項の規定
にかかわらず、これを拒むことができる。 

３　第八条第三項の規定は、介護休業申出について準用する。この場合に
おいて、同項中「子」とあるのは「対象家族」と、「養育」とあるのは

「介護」と読み替えるものとする。 
（介護休業期間） 
第十五条　介護休業申出をした労働者がその期間中は介護休業をすること

ができる期間（以下「介護休業期間」という。）は、当該介護休業申出
に係る介護休業開始予定日とされた日から介護休業終了予定日とされた
日（その日が当該介護休業開始予定日とされた日から起算して九十三日
から当該労働者の当該介護休業申出に係る対象家族についての介護休業
等日数を差し引いた日数を経過する日より後の日であるときは、当該経
過する日。第三項において同じ。）までの間とする。 

２　この条において、介護休業終了予定日とされた日とは、第十三条にお
いて準用する第七条第三項の規定により当該介護休業終了予定日が変更
された場合にあっては、その変更後の介護休業終了予定日とされた日を
いう。 

３　次の各号に掲げるいずれかの事情が生じた場合には、介護休業期間
は、第一項の規定にかかわらず、当該事情が生じた日（第二号に掲げる
事情が生じた場合にあっては、その前日）に終了する。 

一　介護休業終了予定日とされた日の前日までに、対象家族の死亡その他
の労働者が介護休業申出に係る対象家族を介護しないこととなった事由
として厚生労働省令で定める事由が生じたこと。 

二　介護休業終了予定日とされた日までに、介護休業申出をした労働者に
ついて、労働基準法第六十五条第一項 若しくは第二項 の規定により休
業する期間、育児休業期間又は新たな介護休業期間が始まったこと。 

４　第八条第三項後段の規定は、前項第一号の厚生労働省令で定める事由
が生じた場合について準用する。 

（準用） 
第十六条 　第十条の規定は、介護休業申出及び介護休業について準用す

る。 

　第四章　子の看護休暇 
（子の看護休暇の申出） 
第十六条の二　小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者は、

その事業主に申し出ることにより、一の年度において五労働日（その養
育する小学校就学の始期に達するまでの子が二人以上の場合にあって
は、十労働日）を限度として、負傷し、若しくは疾病にかかった当該子
の世話又は疾病の予防を図るために必要なものとして厚生労働省令で定
める当該子の世話を行うための休暇（以下この章において「子の看護休
暇」という。）を取得することができる。 

２　前項の規定による申出は、厚生労働省令で定めるところにより、子の
看護休暇を取得する日を明らかにして、しなければならない。 

３　第一項の年度は、事業主が別段の定めをする場合を除き、四月一日　
に始まり、翌年三月三十一日に終わるものとする。 

（子の看護休暇の申出があった場合における事業主の義務等） 
第十六条の三　事業主は、労働者からの前条第一項の規定による申出が

あったときは、当該申出を拒むことができない。 
２　第六条第一項ただし書及び第二項の規定は、労働者からの前条第一項

の規定による申出があった場合について準用する。この場合において、
第六条第一項第一号中「一年」とあるのは「六月」と、同条第二項中

「前項ただし書」とあるのは「第十六条の三第二項において準用する前
項ただし書」と、「前条第一項及び第三項」とあるのは「第十六条の二
第一項」と読み替えるものとする。 

（準用） 
第十六条の四　第十条の規定は、第十六条の二第一項の規定による申出及

び子の看護休暇について準用する。 
　
　第五章　介護休暇 

（介護休暇の申出） 
第十六条の五　要介護状態にある対象家族の介護その他の厚生労働省令で
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定める世話を行う労働者は、その事業主に申し出ることにより、一の年
度において五労働日（要介護状態にある対象家族が二人以上の場合に
あっては、十労働日）を限度として、当該世話を行うための休暇（以下

「介護休暇」という。）を取得することができる。 
２　前項の規定による申出は、厚生労働省令で定めるところにより、当該

申出に係る対象家族が要介護状態にあること及び介護休暇を取得する日
を明らかにして、しなければならない。 

３　第一項の年度は、事業主が別段の定めをする場合を除き、四月一日に
始まり、翌年三月三十一日に終わるものとする。 

（介護休暇の申出があった場合における事業主の義務等） 
第十六条の六　事業主は、労働者からの前条第一項の規定による申出が

あったときは、当該申出を拒むことができない。 
２　第六条第一項ただし書及び第二項の規定は、労働者からの前条第一項

の規定による申出があった場合について準用する。この場合において、
第六条第一項第一号中「一年」とあるのは「六月」と、同条第二項中

「前項ただし書」とあるのは「第十六条の六第二項において準用する前
項ただし書」と、「前条第一項及び第三項」とあるのは「第十六条の五
第一項」と読み替えるものとする。 

（準用） 
第十六条の七　第十条の規定は、第十六条の五第一項の規定による申出及

び介護休暇について準用する。 
　
　第六章　所定外労働の制限 
第十六条の八　事業主は、三歳に満たない子を養育する労働者であって、

当該事業主と当該労働者が雇用される事業所の労働者の過半数で組織す
る労働組合があるときはその労働組合、その事業所の労働者の過半数で
組織する労働組合がないときはその労働者の過半数を代表する者との書
面による協定で、次に掲げる労働者のうちこの項本文の規定による請求
をできないものとして定められた労働者に該当しない労働者が当該子を
養育するために請求した場合においては、所定労働時間を超えて労働さ
せてはならない。ただし、事業の正常な運営を妨げる場合は、この限り
でない。 

一　当該事業主に引き続き雇用された期間が一年に満たない労働者 
二　前号に掲げるもののほか、当該請求をできないこととすることについ

て合理的な理由があると認められる労働者として厚生労働省令で定める
もの 

２　前項の規定による請求は、厚生労働省令で定めるところにより、その
期間中は所定労働時間を超えて労働させてはならないこととなる一の期
間（一月以上一年以内の期間に限る。第四項において「制限期間」とい
う。）について、その初日（以下この条において「制限開始予定日」と
いう。）及び末日（第四項において「制限終了予定日」という。）とする
日を明らかにして、制限開始予定日の一月前までにしなければならな
い。この場合において、この項前段に規定する制限期間については、第
十七条第二項前段に規定する制限期間と重複しないようにしなければな
らない。 

３　第一項の規定による請求がされた後制限開始予定日とされた日の前日
までに、子の死亡その他の労働者が当該請求に係る子の養育をしないこ
ととなった事由として厚生労働省令で定める事由が生じたときは、当該
請求は、されなかったものとみなす。この場合において、労働者は、そ
の事業主に対して、当該事由が生じた旨を遅滞なく通知しなければなら
ない。 

４　次の各号に掲げるいずれかの事情が生じた場合には、制限期間は、当
該事情が生じた日（第三号に掲げる事情が生じた場合にあっては、その
前日）に終了する。 

一　制限終了予定日とされた日の前日までに、子の死亡その他の労働者が
第一項の規定による請求に係る子を養育しないこととなった事由として
厚生労働省令で定める事由が生じたこと。 

二　制限終了予定日とされた日の前日までに、第一項の規定による請求に
係る子が三歳に達したこと。 

三　制限終了予定日とされた日までに、第一項の規定による請求をした労
働者について、労働基準法第六十五条第一項 若しくは第二項 の規定に
より休業する期間、育児休業期間又は介護休業期間が始まったこと。 

５　第三項後段の規定は、前項第一号の厚生労働省令で定める事由が生じ
た場合について準用する。 

第十六条の九　事業主は、労働者が前条第一項の規定による請求をし、又
は同項の規定により当該事業主が当該請求をした労働者について所定労
働時間を超えて労働させてはならない場合に当該労働者が所定労働時間
を超えて労働しなかったことを理由として、当該労働者に対して解雇そ
の他不利益な取扱いをしてはならない。 

　
　第七章　時間外労働の制限 
第十七条　事業主は、労働基準法第三十六条第一項 本文の規定により同

項 に規定する労働時間（以下この条において単に「労働時間」という。）
を延長することができる場合において、小学校就学の始期に達するまで
の子を養育する労働者であって次の各号のいずれにも該当しないものが
当該子を養育するために請求したときは、制限時間（一月について
二十四時間、一年について百五十時間をいう。次項及び第十八条の二に
おいて同じ。）を超えて労働時間を延長してはならない。ただし、事業
の正常な運営を妨げる場合は、この限りでない。 

一　当該事業主に引き続き雇用された期間が一年に満たない労働者 
二　前号に掲げるもののほか、当該請求をできないこととすることについ

て合理的な理由があると認められる労働者として厚生労働省令で定める
もの 

２　前項の規定による請求は、厚生労働省令で定めるところにより、その
期間中は制限時間を超えて労働時間を延長してはならないこととなる一
の期間（一月以上一年以内の期間に限る。第四項において「制限期間」
という。）について、その初日（以下この条において「制限開始予定日」
という。）及び末日（第四項において「制限終了予定日」という。）とす
る日を明らかにして、制限開始予定日の一月前までにしなければならな
い。この場合において、この項前段に規定する制限期間については、第

十六条の八第二項前段に規定する制限期間と重複しないようにしなけれ
ばならない。 

３　第一項の規定による請求がされた後制限開始予定日とされた日の前日
までに、子の死亡その他の労働者が当該請求に係る子の養育をしないこ
ととなった事由として厚生労働省令で定める事由が生じたときは、当該
請求は、されなかったものとみなす。この場合において、労働者は、そ
の事業主に対して、当該事由が生じた旨を遅滞なく通知しなければなら
ない。 

４　次の各号に掲げるいずれかの事情が生じた場合には、制限期間は、当
該事情が生じた日（第三号に掲げる事情が生じた場合にあっては、その
前日）に終了する。 

一　制限終了予定日とされた日の前日までに、子の死亡その他の労働者が
第一項の規定による請求に係る子を養育しないこととなった事由として
厚生労働省令で定める事由が生じたこと。 

二　制限終了予定日とされた日の前日までに、第一項の規定による請求に
係る子が小学校就学の始期に達したこと。 

三　制限終了予定日とされた日までに、第一項の規定による請求をした労
働者について、労働基準法第六十五条第一項 若しくは第二項 の規定に
より休業する期間、育児休業期間又は介護休業期間が始まったこと。 

５　第三項後段の規定は、前項第一号の厚生労働省令で定める事由が生じ
た場合について準用する。 

第十八条　前条第一項、第二項、第三項及び第四項（第二号を除く。）の
規定は、要介護状態にある対象家族を介護する労働者について準用す
る。この場合において、同条第一項中「当該子を養育する」とあるのは

「当該対象家族を介護する」と、同条第三項及び第四項第一号中「子」
とあるのは「対象家族」と、「養育」とあるのは「介護」と読み替える
ものとする。 

２　前条第三項後段の規定は、前項において準用する同条第四項第一号の
厚生労働省令で定める事由が生じた場合について準用する。 

第十八条の二　事業主は、労働者が第十七条第一項（前条第一項において
準用する場合を含む。以下この条において同じ。）の規定による請求を
し、又は第十七条第一項の規定により当該事業主が当該請求をした労働
者について制限時間を超えて労働時間を延長してはならない場合に当該
労働者が制限時間を超えて労働しなかったことを理由として、当該労働
者に対して解雇その他不利益な取扱いをしてはならない。 

　
　第八章　深夜業の制限 
第十九条　事業主は、小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働

者であって次の各号のいずれにも該当しないものが当該子を養育するた
めに請求した場合においては、午後十時から午前五時までの間（以下こ
の条及び第二十条の二において「深夜」という。）において労働させて
はならない。ただし、事業の正常な運営を妨げる場合は、この限りでな
い。 

一　当該事業主に引き続き雇用された期間が一年に満たない労働者 
二　当該請求に係る深夜において、常態として当該子を保育することがで

きる当該子の同居の家族その他の厚生労働省令で定める者がいる場合に
おける当該労働者 

三　前二号に掲げるもののほか、当該請求をできないこととすることにつ
いて合理的な理由があると認められる労働者として厚生労働省令で定め
るもの 

２　前項の規定による請求は、厚生労働省令で定めるところにより、その
期間中は深夜において労働させてはならないこととなる一の期間（一月
以上六月以内の期間に限る。第四項において「制限期間」という。）に
ついて、その初日（以下この条において「制限開始予定日」という。）
及び末日（同項において「制限終了予定日」という。）とする日を明ら
かにして、制限開始予定日の一月前までにしなければならない。 

３　第一項の規定による請求がされた後制限開始予定日とされた日の前日
までに、子の死亡その他の労働者が当該請求に係る子の養育をしないこ
ととなった事由として厚生労働省令で定める事由が生じたときは、当該
請求は、されなかったものとみなす。この場合において、労働者は、そ
の事業主に対して、当該事由が生じた旨を遅滞なく通知しなければなら
ない。 

４　次の各号に掲げるいずれかの事情が生じた場合には、制限期間は、当
該事情が生じた日（第三号に掲げる事情が生じた場合にあっては、その
前日）に終了する。 

一　制限終了予定日とされた日の前日までに、子の死亡その他の労働者が
第一項の規定による請求に係る子を養育しないこととなった事由として
厚生労働省令で定める事由が生じたこと。 

二　制限終了予定日とされた日の前日までに、第一項の規定による請求に
係る子が小学校就学の始期に達したこと。 

三　制限終了予定日とされた日までに、第一項の規定による請求をした労
働者について、労働基準法第六十五条第一項 若しくは第二項 の規定に
より休業する期間、育児休業期間又は介護休業期間が始まったこと。 

５　第三項後段の規定は、前項第一号の厚生労働省令で定める事由が生じ
た場合について準用する。 

第二十条　前条第一項から第三項まで及び第四項（第二号を除く。）の規
定は、要介護状態にある対象家族を介護する労働者について準用する。
この場合において、同条第一項中「当該子を養育する」とあるのは「当
該対象家族を介護する」と、同項第二号中「子」とあるのは「対象家
族」と、「保育」とあるのは「介護」と、同条第三項及び第四項第一号
中「子」とあるのは「対象家族」と、「養育」とあるのは「介護」と読
み替えるものとする。 

２　前条第三項後段の規定は、前項において準用する同条第四項第一号の
厚生労働省令で定める事由が生じた場合について準用する。 

第二十条の二　事業主は、労働者が第十九条第一項（前条第一項において
準用する場合を含む。以下この条において同じ。）の規定による請求を
し、又は第十九条第一項の規定により当該事業主が当該請求をした労働
者について深夜において労働させてはならない場合に当該労働者が深夜
において労働しなかったことを理由として、当該労働者に対して解雇そ
の他不利益な取扱いをしてはならない。 
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　　第九章　事業主が講ずべき措置 
（育児休業等に関する定めの周知等の措置） 
第二十一条　事業主は、育児休業及び介護休業に関して、あらかじめ、次

に掲げる事項を定めるとともに、これを労働者に周知させるための措置
を講ずるよう努めなければならない。 

一　労働者の育児休業及び介護休業中における待遇に関する事項 
二　育児休業及び介護休業後における賃金、配置その他の労働条件に関す

る事項 
三　前二号に掲げるもののほか、厚生労働省令で定める事項 
２　事業主は、労働者が育児休業申出又は介護休業申出をしたときは、厚

生労働省令で定めるところにより、当該労働者に対し、前項各号に掲げ
る事項に関する当該労働者に係る取扱いを明示するよう努めなければな
らない。 

（雇用管理等に関する措置） 
第二十二条　事業主は、育児休業申出及び介護休業申出並びに育児休業及

び介護休業後における就業が円滑に行われるようにするため、育児休業
又は介護休業をする労働者が雇用される事業所における労働者の配置そ
の他の雇用管理、育児休業又は介護休業をしている労働者の職業能力の
開発及び向上等に関して、必要な措置を講ずるよう努めなければならな
い。 

（所定労働時間の短縮措置等） 
第二十三条　事業主は、その雇用する労働者のうち、その三歳に満たない

子を養育する労働者であって育児休業をしていないもの（一日の所定労
働時間が短い労働者として厚生労働省令で定めるものを除く。）に関し
て、厚生労働省令で定めるところにより、労働者の申出に基づき所定労
働時間を短縮することにより当該労働者が就業しつつ当該子を養育する
ことを容易にするための措置（以下「所定労働時間の短縮措置」とい
う。）を講じなければならない。ただし、当該事業主と当該労働者が雇
用される事業所の労働者の過半数で組織する労働組合があるときはその
労働組合、その事業所の労働者の過半数で組織する労働組合がないとき
はその労働者の過半数を代表する者との書面による協定で、次に掲げる
労働者のうち所定労働時間の短縮措置を講じないものとして定められた
労働者に該当する労働者については、この限りでない。 

一　当該事業主に引き続き雇用された期間が一年に満たない労働者 
二　前号に掲げるもののほか、所定労働時間の短縮措置を講じないことと

することについて合理的な理由があると認められる労働者として厚生労
働省令で定めるもの 

三　前二号に掲げるもののほか、業務の性質又は業務の実施体制に照らし
て、所定労働時間の短縮措置を講ずることが困難と認められる業務に従
事する労働者 

２　事業主は、その雇用する労働者のうち、前項ただし書の規定により同
項第三号に掲げる労働者であってその三歳に満たない子を養育するもの
について所定労働時間の短縮措置を講じないこととするときは、当該労
働者に関して、厚生労働省令で定めるところにより、労働者の申出に基
づく育児休業に関する制度に準ずる措置又は労働基準法第三十二条の三 
の規定により労働させることその他の当該労働者が就業しつつ当該子を
養育することを容易にするための措置（第二十四条第一項において「始
業時刻変更等の措置」という。）を講じなければならない。 

３ 　事業主は、その雇用する労働者のうち、その要介護状態にある対象
家族を介護する労働者に関して、厚生労働省令で定めるところにより、
労働者の申出に基づく連続する九十三日の期間（当該労働者の雇入れの
日から当該連続する期間の初日の前日までの期間における介護休業等日
数が一以上である場合にあっては、九十三日から当該介護休業等日数を
差し引いた日数の期間とし、当該労働者が当該対象家族の当該要介護状
態について介護休業をしたことがある場合にあっては、当該連続する期
間は、当該対象家族の当該要介護状態について開始された最初の介護休
業に係る介護休業開始予定日とされた日から起算した連続する期間のう
ち当該労働者が介護休業をしない期間とする。）以上の期間における所
定労働時間の短縮その他の当該労働者が就業しつつその要介護状態にあ
る対象家族を介護することを容易にするための措置を講じなければなら
ない。 

第二十三条の二　事業主は、労働者が前条の規定による申出をし、又は同
条の規定により当該労働者に措置が講じられたことを理由として、当該
労働者に対して解雇その他不利益な取扱いをしてはならない。 

（小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者等に関する措置） 
第二十四条　事業主は、その雇用する労働者のうち、その小学校就学の始

期に達するまでの子を養育する労働者に関して、次の各号に掲げる当該
労働者の区分に応じ当該各号に定める制度又は措置に準じて、それぞれ
必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

一　その一歳（当該労働者が第五条第三項の規定による申出をすることが
できる場合にあっては、一歳六か月。次号において同じ。）に満たない
子を養育する労働者（第二十三条第二項に規定する労働者を除く。同号
において同じ。）で育児休業をしていないもの　始業時刻変更等の措置 

二　その一歳から三歳に達するまでの子を養育する労働者　育児休業に関
する制度又は始業時刻変更等の措置 

三　その三歳から小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者　
育児休業に関する制度、第六章の規定による所定外労働の制限に関する
制度、所定労働時間の短縮措置又は始業時刻変更等の措置 

２　事業主は、その雇用する労働者のうち、その家族を介護する労働者に
関して、介護休業若しくは介護休暇に関する制度又は第二十三条第三項
に定める措置に準じて、その介護を必要とする期間、回数等に配慮した
必要な措置を講ずるように努めなければならない。 

第二十五条 　削除 
（労働者の配置に関する配慮） 
第二十六条　事業主は、その雇用する労働者の配置の変更で就業の場所の

変更を伴うものをしようとする場合において、その就業の場所の変更に
より就業しつつその子の養育又は家族の介護を行うことが困難となるこ
ととなる労働者がいるときは、当該労働者の子の養育又は家族の介護の
状況に配慮しなければならない。 

（再雇用特別措置等） 
第二十七条　事業主は、妊娠、出産若しくは育児又は介護を理由として退

職した者（以下「育児等退職者」という。）について、必要に応じ、再
雇用特別措置（育児等退職者であって、その退職の際に、その就業が可
能となったときに当該退職に係る事業の事業主に再び雇用されることの
希望を有する旨の申出をしていたものについて、当該事業主が、労働者
の募集又は採用に当たって特別の配慮をする措置をいう。第三十条及び
第三十九条第一項第一号において同じ。）その他これに準ずる措置を実
施するよう努めなければならない。 

（指針） 
第二十八条　厚生労働大臣は、第二十一条から前条までの規定に基づき事

業主が講ずべき措置及び子の養育又は家族の介護を行い、又は行うこと
となる労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするため
に事業主が講ずべきその他の措置に関して、その適切かつ有効な実施を
図るための指針となるべき事項を定め、これを公表するものとする。 

（職業家庭両立推進者） 
第二十九条　事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、第二十一条

から第二十七条までに定める措置及び子の養育又は家族の介護を行い、
又は行うこととなる労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるよ
うにするために講ずべきその他の措置の適切かつ有効な実施を図るため
の業務を担当する者を選任するように努めなければならない。 

　
　第十章　対象労働者等に対する支援措置 
　　第一節　国等による援助 

（事業主等に対する援助） 
第三十条　国は、子の養育又は家族の介護を行い、又は行うこととなる労

働者（以下「対象労働者」という。）及び育児等退職者（以下「対象労
働者等」と総称する。）の雇用の継続、再就職の促進その他これらの者
の福祉の増進を図るため、事業主、事業主の団体その他の関係者に対し
て、対象労働者の雇用される事業所における雇用管理、再雇用特別措置
その他の措置についての相談及び助言、給付金の支給その他の必要な援
助を行うことができる。 

（相談、講習等） 
第三十一条　国は、対象労働者に対して、その職業生活と家庭生活との両

立の促進等に資するため、必要な指導、相談、講習その他の措置を講ず
るものとする。 

２　地方公共団体は、国が講ずる前項の措置に準じた措置を講ずるように
努めなければならない。 

（再就職の援助） 
第三十二条　国は、育児等退職者に対して、その希望するときに再び雇用

の機会が与えられるようにするため、職業指導、職業紹介、職業能力の
再開発の措置その他の措置が効果的に関連して実施されるように配慮す
るとともに、育児等退職者の円滑な再就職を図るため必要な援助を行う
ものとする。 

（職業生活と家庭生活との両立に関する理解を深めるための措置） 
第三十三条　国は、対象労働者等の職業生活と家庭生活との両立を妨げて

いる職場における慣行その他の諸要因の解消を図るため、対象労働者等
の職業生活と家庭生活との両立に関し、事業主、労働者その他国民一般
の理解を深めるために必要な広報活動その他の措置を講ずるものとす
る。 

（勤労者家庭支援施設） 
第三十四条　地方公共団体は、必要に応じ、勤労者家庭支援施設を設置す

るように努めなければならない。 
２　勤労者家庭支援施設は、対象労働者等に対して、職業生活と家庭生活

との両立に関し、各種の相談に応じ、及び必要な指導、講習、実習等を
行い、並びに休養及びレクリエーションのための便宜を供与する等対象
労働者等の福祉の増進を図るための事業を総合的に行うことを目的とす
る施設とする。 

３　厚生労働大臣は、勤労者家庭支援施設の設置及び運営についての望ま
しい基準を定めるものとする。 

４　国は、地方公共団体に対して、勤労者家庭支援施設の設置及び運営に
関し必要な助言、指導その他の援助を行うことができる。 

（勤労者家庭支援施設指導員） 
第三十五条　勤労者家庭支援施設には、対象労働者等に対する相談及び指

導の業務を担当する職員（次項において「勤労者家庭支援施設指導員」
という。）を置くように努めなければならない。 

２　勤労者家庭支援施設指導員は、その業務について熱意と識見を有し、
かつ、厚生労働大臣が定める資格を有する者のうちから選任するものと
する。 

　　第二節　指定法人 
（指定等） 
第三十六条　厚生労働大臣は、対象労働者等の福祉の増進を図ることを目

的とする一般社団法人又は一般財団法人であって、第三十八条に規定す
る業務に関し次に掲げる基準に適合すると認められるものを、その申請
により、全国に一を限って、同条に規定する業務を行う者として指定す
ることができる。 

一　職員、業務の方法その他の事項についての業務の実施に関する計画が
適正なものであり、かつ、その計画を確実に遂行するに足りる経理的及
び技術的な基礎を有すると認められること。 

二　前号に定めるもののほか、業務の運営が適正かつ確実に行われ、対象
労働者等の福祉の増進に資すると認められること。 

２　厚生労働大臣は、前項の規定による指定をしたときは、同項の規定に
よる指定を受けた者（以下「指定法人」という。）の名称及び住所並び
に事務所の所在地を公示しなければならない。 

３　指定法人は、その名称及び住所並びに事務所の所在地を変更しようと
するときは、あらかじめ、その旨を厚生労働大臣に届け出なければなら
ない。 

４　厚生労働大臣は、前項の規定による届出があったときは、当該届出に
係る事項を公示しなければならない。 
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（指定の条件） 
第三十七条　前条第一項の規定による指定には、条件を付け、及びこれを

変更することができる。 
２　前項の条件は、当該指定に係る事項の確実な実施を図るために必要な

最小限度のものに限り、かつ、当該指定を受ける者に不当な義務を課す
ることとなるものであってはならない。 

（業務） 
第三十八条　指定法人は、次に掲げる業務を行うものとする。 
一　対象労働者等の職業生活及び家庭生活に関する情報及び資料を総合的

に収集し、並びに対象労働者等、事業主その他の関係者に対して提供す
ること。 

二　次条第一項に規定する業務を行うこと。 
三　前二号に掲げるもののほか、対象労働者等の福祉の増進を図るために

必要な業務を行うこと。 
（指定法人による福祉関係業務の実施） 
第三十九条　厚生労働大臣は、指定法人を指定したときは、指定法人に第

三十条から第三十四条までに規定する国の行う業務のうち次に掲げる業
務（以下「福祉関係業務」という。）の全部又は一部を行わせるものと
する。 

一　対象労働者の雇用管理及び再雇用特別措置に関する技術的事項につい
て、事業主その他の関係者に対し、相談その他の援助を行うこと。 

二　第三十条の給付金であって厚生労働省令で定めるものを支給するこ
と。 

三　対象労働者に対し、その職業生活と家庭生活との両立に関して必要な
相談、講習その他の援助を行うこと。 

四　前三号に掲げるもののほか、対象労働者等の雇用の継続、再就職の促
進その他これらの者の福祉の増進を図るために必要な業務を行うこと。 

２　前項第二号の給付金の支給要件及び支給額は、厚生労働省令で定めな
ければならない。 

３　指定法人は、福祉関係業務の全部又は一部を開始する際、当該業務の
種類ごとに、当該業務を開始する日及び当該業務を行う事務所の所在地
を厚生労働大臣に届け出なければならない。指定法人が当該業務を行う
事務所の所在地を変更しようとするときも、同様とする。 

４　厚生労働大臣は、第一項の規定により指定法人に行わせる福祉関係業
務の種類及び前項の規定による届出に係る事項を公示しなければならな
い。 

（業務規程の認可） 
第四十条　指定法人は、福祉関係業務を行うときは、当該業務の開始前

に、当該業務の実施に関する規程（以下「業務規程」という。）を作成
し、厚生労働大臣の認可を受けなければならない。これを変更しようと
するときも、同様とする。 

２　厚生労働大臣は、前項の認可をした業務規程が福祉関係業務の適正か
つ確実な実施上不適当となったと認めるときは、その業務規程を変更す
べきことを命ずることができる。 

３　業務規程に記載すべき事項は、厚生労働省令で定める。 
（福祉関係給付金の支給に係る厚生労働大臣の認可） 
第四十一条　指定法人は、福祉関係業務のうち第三十九条第一項第二号に

係る業務（次条及び第四十八条において「給付金業務」という。）を行
う場合において、自ら同号の給付金の支給を受けようとするときは、厚
生労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣の認可を受けなければ
ならない。 

（報告） 
第四十二条　指定法人は、給付金業務を行う場合において当該業務に関し

必要があると認めるときは、事業主に対し、必要な事項について報告を
求めることができる。 

（事業計画等） 
第四十三条　指定法人は、毎事業年度、厚生労働省令で定めるところによ

り、事業計画書及び収支予算書を作成し、厚生労働大臣の認可を受けな
ければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。 

２　指定法人は、厚生労働省令で定めるところにより、毎事業年度終了
後、事業報告書、貸借対照表、収支決算書及び財産目録を作成し、厚生
労働大臣に提出し、その承認を受けなければならない。 

（区分経理） 
第四十四条　指定法人は、福祉関係業務を行う場合には、福祉関係業務に

係る経理とその他の業務に係る経理とを区分して整理しなければならな
い。 

（交付金） 
第四十五条　国は、予算の範囲内において、指定法人に対し、福祉関係業

務に要する費用の全部又は一部に相当する金額を交付することができ
る。 

（厚生労働省令への委任） 
第四十六条　この節に定めるもののほか、指定法人が福祉関係業務を行う

場合における指定法人の財務及び会計に関し必要な事項は、厚生労働省
令で定める。 

（役員の選任及び解任） 
第四十七条　指定法人の役員の選任及び解任は、厚生労働大臣の認可を受

けなければ、その効力を生じない。 
２　指定法人の役員が、この節の規定（当該規定に基づく命令及び処分を

含む。）若しくは第四十条第一項の規定により認可を受けた業務規程に
違反する行為をしたとき、又は第三十八条に規定する業務に関し著しく
不適当な行為をしたときは、厚生労働大臣は、指定法人に対し、その役
員を解任すべきことを命ずることができる。 

（役員及び職員の公務員たる性質） 
第四十八条　給付金業務に従事する指定法人の役員及び職員は、刑法 （明

治四十年法律第四十五号）その他の罰則の適用については、法令により
公務に従事する職員とみなす。 

（報告及び検査） 
第四十九条　厚生労働大臣は、第三十八条に規定する業務の適正な運営を

確保するために必要な限度において、指定法人に対し、同条に規定する
業務若しくは資産の状況に関し必要な報告をさせ、又は所属の職員に、

指定法人の事務所に立ち入り、業務の状況若しくは帳簿、書類その他の
物件を検査させることができる。 

２　前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携
帯し、関係者に提示しなければならない。 

３　第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められた
ものと解釈してはならない。 

（監督命令） 
第五十条　厚生労働大臣は、この節の規定を施行するために必要な限度に

おいて、指定法人に対し、第三十八条に規定する業務に関し監督上必要
な命令をすることができる。 

（指定の取消し等） 
第五十一条　厚生労働大臣は、指定法人が次の各号のいずれかに該当する

ときは、第三十六条第一項の規定による指定（以下「指定」という。）
を取り消し、又は期間を定めて第三十八条に規定する業務の全部若しく
は一部の停止を命ずることができる。 

一　第三十八条に規定する業務を適正かつ確実に実施することができない
と認められるとき。 

二　指定に関し不正の行為があったとき。 
三　この節の規定又は当該規定に基づく命令若しくは処分に違反したと

き。 
四　第三十七条第一項の条件に違反したとき。 
五　第四十条第一項の規定により認可を受けた業務規程によらないで福祉

関係業務を行ったとき。 
２　厚生労働大臣は、前項の規定により、指定を取り消し、又は第三十八

条に規定する業務の全部若しくは一部の停止を命じたときは、その旨を
公示しなければならない。 

（厚生労働大臣による福祉関係業務の実施） 
第五十二条　厚生労働大臣は、前条第一項の規定により、指定を取り消

し、若しくは福祉関係業務の全部若しくは一部の停止を命じたとき、又
は指定法人が福祉関係業務を行うことが困難となった場合において必要
があると認めるときは、当該福祉関係業務を自ら行うものとする。 

２　厚生労働大臣は、前項の規定により福祉関係業務を行うものとし、又
は同項の規定により行っている福祉関係業務を行わないものとするとき
は、あらかじめ、その旨を公示しなければならない。 

３　厚生労働大臣が、第一項の規定により福祉関係業務を行うものとし、
又は同項の規定により行っている福祉関係業務を行わないものとする場
合における当該福祉関係業務の引継ぎその他の必要な事項は、厚生労働
省令で定める。 

　
　第十一章　紛争の解決 
　　第一節　紛争の解決の援助 

（苦情の自主的解決） 
第五十二条の二　事業主は、第二章から第八章まで、第二十三条、第

二十三条の二及び第二十六条に定める事項に関し、労働者から苦情の申
出を受けたときは、苦情処理機関（事業主を代表する者及び当該事業所
の労働者を代表する者を構成員とする当該事業所の労働者の苦情を処理
するための機関をいう。）に対し当該苦情の処理をゆだねる等その自主
的な解決を図るように努めなければならない。 

（紛争の解決の促進に関する特例） 
第五十二条の三　前条の事項についての労働者と事業主との間の紛争につ

いては、個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律 （平成十三年法律
第百十二号）第四条 、第五条及び第十二条から第十九条までの規定は
適用せず、次条から第五十二条の六までに定めるところによる。 

（紛争の解決の援助） 
第五十二条の四　都道府県労働局長は、前条に規定する紛争に関し、当該

紛争の当事者の双方又は一方からその解決につき援助を求められた場合
には、当該紛争の当事者に対し、必要な助言、指導又は勧告をすること
ができる。 

２　事業主は、労働者が前項の援助を求めたことを理由として、当該労働
者に対して解雇その他不利益な取扱いをしてはならない。 

　　　第二節　調停 
（調停の委任） 
第五十二条の五　都道府県労働局長は、第五十二条の三に規定する紛争に

ついて、当該紛争の当事者の双方又は一方から調停の申請があった場合
において当該紛争の解決のために必要があると認めるときは、個別労働
関係紛争の解決の促進に関する法律第六条第一項 の紛争調整委員会に
調停を行わせるものとする。 

２　前条第二項の規定は、労働者が前項の申請をした場合について準用す
る。 

（調停） 
第五十二条の六　雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等

に関する法律 （昭和四十七年法律第百十三号）第十九条 、第二十条第
一項及び第二十一条から第二十六条までの規定は、前条第一項の調停の
手続について準用する。この場合において、同法第十九条第一項 中「前
条第一項」とあるのは「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う
労働者の福祉に関する法律第五十二条の五第一項」と、同法第二十条第
一項中「関係当事者」とあるのは「関係当事者又は関係当事者と同一の
事業所に雇用される労働者その他の参考人」と、同法第二十五条第一項
中「第十八条第一項」とあるのは「育児休業、介護休業等育児又は家族
介護を行う労働者の福祉に関する法律第五十二条の五第一項」と読み替
えるものとする。 

　　第十二章　雑則 
（育児休業等取得者の業務を処理するために必要な労働者の募集の特例） 
第五十三条　認定中小企業団体の構成員たる中小企業者が、当該認定中小

企業団体をして育児休業又は介護休業（これらに準ずる休業を含む。以
下この項において同じ。）をする労働者の当該育児休業又は介護休業を
する期間について当該労働者の業務を処理するために必要な労働者の募
集を行わせようとする場合において、当該認定中小企業団体が当該募集
に従事しようとするときは、職業安定法 （昭和二十二年法律第百四十一
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号）第三十六条第一項 及び第三項 の規定は、当該構成員たる中小企業
者については、適用しない。 

２　この条及び次条において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号
に定めるところによる。 

一　中小企業者　中小企業における労働力の確保及び良好な雇用の機会の
創出のための雇用管理の改善の促進に関する法律 （平成三年法律第
五十七号）第二条第一項 に規定する中小企業者をいう。 

二　認定中小企業団体　中小企業における労働力の確保及び良好な雇用の
機会の創出のための雇用管理の改善の促進に関する法律第二条第二項 
に規定する事業協同組合等であって、その構成員たる中小企業者に対
し、第二十二条の事業主が講ずべき措置その他に関する相談及び援助を
行うものとして、当該事業協同組合等の申請に基づき厚生労働大臣がそ
の定める基準により適当であると認定したものをいう。 

３　厚生労働大臣は、認定中小企業団体が前項第二号の相談及び援助を行
うものとして適当でなくなったと認めるときは、同号の認定を取り消す
ことができる。 

４　第一項の認定中小企業団体は、当該募集に従事しようとするときは、
厚生労働省令で定めるところにより、募集時期、募集人員、募集地域そ
の他の労働者の募集に関する事項で厚生労働省令で定めるものを厚生労
働大臣に届け出なければならない。 

５　職業安定法第三十七条第二項 の規定は前項の規定による届出があっ
た場合について、同法第五条の三第一項 及び第三項 、第五条の四、第
三十九条、第四十一条第二項、第四十八条の三、第四十八条の四、第
五十条第一項及び第二項並びに第五十一条の二の規定は前項の規定によ
る届出をして労働者の募集に従事する者について、同法第四十条 の規
定は同項の規定による届出をして労働者の募集に従事する者に対する報
酬の供与について、同法第五十条第三項 及び第四項 の規定はこの項 に
おいて準用する同条第二項 に規定する職権を行う場合について準用す
る。この場合において、同法第三十七条第二項 中「労働者の募集を行
おうとする者」とあるのは「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を
行う労働者の福祉に関する法律第五十三条第四項の規定による届出をし
て労働者の募集に従事しようとする者」と、同法第四十一条第二項中

「当該労働者の募集の業務の廃止を命じ、又は期間」とあるのは「期間」
と読み替えるものとする。 

６　職業安定法第三十六条第二項 及び第四十二条の二 の規定の適用につ
いては、同法第三十六条第二項 中「前項の」とあるのは「被用者以外
の者をして労働者の募集に従事させようとする者がその被用者以外の者
に与えようとする」と、同法第四十二条の二 中「第三十九条 に規定す
る募集受託者」とあるのは「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を
行う労働者の福祉に関する法律第五十三条第四項の規定による届出をし
て労働者の募集に従事する者」とする。 

７　厚生労働大臣は、認定中小企業団体に対し、第二項第二号の相談及び
援助の実施状況について報告を求めることができる。 

第五十四条　公共職業安定所は、前条第四項の規定により労働者の募集に
従事する認定中小企業団体に対して、雇用情報、職業に関する調査研究
の成果等を提供し、かつ、これに基づき当該募集の内容又は方法につい
て指導することにより、当該募集の効果的かつ適切な実施の促進に努め
なければならない。 

（調査等） 
第五十五条　厚生労働大臣は、対象労働者等の職業生活と家庭生活との両

立の促進等に資するため、これらの者の雇用管理、職業能力の開発及び
向上その他の事項に関し必要な調査研究を実施するものとする。 

２　厚生労働大臣は、この法律の施行に関し、関係行政機関の長に対し
て、資料の提供その他必要な協力を求めることができる。 

３　厚生労働大臣は、この法律の施行に関し、都道府県知事から必要な調
査報告を求めることができる。 

（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告） 
第五十六条　厚生労働大臣は、この法律の施行に関し必要があると認める

ときは、事業主に対して、報告を求め、又は助言、指導若しくは勧告を
することができる。 

（公表） 
第五十六条の二　厚生労働大臣は、第六条第一項（第十二条第二項、第

十六条の三第二項及び第十六条の六第二項において準用する場合を含
む。）、第十条（第十六条、第十六条の四及び第十六条の七において準用
する場合を含む。）、第十二条第一項、第十六条の三第一項、第十六条の
六第一項、第十六条の八第一項、第十六条の九、第十七条第一項（第
十八条第一項において準用する場合を含む。）、第十八条の二、第十九条
第一項（第二十条第一項において準用する場合を含む。）、第二十条の
二、第二十三条、第二十三条の二、第二十六条又は第五十二条の四第二
項（第五十二条の五第二項において準用する場合を含む。）の規定に違
反している事業主に対し、前条の規定による勧告をした場合において、
その勧告を受けた者がこれに従わなかったときは、その旨を公表するこ
とができる。 

（労働政策審議会への諮問） 
第五十七条　厚生労働大臣は、第二条第三号から第五号まで、第五条第二

項及び第三項第二号、第六条第一項第二号（第十二条第二項、第十六条
の三第二項及び第十六条の六第二項において準用する場合を含む。）及
び第三項、第七条第二項及び第三項（第十三条において準用する場合を
含む。）、第八条第二項及び第三項（第十四条第三項において準用する場
合を含む。）、第九条第二項第一号、第十一条第二項第一号及び第二号
ロ、第十二条第三項、第十五条第三項第一号、第十六条の二第一項、第
十六条の五第一項、第十六条の八第一項第二号、第三項及び第四項第一
号、第十七条第一項第二号、第三項及び第四項第一号（これらの規定を
第十八条第一項において準用する場合を含む。）、第十九条第一項第二号
及び第三号、第三項並びに第四項第一号（これらの規定を第二十条第一
項において準用する場合を含む。）、第二十三条並びに第三十九条第一項
第二号及び第二項の厚生労働省令の制定又は改正の立案をしようとする
とき、第二十八条の指針を策定しようとするとき、その他この法律の施
行に関する重要事項について決定しようとするときは、あらかじめ、労
働政策審議会の意見を聴かなければならない。 

（権限の委任） 
第五十八条　この法律に定める厚生労働大臣の権限は、厚生労働省令で定

めるところにより、その一部を都道府県労働局長に委任することができ
る。 

（厚生労働省令への委任） 
第五十九条　この法律に定めるもののほか、この法律の実施のために必要

な手続その他の事項は、厚生労働省令で定める。 
（船員に関する特例） 
第六十条　第六章、第七章、第十章第二節、第五十二条の六から第五十四

条まで及び第六十二条から第六十七条までの規定は、船員職業安定法 
（昭和二十三年法律第百三十号）第六条第一項 に規定する船員になろう
とする者及び船員法 （昭和二十二年法律第百号）の適用を受ける船員

（次項において「船員等」という。）に関しては、適用しない。 
２　船員等に関しては、第二条第三号から第五号まで、第五条第二項、第

三項第二号及び第四項、第六条第一項第二号（第十二条第二項、第十六
条の三第二項及び第十六条の六第二項において準用する場合を含む。）
及び第三項、第七条（第十三条において準用する場合を含む。）、第八条
第二項及び第三項（第十四条第三項において準用する場合を含む。）、第
九条第二項第一号及び第三項、第九条の二第一項、第十一条第二項第一
号及び第二号ロ並びに第三項、第十二条第三項、第十五条第三項第一号
及び第四項、第十六条の二第一項及び第二項、第十六条の五第一項及び
第二項、第十九条第一項第二号及び第三号、第二項、第三項並びに第四
項第一号（これらの規定を第二十条第一項において準用する場合を含
む。）並びに第十九条第五項、第二十条第二項、第二十一条第一項第三
号及び第二項、第二十三条、第二十九条、第五十七条、第五十八条並び
に前条中「厚生労働省令」とあるのは「国土交通省令」と、第五条第二
項中「労働基準法 （昭和二十二年法律第四十九号）第六十五条第二項 
の規定により休業した」とあるのは「船員法 （昭和二十二年法律第百号）
第八十七条第二項 の規定により作業に従事しなかった」と、第九条第
二項第三号、第十五条第三項第二号及び第十九条第四項第三号中「労働
基準法第六十五条第一項 若しくは第二項 の規定により休業する」とあ
るのは「船員法第八十七条第一項 若しくは第二項 の規定により作業に
従事しない」と、第九条の二第一項中「労働基準法第六十五条第一項 
又は第二項 の規定により休業した」とあるのは「船員法第八十七条第
一項 又は第二項 の規定により作業に従事しなかった」と、第二十三条
第二項中「労働基準法第三十二条の三 の規定により労働させること」
とあるのは「短期間の航海を行う船舶に乗り組ませること」と、同項及
び第二十四条第一項中「始業時刻変更等の措置」とあるのは「短期間航
海船舶に乗り組ませること等の措置」と、同項第三号中「制度、第六章
の規定による所定外労働の制限に関する制度」とあるのは「制度」と、
第二十八条及び第五十五条から第五十八条までの規定中「厚生労働大
臣」とあるのは「国土交通大臣」と、第五十二条の二中「第二章から第
八章まで」とあるのは「第二章から第五章まで、第八章」と、第五十二
条の三中「から第五十二条の六まで」とあるのは「、第五十二条の五及
び第六十条第三項」と、第五十二条の四第一項、第五十二条の五第一項
及び第五十八条中「都道府県労働局長」とあるのは「地方運輸局長（運
輸監理部長を含む。）」と、同項中「第六条第一項の紛争調整委員会」と
あるのは「第二十一条第三項のあっせん員候補者名簿に記載されている
者のうちから指名する調停員」と、第五十六条の二中「第十六条の六第
一項、第十六条の八第一項、第十六条の九、第十七条第一項（第十八条
第一項において準用する場合を含む。）、第十八条の二」とあるのは「第
十六条の六第一項」と、第五十七条中「第十六条の五第一項、第十六条
の八第一項第二号、第三項及び第四項第一号、第十七条第一項第二号、
第三項及び第四項第一号（これらの規定を第十八条第一項において準用
する場合を含む。）」とあるのは「第十六条の五第一項」と、「、第
二十三条並びに第三十九条第一項第二号及び第二項」とあるのは「並び
に第二十三条」と、「労働政策審議会」とあるのは「交通政策審議会」
とする。 

３　雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律
第二十条第一項 、第二十一条から第二十六条まで並びに第三十一条第
三項及び第四項の規定は、前項の規定により読み替えられた第五十二条
の五第一項の規定により指名を受けて調停員が行う調停について準用す
る。この場合において、同法第二十条第一項 、第二十一条から第
二十三条まで及び第二十六条中「委員会は」とあるのは「調停員は」
と、同項 中「関係当事者」とあるのは「関係当事者又は関係当事者と
同一の事業所に雇用される労働者その他の参考人」と、同法第二十一条 
中「当該委員会が置かれる都道府県労働局」とあるのは「当該調停員を
指名した地方運輸局長（運輸監理部長を含む。）が置かれる地方運輸局

（運輸監理部を含む。）」と、同法第二十五条第一項 中「第十八条第一項 
」とあるのは「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の
福祉に関する法律第五十二条の五第一項」と、同法第二十六条中「当該
委員会に係属している」とあるのは「当該調停員が取り扱つている」
と、同法第三十一条第三項中「前項」とあるのは「育児休業、介護休業
等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律第五十二条の五第
一項」と読み替えるものとする。 

（公務員に関する特例） 
第六十一条　第二章から第九章まで、第三十条、前章、第五十三条、第

五十四条、第五十六条、第五十六条の二、前条、次条、第六十三条、第
六十五条及び第六十八条の規定は、国家公務員及び地方公務員に関して
は、適用しない。 

２　国家公務員及び地方公務員に関しては、第三十二条中「育児等退職
者」とあるのは「育児等退職者（第二十七条に規定する育児等退職者を
いう。以下同じ。）」と、第三十四条第二項中「対象労働者等」とあるの
は「対象労働者等（第三十条に規定する対象労働者等をいう。以下同
じ。）」とする。 

３　国有林野事業を行う国の経営する企業に勤務する職員の給与等に関す
る特例法 （昭和二十九年法律第百四十一号。以下この条において「給特
法」という。）の適用を受ける国家公務員（国家公務員法 （昭和二十二
年法律第百二十号）第八十一条の五第一項 に規定する短時間勤務の官
職を占める者以外の常時勤務することを要しない国家公務員にあって
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は、第十一条第一項ただし書の規定を適用するとしたならば同項ただし
書各号のいずれにも該当するものに限る。）は、給特法第四条 に規定す
る農林水産大臣又は政令の定めるところによりその委任を受けた者（以
下「農林水産大臣等」という。）の承認を受けて、当該国家公務員の配
偶者、父母、子又は配偶者の父母であって負傷、疾病又は身体上若しく
は精神上の障害により第二条第三号の厚生労働省令で定める期間にわた
り日常生活を営むのに支障があるもの（以下この条において「要介護家
族」という。）の介護をするため、休業をすることができる。 

４　前項の規定により休業をすることができる期間は、要介護家族の各々
が同項に規定する介護を必要とする一の継続する状態ごとに、連続する
三月の期間内において必要と認められる期間とする。 

５　農林水産大臣等は、第三項の規定による休業の承認を受けようとする
国家公務員からその承認の請求があったときは、当該請求に係る期間の
うち公務の運営に支障があると認められる日又は時間を除き、これを承
認しなければならない。ただし、国家公務員法第八十一条の五第一項 
に規定する短時間勤務の官職を占める者以外の常時勤務することを要し
ない国家公務員のうち、第三項の規定による休業をすることができない
こととすることについて合理的な理由があると認められる者として厚生
労働省令で定めるものに該当する者からの当該請求があった場合は、こ
の限りでない。 

６　前三項の規定は、独立行政法人通則法 （平成十一年法律第百三号）第
二条第二項 に規定する特定独立行政法人（以下この条において「特定
独立行政法人」という。）の職員（国家公務員法第八十一条の五第一項 
に規定する短時間勤務の官職を占める者以外の常時勤務することを要し
ない職員にあっては、第十一条第一項ただし書の規定を適用するとした
ならば同項ただし書各号のいずれにも該当するものに限る。）について
準用する。この場合において、第三項中「国有林野事業を行う国の経営
する企業に勤務する職員の給与等に関する特例法 （昭和二十九年法律第
百四十一号。以下この条において「給特法」という。）の適用を受ける
国家公務員」とあるのは「独立行政法人通則法 （平成十一年法律第百三
号）第二条第二項 に規定する特定独立行政法人（以下この条において

「特定独立行政法人」という。）の職員」と、「要しない国家公務員」と
あるのは「要しない職員」と、「給特法第四条 に規定する農林水産大臣
又は政令の定めるところによりその委任を受けた者（以下「農林水産大
臣等」という。）」とあるのは「当該職員の勤務する特定独立行政法人の
長」と、「当該国家公務員」とあるのは「当該職員」と、前項本文中

「農林水産大臣等」とあるのは「特定独立行政法人の長」と、「国家公務
員」とあるのは「職員」と、「公務」とあるのは「業務」と、同項ただ
し書中「要しない国家公務員」とあるのは「要しない職員」と読み替え
るものとする。 

７　第三項から第五項までの規定は、地方公務員法 （昭和二十五年法律第
二百六十一号）第四条第一項 に規定する職員（同法第二十八条の五第
一項 に規定する短時間勤務の職を占める職員以外の非常勤職員にあっ
ては、第十一条第一項ただし書の規定を適用するとしたならば同項ただ
し書各号のいずれにも該当するものに限る。）について準用する。この
場合において、第三項中「給特法第四条 に規定する農林水産大臣又は
政令の定めるところによりその委任を受けた者（以下「農林水産大臣
等」という。）」とあるのは「地方公務員法 （昭和二十五年法律第
二百六十一号）第六条第一項 に規定する任命権者又はその委任を受け
た者（地方教育行政の組織及び運営に関する法律 （昭和三十一年法律第
百六十二号）第三十七条第一項 に規定する県費負担教職員については、
市町村の教育委員会。以下同じ。）」と、第五項本文中「農林水産大臣
等」とあるのは「地方公務員法第六条第一項 に規定する任命権者又は
その委任を受けた者」と、同項 ただし書中「国家公務員法第八十一条
の五第一項 に規定する短時間勤務の官職を占める者以外の常時勤務す
ることを要しない国家公務員」とあるのは「同法第二十八条の五第一項 
に規定する短時間勤務の職を占める職員以外の非常勤職員」と読み替え
るものとする。 

８　給特法 の適用を受ける国家公務員（国家公務員法第八十一条の五第
一項 に規定する短時間勤務の官職を占める者以外の常時勤務すること
を要しない国家公務員にあっては、第十六条の三第二項において準用す
る第六条第一項ただし書の規定を適用するとしたならば第十六条の三第
二項において読み替えて準用する第六条第一項ただし書各号のいずれに
も該当しないものに限る。）であって小学校就学の始期に達するまでの
子を養育するものは、農林水産大臣等の承認を受けて、負傷し、若しく
は疾病にかかった当該子の世話又は疾病の予防を図るために必要なもの
として第十六条の二第一項の厚生労働省令で定める当該子の世話を行う
ため、休暇を取得することができる。 

９　前項の規定により休暇を取得することができる日数は、一の年におい
て五日（同項に規定する国家公務員が養育する小学校就学の始期に達す
るまでの子が二人以上の場合にあっては、十日）とする。 

１０　農林水産大臣等は、第八項の規定による休暇の承認を受けようとす
る国家公務員からその承認の請求があったときは、公務の運営に支障が
あると認められる場合を除き、これを承認しなければならない。 

１１　前三項の規定は、特定独立行政法人の職員（国家公務員法第八十一
条の五第一項 に規定する短時間勤務の官職を占める者以外の常時勤務
することを要しない職員にあっては、第十六条の三第二項において準用
する第六条第一項ただし書の規定を適用するとしたならば第十六条の三
第二項において読み替えて準用する第六条第一項ただし書各号のいずれ
にも該当しないものに限る。）について準用する。この場合において、
第八項中「給特法 の適用を受ける国家公務員」とあるのは「特定独立
行政法人の職員」と、「要しない国家公務員」とあるのは「要しない職
員」と、「農林水産大臣等」とあるのは「当該職員の勤務する特定独立
行政法人の長」と、第九項中「国家公務員」とあるのは「職員」と、前
項中「農林水産大臣等」とあるのは「特定独立行政法人の長」と、「国
家公務員」とあるのは「職員」と、「公務」とあるのは「業務」と読み
替えるものとする。 

１２　第八項から第十項までの規定は、地方公務員法第四条第一項 に規
定する職員（同法第二十八条の五第一項 に規定する短時間勤務の職を
占める職員以外の非常勤職員にあっては、第十六条の三第二項において

準用する第六条第一項ただし書の規定を適用するとしたならば第十六条
の三第二項において読み替えて準用する第六条第一項ただし書各号のい
ずれにも該当しないものに限る。）について準用する。この場合におい
て、第八項中「給特法 の適用を受ける国家公務員（国家公務員法第
八十一条の五第一項 に規定する短時間勤務の官職を占める者以外の常
時勤務することを要しない国家公務員」とあるのは「地方公務員法第四
条第一項 に規定する職員（同法第二十八条の五第一項 に規定する短時
間勤務の職を占める職員以外の非常勤職員」と、「農林水産大臣等」と
あるのは「同法第六条第一項 に規定する任命権者又はその委任を受け
た者（地方教育行政の組織及び運営に関する法律 （昭和三十一年法律第
百六十二号）第三十七条第一項 に規定する県費負担教職員については、
市町村の教育委員会。以下同じ。）」と、第十項中「農林水産大臣等」と
あるのは「地方公務員法第六条第一項 に規定する任命権者又はその委
任を受けた者」と、「国家公務員」とあるのは「同法第四条第一項 に規
定する職員」と読み替えるものとする。 

１３　給特法 の適用を受ける国家公務員（国家公務員法第八十一条の五
第一項 に規定する短時間勤務の官職を占める者以外の常時勤務するこ
とを要しない国家公務員にあっては、第十六条の六第二項において準用
する第六条第一項ただし書の規定を適用するとしたならば第十六条の六
第二項において読み替えて準用する第六条第一項ただし書各号のいずれ
にも該当しないものに限る。）は、農林水産大臣等の承認を受けて、当
該国家公務員の要介護家族の介護その他の第十六条の五第一項の厚生労
働省令で定める世話を行うため、休暇を取得することができる。 

１４　前項の規定により休暇を取得することができる日数は、一の年にお
いて五日（要介護家族が二人以上の場合にあっては、十日）とする。 

１５　農林水産大臣等は、第十三項の規定による休暇の承認を受けようと
する国家公務員からその承認の請求があったときは、公務の運営に支障
があると認められる場合を除き、これを承認しなければならない。 

１６　前三項の規定は、特定独立行政法人の職員（国家公務員法第八十一
条の五第一項 に規定する短時間勤務の官職を占める者以外の常時勤務
することを要しない職員にあっては、第十六条の六第二項において準用
する第六条第一項ただし書の規定を適用するとしたならば第十六条の六
第二項において読み替えて準用する第六条第一項ただし書各号のいずれ
にも該当しないものに限る。）について準用する。この場合において、
第十三項中「給特法 の適用を受ける国家公務員」とあるのは「特定独
立行政法人の職員」と、「要しない国家公務員」とあるのは「要しない
職員」と、「農林水産大臣等」とあるのは「当該職員の勤務する特定独
立行政法人の長」と、「当該国家公務員」とあるのは「当該職員」と、
前項中「農林水産大臣等」とあるのは「特定独立行政法人の長」と、

「国家公務員」とあるのは「職員」と、「公務」とあるのは「業務」と読
み替えるものとする。 

１７　第十三項から第十五項までの規定は、地方公務員法第四条第一項 
に規定する職員（同法第二十八条の五第一項 に規定する短時間勤務の
職を占める職員以外の非常勤職員にあっては、第十六条の六第二項にお
いて準用する第六条第一項ただし書の規定を適用するとしたならば第
十六条の六第二項において読み替えて準用する第六条第一項ただし書各
号のいずれにも該当しないものに限る。）について準用する。この場合
において、第十三項中「給特法 の適用を受ける国家公務員（国家公務
員法第八十一条の五第一項 に規定する短時間勤務の官職を占める者以
外の常時勤務することを要しない国家公務員」とあるのは「地方公務員
法第四条第一項 に規定する職員（同法第二十八条の五第一項 に規定す
る短時間勤務の職を占める職員以外の非常勤職員」と、「農林水産大臣
等」とあるのは「同法第六条第一項 に規定する任命権者又はその委任
を受けた者（地方教育行政の組織及び運営に関する法律 （昭和三十一年
法律第百六十二号）第三十七条第一項 に規定する県費負担教職員につ
いては、市町村の教育委員会。以下同じ。）」と、第十五項中「農林水産
大臣等」とあるのは「地方公務員法第六条第一項 に規定する任命権者
又はその委任を受けた者」と、「国家公務員」とあるのは「同法第四条
第一項 に規定する職員」と読み替えるものとする。 

１８　農林水産大臣等は、三歳に満たない子を養育する給特法 の適用を
受ける国家公務員（国家公務員法第八十一条の五第一項 に規定する短
時間勤務の官職を占める者以外の常時勤務することを要しない国家公務
員にあっては、第十六条の八第一項の規定を適用するとしたならば同項
各号のいずれにも該当しないものに限る。）が当該子を養育するために
請求した場合において、公務の運営に支障がないと認めるときは、その
者について、所定労働時間を超えて勤務しないことを承認しなければな
らない。 

１９　特定独立行政法人の長は、三歳に満たない子を養育する当該特定独
立行政法人の職員（国家公務員法第八十一条の五第一項 に規定する短
時間勤務の官職を占める者以外の常時勤務することを要しない職員に
あっては、第十六条の八第一項の規定を適用するとしたならば同項各号
のいずれにも該当しないものに限る。）が当該子を養育するために請求
した場合において、業務の運営に支障がないと認めるときは、その者に
ついて、所定労働時間を超えて勤務しないことを承認しなければならな
い。 

２０　地方公務員法第六条第一項 に規定する任命権者又はその委任を受
けた者（地方教育行政の組織及び運営に関する法律 （昭和三十一年法律
第百六十二号）第三十七条第一項 に規定する県費負担教職員について
は、市町村の教育委員会。以下この条において同じ。）は、三歳に満た
ない子を養育する地方公務員法第四条第一項 に規定する職員（同法第
二十八条の五第一項 に規定する短時間勤務の職を占める職員以外の非
常勤職員にあっては、第十六条の八第一項の規定を適用するとしたなら
ば同項各号のいずれにも該当しないものに限る。）が当該子を養育する
ために請求した場合において、公務の運営に支障がないと認めるとき
は、その者について、所定労働時間を超えて勤務しないことを承認しな
ければならない。 

２１　農林水産大臣等は、給特法 の適用を受ける国家公務員について労
働基準法第三十六条第一項 本文の規定により同項 に規定する労働時間
を延長することができる場合において、当該給特法 の適用を受ける国
家公務員であって小学校就学の始期に達するまでの子を養育するもの
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（第十七条第一項の規定を適用するとしたならば同項各号のいずれにも
該当しないものに限る。）が当該子を養育するために請求した場合で公
務の運営に支障がないと認めるときは、その者について、制限時間（同
項に規定する制限時間をいう。以下この条において同じ。）を超えて当
該労働時間を延長して勤務しないことを承認しなければならない。 

２２　前項の規定は、給特法 の適用を受ける国家公務員であって要介　
護家族を介護するものについて準用する。この場合において、同項中

「第十七条第一項」とあるのは「第十八条第一項において準用する第
十七条第一項」と、「同項各号」とあるのは「第十八条第一項において
準用する第十七条第一項各号」と、「当該子を養育する」とあるのは

「当該要介護家族を介護する」と読み替えるものとする。 
２３　特定独立行政法人の長は、当該特定独立行政法人の職員について労

働基準法第三十六条第一項 本文の規定により同項 に規定する労働時間
を延長することができる場合において、当該職員であって小学校就学の
始期に達するまでの子を養育するもの（第十七条第一項の規定を適用す
るとしたならば同項各号のいずれにも該当しないものに限る。）が当該
子を養育するために請求した場合で業務の運営に支障がないと認めると
きは、その者について、制限時間を超えて当該労働時間を延長して勤務
しないことを承認しなければならない。 

２４　前項の規定は、特定独立行政法人の職員であって要介護家族を介護
するものについて準用する。この場合において、同項中「第十七条第一
項」とあるのは「第十八条第一項において準用する第十七条第一項」
と、「同項各号」とあるのは「第十八条第一項において準用する第十七
条第一項各号」と、「当該子を養育する」とあるのは「当該要介護家族
を介護する」と読み替えるものとする。 

２５　地方公務員法第六条第一項 に規定する任命権者又はその委任を受
けた者は、同法第四条第一項 に規定する職員について労働基準法第
三十六条第一項 本文の規定により同項 に規定する労働時間を延長する
ことができる場合において、当該地方公務員法第四条第一項 に規定す
る職員であって小学校就学の始期に達するまでの子を養育するもの（第
十七条第一項の規定を適用するとしたならば同項各号のいずれにも該当
しないものに限る。）が当該子を養育するために請求した場合で公務の
運営に支障がないと認めるときは、その者について、制限時間を超えて
当該労働時間を延長して勤務しないことを承認しなければならない。　 

２６　前項の規定は、地方公務員法第四条第一項 に規定する職員であっ
て要介護家族を介護するものについて準用する。この場合において、前
項中「第十七条第一項」とあるのは「第十八条第一項において準用する
第十七条第一項」と、「同項各号」とあるのは「第十八条第一項におい
て準用する第十七条第一項各号」と、「当該子を養育する」とあるのは

「当該要介護家族を介護する」と読み替えるものとする。 
２７　農林水産大臣等は、小学校就学の始期に達するまでの子を養育する

給特法 の適用を受ける国家公務員であって第十九条第一項 の規定を適
用するとしたならば同項 各号のいずれにも該当しないものが当該子を
養育するために請求した場合において、公務の運営に支障がないと認め
るときは、深夜（同項 に規定する深夜をいう。以下この条において同
じ。）において勤務しないことを承認しなければならない。 

２８　前項の規定は、要介護家族を介護する給特法 の適用を受ける国家
公務員について準用する。この場合において、同項中「第十九条第一
項」とあるのは「第二十条第一項において準用する第十九条第一項」
と、「同項各号」とあるのは「第二十条第一項において準用する第十九
条第一項各号」と、「当該子を養育する」とあるのは「当該要介護家族
を介護する」と読み替えるものとする。 

２９　特定独立行政法人の長は、小学校就学の始期に達するまでの子を養
育する当該特定独立行政法人の職員であって第十九条第一項の規定を適
用するとしたならば同項各号のいずれにも該当しないものが当該子を養
育するために請求した場合において、業務の運営に支障がないと認める
ときは、深夜において勤務しないことを承認しなければならない。 

３０　前項の規定は、要介護家族を介護する特定独立行政法人の職員につ
いて準用する。この場合において、同項中「第十九条第一項」とあるの
は「第二十条第一項において準用する第十九条第一項」と、「同項各号」
とあるのは「第二十条第一項において準用する第十九条第一項各号」
と、「当該子を養育する」とあるのは「当該要介護家族を介護する」と
読み替えるものとする。 

３１　地方公務員法第六条第一項 に規定する任命権者又はその委任を受
けた者は、小学校就学の始期に達するまでの子を養育する同法第四条第
一項 に規定する職員であって第十九条第一項 の規定を適用するとした
ならば同項 各号のいずれにも該当しないものが当該子を養育するため
に請求した場合において、公務の運営に支障がないと認めるときは、深
夜において勤務しないことを承認しなければならない。 

３２　前項の規定は、要介護家族を介護する地方公務員法第四条第一項 
に規定する職員について準用する。この場合において、前項中「第十九
条第一項」とあるのは「第二十条第一項において準用する第十九条第一
項」と、「同項各号」とあるのは「第二十条第一項において準用する第
十九条第一項各号」と、「当該子を養育する」とあるのは「当該要介護
家族を介護する」と読み替えるものとする。 

　
　第十三章　罰則 
第六十二条　第五十三条第五項において準用する職業安定法第四十一条第

二項 の規定による業務の停止の命令に違反して、労働者の募集に従事
した者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。 

第六十三条　次の各号のいずれかに該当する者は、六月以下の懲役又は
三十万円以下の罰金に処する。 

一　第五十三条第四項の規定による届出をしないで、労働者の募集に従事
した者 

二　第五十三条第五項において準用する職業安定法第三十七条第二項 の
規定による指示に従わなかった者 

三　第五十三条第五項において準用する職業安定法第三十九条 又は第
四十条 の規定に違反した者 

第六十四条 　次の各号のいずれかに該当する者は、五十万円以下の罰金
に処する。 

一　第四十二条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者 
二　第四十九条第一項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告を

し、又は同項の規定による立入り若しくは検査を拒み、妨げ、若しくは
忌避した者 

第六十五条　第五十三条第五項において準用する職業安定法第五十条第一
項 の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は第五十三
条第五項において準用する同法第五十条第二項 の規定による立入り若
しくは検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは質問に対して答弁
をせず、若しくは虚偽の陳述をした者は、三十万円以下の罰金に処す
る。 

第六十六条　法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の
従業者が、その法人又は人の業務に関し、第六十二条から前条までの違
反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対して各
本条の罰金刑を科する。 

第六十七条　第四十一条の規定により厚生労働大臣の認可を受けなければ
ならない場合において、その認可を受けなかったときは、その違反行為
をした指定法人の役員は、二十万円以下の過料に処する。 

第六十八条　第五十六条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした
者は、二十万円以下の過料に処する。 

　　附　則 
（施行期日）
第一条　この法律は、平成四年四月一日から施行する。 

（暫定措置）
第二条　この法律の施行の際常時三十人以下の労働者を雇用する事業所の

労働者に関しては、平成七年三月三十一日までの間、第二条から第十条
までの規定は、適用しない。この場合において、当該労働者に関する第
十一条の規定の適用については、同条中「一歳から小学校就学」とある
のは、「小学校就学」とする。 

（検討）
第三条　政府は、この法律の施行後適当な時期において、育児休業の制度

の実施状況、育児休業中における待遇の状況その他のこの法律の施行状
況を勘案し、必要があると認めるときは、子を養育する労働者の福祉の
増進の観点からこの法律に規定する育児休業の制度等について総合的に
検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

　　附　則　（平成七年六月九日法律第一〇七号）　抄 
（施行期日）
第一条　この法律は、平成七年十月一日から施行する。ただし、第二条並

びに附則第三条、第五条、第七条、第十一条、第十三条、第十四条、第
十六条、第十八条、第二十条及び第二十二条の規定は、平成十一年四月
一日から施行する。 

（第二条の規定の施行前の措置）
第二条　事業主は、第二条の規定の施行前においても、可能な限り速やか

に、同条の規定による改正後の育児休業、介護休業等育児又は家族介護
を行う労働者の福祉に関する法律の規定の例による介護休業の制度を設
けるとともに、同法第十九条第二項の規定の例による措置を講ずるよう
努めなければならないものとする。 

（検討）
第三条　政府は、第二条の規定の施行後適当な時期において、介護休業の

制度の実施状況、介護休業中における待遇の状況その他の同条の規定に
よる改正後の育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福
祉に関する法律の施行状況、公的介護サービスの状況等を総合的に勘案
し、必要があると認めるときは、家族を介護する労働者の福祉の増進の
観点から同法に規定する介護休業の制度等について総合的に検討を加
え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

　　附　則　（平成八年六月一九日法律第九〇号）　抄 
（施行期日）
第一条　この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内におい

て政令で定める日から施行する。 
（罰則に関する経過措置）
第六条　この法律の施行前にした行為及び附則第四条の規定によりなお従

前の例によることとされる事項に係るこの法律の施行後にした行為に対
する罰則の適用については、なお従前の例による。 

　　附　則　（平成九年六月一八日法律第九二号）　抄 
（施行期日）
第一条　この法律は、平成十一年四月一日から施行する。ただし、次の各

号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 
一　第一条（次号に掲げる改正規定を除く。）、第三条（次号に掲げる改正

規定を除く。）、第五条、第六条、第七条（次号に掲げる改正規定を除
く。）並びに附則第三条、第六条、第七条、第十条及び第十四条（次号
に掲げる改正規定を除く。）の規定　公布の日から起算して六月を超え
ない範囲内において政令で定める日 

（罰則に関する経過措置）
第二条　この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、な

お従前の例による。 
　　附　則　（平成一〇年一二月一八日法律第一四八号）　抄 

（施行期日）
第一条　この法律は、公布の日から起算して一月を超えない範囲内におい

て政令で定める日から施行する。 
　　附　則　（平成一一年七月七日法律第八三号）　抄 

（施行期日）
第一条　この法律は、平成十三年四月一日から施行する。 
　　附　則　（平成一一年七月七日法律第八四号）　抄 

（施行期日）
第一条　この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内におい

て政令で定める日から施行する。 

（政令への委任）
第六条　この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関して必要な経
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過措置は、政令で定める。 
（罰則に関する経過措置）
第七条　この法律の施行前にした行為並びに附則第三条及び第四条の規定

によりなお従前の例によることとされる場合におけるこの法律の施行後
にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

　　附　則　（平成一一年七月七日法律第八五号）　抄 
（施行期日）
第一条　この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内におい

て政令で定める日から施行する。 
（政令への委任）
第七条　この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関して必要な経

過措置は、政令で定める。 
（罰則に関する経過措置）
第八条　この法律の施行前にした行為及び附則第六条の規定によりなお従

前の例によることとされる場合におけるこの法律の施行後にした行為に
対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

　　附　則　（平成一一年七月一六日法律第八七号）　抄 
（施行期日）
第一条　この法律は、平成十二年四月一日から施行する。ただし、次の各

号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 
一　第一条中地方自治法第二百五十条の次に五条、節名並びに二款及び款

名を加える改正規定（同法第二百五十条の九第一項に係る部分（両議院
の同意を得ることに係る部分に限る。）に限る。）、第四十条中自然公園
法附則第九項及び第十項の改正規定（同法附則第十項に係る部分に限
る。）、第二百四十四条の規定（農業改良助長法第十四条の三の改正規定
に係る部分を除く。）並びに第四百七十二条の規定（市町村の合併の特
例に関する法律第六条、第八条及び第十七条の改正規定に係る部分を除
く。）並びに附則第七条、第十条、第十二条、第五十九条ただし書、第
六十条第四項及び第五項、第七十三条、第七十七条、第百五十七条第四
項から第六項まで、第百六十条、第百六十三条、第百六十四条並びに第
二百二条の規定　公布の日 

（新地方自治法第百五十六条第四項の適用の特例）
第百二十二条　第三百七十五条の規定による改正後の労働省設置法の規定

による都道府県労働局（以下「都道府県労働局」という。）であって、
この法律の施行の際第三百七十五条の規定による改正前の労働省設置法
の規定による都道府県労働基準局の位置と同一の位置に設けられている
ものについては、新地方自治法第百五十六条第四項の規定は、適用しな
い。 

（職業安定関係地方事務官に関する経過措置）
第百二十三条　この法律の施行の際現に旧地方自治法附則第八条に規定す

る職員（労働大臣又はその委任を受けた者により任命された者に限る。
附則第百五十八条において「職業安定関係地方事務官」という。）であ
る者は、別に辞令が発せられない限り、相当の都道府県労働局の職員と
なるものとする。 

（地方労働基準審議会等に関する経過措置）
第百二十四条　この法律による改正前のそれぞれの法律の規定による地方

労働基準審議会、地方職業安定審議会、地区職業安定審議会、地方最低
賃金審議会、地方家内労働審議会及び機会均等調停委員会並びにその会
長、委員その他の職員は、相当の都道府県労働局の相当の機関及び職員
となり、同一性をもって存続するものとする。 

（国等の事務）
第百五十九条　この法律による改正前のそれぞれの法律に規定するものの

ほか、この法律の施行前において、地方公共団体の機関が法律又はこれ
に基づく政令により管理し又は執行する国、他の地方公共団体その他公
共団体の事務（附則第百六十一条において「国等の事務」という。）は、
この法律の施行後は、地方公共団体が法律又はこれに基づく政令により
当該地方公共団体の事務として処理するものとする。 

（処分、申請等に関する経過措置）
第百六十条　この法律（附則第一条各号に掲げる規定については、当該各

規定。以下この条及び附則第百六十三条において同じ。）の施行前に改
正前のそれぞれの法律の規定によりされた許可等の処分その他の行為

（以下この条において「処分等の行為」という。）又はこの法律の施行の
際現に改正前のそれぞれの法律の規定によりされている許可等の申請そ
の他の行為（以下この条において「申請等の行為」という。）で、この
法律の施行の日においてこれらの行為に係る行政事務を行うべき者が異
なることとなるものは、附則第二条から前条までの規定又は改正後のそ
れぞれの法律（これに基づく命令を含む。）の経過措置に関する規定に
定めるものを除き、この法律の施行の日以後における改正後のそれぞれ
の法律の適用については、改正後のそれぞれの法律の相当規定によりさ
れた処分等の行為又は申請等の行為とみなす。 

２　この法律の施行前に改正前のそれぞれの法律の規定により国又は地方
公共団体の機関に対し報告、届出、提出その他の手続をしなければなら
ない事項で、この法律の施行の日前にその手続がされていないものにつ
いては、この法律及びこれに基づく政令に別段の定めがあるもののほ
か、これを、改正後のそれぞれの法律の相当規定により国又は地方公共
団体の相当の機関に対して報告、届出、提出その他の手続をしなければ
ならない事項についてその手続がされていないものとみなして、この法
律による改正後のそれぞれの法律の規定を適用する。 

（不服申立てに関する経過措置）
第百六十一条　施行日前にされた国等の事務に係る処分であって、当該処

分をした行政庁（以下この条において「処分庁」という。）に施行日前
に行政不服審査法に規定する上級行政庁（以下この条において「上級行
政庁」という。）があったものについての同法による不服申立てについ
ては、施行日以後においても、当該処分庁に引き続き上級行政庁がある
ものとみなして、行政不服審査法の規定を適用する。この場合におい
て、当該処分庁の上級行政庁とみなされる行政庁は、施行日前に当該処
分庁の上級行政庁であった行政庁とする。 

２　前項の場合において、上級行政庁とみなされる行政庁が地方公共団体
の機関であるときは、当該機関が行政不服審査法の規定により処理する
こととされる事務は、新地方自治法第二条第九項第一号に規定する第一

号法定受託事務とする。 
（手数料に関する経過措置）
第百六十二条　施行日前においてこの法律による改正前のそれぞれの法律
（これに基づく命令を含む。）の規定により納付すべきであった手数料に
ついては、この法律及びこれに基づく政令に別段の定めがあるもののほ
か、なお従前の例による。 

（罰則に関する経過措置）
第百六十三条　この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用について

は、なお従前の例による。 
（その他の経過措置の政令への委任）
第百六十四条　この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必

要な経過措置（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 
２　附則第十八条、第五十一条及び第百八十四条の規定の適用に関して必

要な事項は、政令で定める。 
（検討）
第二百五十条　新地方自治法第二条第九項第一号に規定する第一号法定受

託事務については、できる限り新たに設けることのないようにするとと
もに、新地方自治法別表第一に掲げるもの及び新地方自治法に基づく政
令に示すものについては、地方分権を推進する観点から検討を加え、適
宜、適切な見直しを行うものとする。 

第二百五十一条　政府は、地方公共団体が事務及び事業を自主的かつ自立
的に執行できるよう、国と地方公共団体との役割分担に応じた地方税財
源の充実確保の方途について、経済情勢の推移等を勘案しつつ検討し、
その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

第二百五十二条　政府は、医療保険制度、年金制度等の改革に伴い、社会
保険の事務処理の体制、これに従事する職員の在り方等について、被保
険　者等の利便性の確保、事務処理の効率化等の視点に立って、検討
し、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ず
るものとする。 

　　附　則　（平成一一年七月一六日法律第一〇四号）　抄 
（施行期日）
第一条　この法律は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第

八十八号）の施行の日から施行する。 
（政令への委任）
第四条　前二条に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な事項

は、政令で定める。 
　附　則　（平成一一年七月二二日法律第一〇七号）　抄 

（施行期日）
第一条　この法律は、平成十三年四月一日から施行する。 
　附　則　（平成一一年一二月二二日法律第一六〇号）　抄 

（施行期日）
第一条　この法律（第二条及び第三条を除く。）は、平成十三年一月六日

から施行する。 
　附　則　（平成一三年一一月一六日法律第一一八号）　抄 

（施行期日）
第一条　この法律は、公布の日から施行する。ただし、第五十二条第七項

の次に六項を加える改正規定、第二十二条の改正規定（「第十七条」を
「第　二十一条」に改める部分を除く。）、第二十条の見出し及び同条第
一項の改正規定、第二十四条の次に二条を加える改正規定、第十九条の
見出し及び同条第一項の改正規定並びに第三章の次に一章を加える改正
規定は、平成十四年四月一日から施行する。 

（指定法人に関する経過措置）
第二条　この法律の施行の際現にこの法律による改正前の育児休業、介護

休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（以下「旧
法」という。）第二十八条第一項の規定による指定を受けている者（以
下「旧指定法人」という。）は、この法律による改正後の育児休業、介
護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（以下「新
法」という。）第三十六条第一項の規定による指定を受けた者とみなす。 

２　この法律の施行の日前に旧法第二十八条第二項若しくは第四項又は第
三十一条第四項の規定によりされた公示で、この法律の施行の際現に効
力を有するものは、新法第三十六条第二項若しくは第四項又は第三十九
条第四項の規定によりされた公示とみなす。 

３　この法律の施行前に、旧法又はこれに基づく命令により旧指定法人に
対して行い、又は旧指定法人が行った処分、手続その他の行為は、新法
又はこれに基づく命令中の相当する規定によって、新法第三十六条第二
項に規定する指定法人（以下「新指定法人」という。）に対して行い、
又は新指定法人が行った処分、手続その他の行為とみなす。 

４　この法律の施行の際現に旧指定法人の役員である者がこの法律の施行
の日前にした旧法第三十九条第二項に該当する行為は、新法第四十七条
第二項に該当する行為とみなして、同項の規定を適用する。 

（子の看護のための休暇制度の普及のための努力の促進）
第三条　国は、子の看護のための休暇制度の普及のための事業主、労働者

その他の関係者の努力を促進するものとする。 
（検討）　
第四条　政府は、附則第一条ただし書に規定する改正規定の施行後三年を

経過した場合において、新法の施行状況を勘案し、必要があると認める
ときは、子を養育する労働者の福祉の増進の観点から子の看護のための
休暇制度その他新法に規定する諸制度について総合的に検討を加え、そ
の結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

　　附　則　（平成一四年五月三一日法律第五四号）　抄 
（施行期日）
第一条　この法律は、平成十四年七月一日から施行する。 

（経過措置）
第二十八条　この法律の施行前にこの法律による改正前のそれぞれの法律

若しくはこれに基づく命令（以下「旧法令」という。）の規定により海
運監理部長、陸運支局長、海運支局長又は陸運支局の事務所の長（以下

「海運監理部長等」という。）がした許可、認可その他の処分又は契約そ
の他の行為（以下「処分等」という。）は、国土交通省令で定めるとこ
ろにより、この法律による改正後のそれぞれの法律若しくはこれに基づ
く命令（以下「新法令」という。）の規定により相当の運輸監理部長、
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運輸支局長又は地方運輸局、運輸監理部若しくは運輸支局の事務所の長
（以下「運輸監理部長等」という。）がした処分等とみなす。 

第二十九条　この法律の施行前に旧法令の規定により海運監理部長等に対
してした申請、届出その他の行為（以下「申請等」という。）は、国土
交通省令で定めるところにより、新法令の規定により相当の運輸監理部
長等に対してした申請等とみなす。 

第三十条　この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、
なお従前の例による。 

　　附　則　（平成一四年七月三一日法律第九八号）　抄 
（施行期日）
第一条　この法律は、公社法の施行の日から施行する。ただし、次の各号

に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 
一　第一章第一節（別表第一から別表第四までを含む。）並びに附則第

二十八条第二項、第三十三条第二項及び第三項並びに第三十九条の規定
　公布の日 

（罰則に関する経過措置）
第三十八条　施行日前にした行為並びにこの法律の規定によりなお従前の

例によることとされる場合及びこの附則の規定によりなおその効力を有
することとされる場合における施行日以後にした行為に対する罰則の適
用については、なお従前の例による。 

（その他の経過措置の政令への委任）
第三十九条　この法律に規定するもののほか、公社法及びこの法律の施行

に関し必要な経過措置（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令で定
める。 

　　　附　則　（平成一五年六月一三日法律第八二号）　抄 
（施行期日）
第一条　この法律は、公布の日から起算して九月を超えない範囲内におい

て政令で定める日から施行する。 
　　　附　則　（平成一六年一二月八日法律第一六〇号）　抄 

（施行期日）
第一条　この法律は、平成十七年四月一日から施行する。 

（検討） 
第二条　政府は、この法律の施行後適当な時期において、第一条の規定に

よる改正後の育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福
祉に関する法律（以下「新法」という。）の施行状況を勘案し、期間を
定めて雇用される者に係る育児休業等の制度等について総合的に検討を
加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

（育児休業の申出に関する経過措置） 
第三条　この法律の施行の日（以下「施行日」という。）以後において新

法第五条第三項の規定による育児休業をするため、同項の規定による申
出をしようとする労働者は、施行日前においても、同項及び同条第四項
の規定の例により、当該申出をすることができる。 

　　附　則　（平成一七年一〇月二一日法律第一〇二号）　抄 
（施行期日）
第一条　この法律は、郵政民営化法の施行の日から施行する。 

（罰則に関する経過措置）
第百十七条　この法律の施行前にした行為、この附則の規定によりなお従

前の例によることとされる場合におけるこの法律の施行後にした行為、
この法律の施行後附則第九条第一項の規定によりなおその効力を有する
ものとされる旧郵便為替法第三十八条の八（第二号及び第三号に係る部
分に限る。）の規定の失効前にした行為、この法律の施行後附則第十三
条第一項の規定によりなおその効力を有するものとされる旧郵便振替法
第七十条（第二号及び第三号に係る部分に限る。）の規定の失効前にし
た行為、この法律の施行後附則第二十七条第一項の規定によりなおその
効力を有するものとされる旧郵便振替預り金寄附委託法第八条（第二号
に係る部分に限る。）の規定の失効前にした行為、この法律の施行後附
則第三十九条第二項の規定によりなおその効力を有するものとされる旧
公社法第七十条（第二号に係る部分に限る。）の規定の失効前にした行
為、この法律の施行後附則第四十二条第一項の規定によりなおその効力
を有するものとされる旧公社法第七十一条及び第七十二条（第十五号に
係る部分に限る。）の規定の失効前にした行為並びに附則第二条第二項
の規定の適用がある場合における郵政民営化法第百四条に規定する郵便
貯金銀行に係る特定日前にした行為に対する罰則の適用については、な
お従前の例による。 

　　附　則　（平成一八年六月二日法律第五〇号） 
　この法律は、一般社団・財団法人法の施行の日から施行する。 
　　附　則　（平成二〇年五月二日法律第二六号）　抄 

（施行期日）
第一条　この法律は、平成二十年十月一日から施行する。 

（罰則に関する経過措置）
第六条　この法律の施行前にした行為及び前条第四項の規定によりなお従

前の例によることとされる場合におけるこの法律の施行後にした行為に
対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（政令への委任）
第七条　附則第二条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に

関し必要な経過措置は、政令で定める。 
（検討）
第九条　政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法

律による改正後の規定の実施状況を勘案し、必要があると認めるとき
は、運輸の安全の一層の確保を図る等の観点から運輸安全委員会の機能
の拡充等について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずる
ものとする。 

　　附　則　（平成二一年七月一日法律第六五号）　抄 
（施行期日）
第一条　この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内におい

て政令で定める日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当
該各号に定める日から施行する。 

一　附則第三条及び第六条の規定　公布の日 
二　第一条及び附則第五条の規定　公布の日から起算して三月を超えない

範囲内において政令で定める日 

三　第二条のうち育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の
福祉に関する法律目次の改正規定（「第八章　紛争の解決（第五十二条
の二―第五十二条の四）」を「第十一章　紛争の解決　第一節　紛争の
解決の援助（第五十二条の二―第五十二条の四）　第二節　調停（第
五十二条の五・第五十二条の六）」に改める部分に限る。）、第五十六条
の二の改正規定（「第五十二条の四第二項」の下に「（第五十二条の五第
二項において準用する場合を含む。）」を加える部分に限る。）、第六十条
第一項の改正規定（「第五十三条、第五十四条」を「第五十二条の六か
ら第五十四条まで」に改める部分に限る。）、同条第二項の改正規定（「第
五十二条の四第一項及び第五十八条中「都道府県労働局長」とあるのは

「地方運輸局長（運輸監理部長を含む。）」を「第五十二条の三中「から
第五十二条の六まで」とあるのは「、第五十二条の五及び第六十条第三
項」と、第五十二条の四第一項、第五十二条の五第一項及び第五十八条
中「都道府県労働局長」とあるのは「地方運輸局長（運輸監理部長を含
む。）」と、同項中「第六条第一項の紛争調整委員会」とあるのは「第
二十一条第三項のあっせん員候補者名簿に記載されている者のうちから
指名する調停員」に改める部分に限る。）、同条に一項を加える改正規
定、第八章中第五十二条の二の前に節名を付する改正規定、第五十二条
の三の改正規定、第八章中第五十二条の四の次に一節を加える改正規
定、第三十八条の改正規定及び第三十九条第一項の改正規定並びに附則
第四条及び第十一条の規定　平成二十二年四月一日 

（常時百人以下の労働者を雇用する事業主等に関する暫定措置）
第二条　この法律の施行の際常時百人以下の労働者を雇用する事業主及び

当該事業主に雇用される労働者については、公布の日から起算して三年
を超えない範囲内において政令で定める日までの間、第二条の規定によ
る改正後の育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉
に関する法律（以下「新法」という。）第五章、第六章及び第二十三条
から第二十四条までの規定は、適用しない。この場合において、第二条
の規定による改正前の育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労
働者の福祉に関する法律第二十三条及び第二十四条の規定は、なおその
効力を有する。 

（育児休業の申出に関する経過措置）
第三条　この法律の施行の日（以下「施行日」という。）以後において新

法第九条の二第一項の規定により読み替えて適用する新法第五条第一項
又は第三項の規定による育児休業をするため、これらの規定による申出
をしようとする労働者は、施行日前においても、これらの規定及び新法
第九条の二第一項の規定により読み替えて適用する新法第五条第四項の
規定の例により、当該申出をすることができる。 

（紛争の解決の促進に関する特例に関する経過措置）
第四条　附則第一条第三号に掲げる規定の施行の際現に個別労働関係紛争

の解決の促進に関する法律（平成十三年法律第百十二号）第六条第一項
の紛争調整委員会又は同法第二十一条第一項の規定により読み替えて適
用する同法第五条第一項の規定により指名するあっせん員に係属してい
る同項（同法第二十一条第一項の規定により読み替えて適用する場合を
含む。）のあっせんに係る紛争については、新法第五十二条の三（新法
第六十条第二項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定
にかかわらず、なお従前の例による。 

（罰則に関する経過措置）
第五条　附則第一条第二号に掲げる規定の施行の日前にした行為に対する

罰則の適用については、なお従前の例による。 
（政令への委任）
第六条　この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関して必要な経

過措置（罰則に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 
（検討）
第七条　政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法

律による改正後の規定の施行の状況について検討を加え、必要があると
認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

　　附　則　（平成二二年一二月三日法律第六一号）　抄 
（施行期日）
第一条　この法律は、平成二十三年四月一日から施行する。 
　　附　則　（平成二三年六月二四日法律第七四号）　抄 

（施行期日）
第一条　この法律は、公布の日から起算して二十日を経過した日から施行

する。 
　　附　則　（平成二四年六月二七日法律第四二号）　抄 

（施行期日）
第一条　この法律は、平成二十五年四月一日から施行する。
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【あ行】
◇ アンペイドワーク ( Unpaid Work )	
　無償の労働と訳され、賃金、報酬が支払われない労
働、活動を意味します。
　具体的には、家事、介護・看護、育児、買物、社会的
行動などを無償労働の範囲としています。
◇ 育児・介護休業制度（法） ( P9 )	
　育児や家族の介護を行っている労働者について、職業
生活と家庭生活の両立を支援するため、休業などを保証
する制度です。
　育児・介護休業法（正式名称は「育児休業、介護休業
等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」）
に基づいています。
◇ NGO ( Non-Governmental Organization )	
　環境や人権、平和など、様々な問題の解決をめざし、
国境を越えて市民が中心となって活動する非政府かつ非
営利の組織や団体のことを意味します。
◇ NPO法人 ( Ｐ６　Non Profit Organization )	
　社団法人の一種として、「特定非営利活動促進法」に
基づき、都道府県または指定都市の認証を受けて設立さ
れた法人のことをいいます。
　正式には「特定非営利活動法人」といいます。
◇ エンパワーメント ( Empowerment )	
　個人や集団が、自分の人生の主人公となれるように力
をつけて、自分自身の生活や環境を、よりコントロール
できるようにしていくことを指します。 

【か行】
◇ 家族経営協定 ( P11 )	
　日本の農業は家族経営が中心ですが、農業が魅力ある
職業となり、男女を問わず意欲をもって取り組めるよう
にするため、農業経営において、一人ひとりの役割と責
任を明確にし、意欲と能力を十分に発揮できる環境づく
りが必要です。
　家族経営協定は、農業経営を担っている世帯員相互の
ルールを文書にして取り決めたものです。
◇ 学校評議員 ( P13 )	
　地域住民の学校運営への参画の仕組みとして、平成
12年１月の学校教育法施行規則の改正により制度化さ
れ、同年４月から実施されました。
　教職員以外の者で教育に関する理解と識見を有する者
のうちから、校長が推薦、設置者が委嘱します。

男女共同参画に関する用語解説
　学校運営に関して、学外の保護者や地域住民などの多
様な意見を幅広く求め、協力を得ると共に学校運営の状
況などを周知し、学校としての説明責任を果たしていく
ために構想されました。
◇ くるみん ( P18)	
　厚生労働省では、平成19年４月から「次世代育成支
援対策推進法（次世代法）」に基づいて「一般事業主行
動計画」を策定し、その計画目標を達成するなど一定の
基準を満たした事業主を、基準適合一般事業主として認
定しています。
　次世代法は、次代の社会を担うすべての子どもが健や
かに生まれ、育成される環境の整備を図るために制定さ
れ、認定企業は、「くるみん（愛称）」と呼ばれるマーク
を広告や商品、ホームページ等で表示することにより、

「子育てサポート企業」として広くアピールすることが
できます。
　マークの名前は一般公募によ
り、子どもが大事に「おくる
み」にくるまれていることと、
会社（企業）や職場ぐるみで子
どもの育成や仕事と子育ての両
立支援に取り組もう、という意
味などから決定されました。　　　「くるみん」マーク
◇ 旧姓使用 	
　婚姻後も夫婦がそれぞれの氏を名乗る制度をいいま
す。
　平成13年には国家公務員について、原則として旧姓
使用が認められるようになりました。
◇ 均等・両立推進企業表彰 	
　厚生労働省が、女性労働者の能力発揮を促進するため
の積極的改善措置（ポジティブ・アクション）及び仕事
と育児・介護との両立支援のための取り組みについて、
他の模範ともいうべき取り組みを推進している企業を表
彰し、これを広く国民に周知し、企業の取り組みを促す
ことを目的に行っている事業のことです。
◇ 合計特殊出生率	
　15歳から49歳までの女性の年齢別出生率の合計で、
1人の女性が一生の間に産む平均こども数を表します。
◇ 行動綱領	
　『「北京宣言」及び「行動綱領」』の項参照。
◇ 国際婦人年 ( P2 )	
　昭和47年(1972年)の第27回国連総会において女性
の地位向上のため世界規模の行動を行うべきことが提唱
され、昭和50年(1975年)を国際婦人年とすることが決
定されました。
　また、昭和51年(1976年) ～昭和60年(1985年)まで
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の10年間を「国連婦人の10年」としました。

【さ行】
◇ ささえちゃん ( P18 )	
　群馬県では、平成20年6月から「群馬県育児いきいき
参加企業認定制度」を開始しました。
　認定企業は職場創造支援資金の金利優遇措置を受けら
れるほか、県ホームページ等に公表されることにより企
業のイメージアップが図れます。また、仕事と子育ての
両立の実現に向けて積極的な取り組みを推進し、他の模
範となる優れた成果があった企業を対象とした優良企業
表彰制度もあります。
　認定マークは「ささえちゃん（愛称）」と呼ばれてお
り、名前は「企業の育児支援」

「支援」「支え」から「ささえ」
とされました。子育てを家庭、
企業、地域全体で温かく見守り
支えていくイメージを、子ども
を優しく支える上毛三山のイラ
ストに込めて表現しています。 「ささえちゃん」マーク
◇ 仕事と家庭生活の調和 ( P4 )	
　ワーク・ライフ・バランスともいい、働きながら私生
活も充実させられるように職場や社会環境を整えること
です。
　労働者には家庭や地域活動などに参加できる機会が与
えられ、事業者にとっても生産性の向上、優秀な人材の
確保などにつながるとされます。
　仕事と家庭の両立支援政策として、労働時間の短縮と
柔軟化、保育や介護のサポート、休暇制度などがありま
す。
◇ ジェンダー ( Gender社会的性別 )	
　生まれついての生物学的性別（セックス／ sex）があ
る一方で、社会通念や慣習の中には、社会的・文化的に
形成された「男性像」、「女性像」があり、このような男
性、女性の別を「社会的性別（ジェンダー／ gender）」
といいます。
　「社会的性別」は、それ自体に良い、悪いの価値を含
むものではなく、国際的にも使われています。
◇ ジェンダー・エンパワーメント指数 (GEM Gender Empowerment Measure)	

　女性が、政治及び経済活動の意思決定に参画できるか
どうかを測るもので、平成21年（2009年）まで国連開
発計画(UNDP)が毎年発表していました。
　具体的には、国会議員に占める女性割合、専門職・技
術職に占める女性割合、管理職に占める女性割合、男女
の推定所得を用いて算出しています。
　平成22年（2010年）からジェンダー不平等指数

（GII）に変更されました。
◇ ジェンダー・ギャップ指数 (GGI Gender Gap Index)	
　世界経済フォーラムが、各国内の男女間の格差を数値
化しランク付けしたもので、経済分野、教育分野、政治
分野及び保健分野のデータから算出されるものです。
　具体的には、労働力率、同じ仕事の賃金の同等性、所
得の推計値、管理職に占める比率、専門職に占める比
率、識字率、初等・中等・高等教育の各在学率、新生児
の男女比率、健康寿命、国会議員に占める比率、閣僚の
比率、最近50年の国家元首の在任年数を用いて算出し
ています。
◇ ジェンダー不平等指数 (GII Gender Inequality Index) 
　国連開発計画(UNDP)による指数で、国家の人間開発
の達成が男女の不平等によってどの程度妨げられている
かを明らかにするものです。
　妊産婦死亡率、15 ～ 19歳の女性1,000人当たりの
出生数、国会議員女性割合、中等教育以上の教育を受け
た人の割合（男女別）、労働力率（男女別）の5指標か
ら構成されています。
◇ 女子差別撤廃条約 ( P2 ) 	
　昭和54年(1979年)に第34回国連総会で採択された

「女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約」
のことです。この条約は、女性に対するあらゆる差別の
撤廃をめざして、法律、制度だけでなく、各国の慣習、
慣行までも対象に含めています。 
　日本では、昭和55年(1980年)に署名を行い、国籍法
の改正、男女雇用機会法の制定、学校教育における家庭
科の男女共修などの条件設備を行った後、昭和60年
(1985年)に批准しました。
◇ 女性の労働力率	
　女性の生産年齢人口（15歳以上人口）中に占める就
業者と完全失業者を合わせた労働力人口の割合です。
　日本や韓国の女性の年齢階級別労働力率については、
20代後半でピークになった後、30代前半から30代後半
にかけて結婚、出産などのために低下し、その後再び上
昇して40代後半にもう一度ピークを迎えることから、
女性の労働力率にみられる「Ｍ字カーブ」といいます。
　近年では、女性の非婚化・晩婚化、少子化による子育
て期間の短期化や、経済的な理由から働き続ける女性が
増えたことなどにより、20 ～ 40代の労働力率が上が
り、Ｍ字カーブから台形に近づいてきています。
◇ ストーカー 	
　特定の相手に対して執拗につきまとう行為をストー
カー行為（ストーキング）と呼び、特定の相手に対して
好意または怨恨を抱いて、つきまとい行為を繰り返す者
のことをいいます。
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　「ストーカー行為等の規制等に関する法律（ストー
カー規制法）」によりストーカー行為は犯罪と定められ
ています。
◇ 性と生殖に関する健康と権利 	
　リプロダクティブ・ヘルス／ライツ（ Reproductive 
Health and Rights ）の訳です。平成6年（1994年）
にカイロで開催された国連の国際人口・開発会議におい
て提唱された概念で、「いつ何人子どもを産むか、産ま
ないかを選ぶ自由」、「安全で満足のいく性生活」、「安全
な妊娠と出産」、「子どもが健康に生まれ育つこと」など
が含まれ、重要な女性の人権の一つとして認識されてい
ます。
◇ 性別役割分担 ( P3 )	
　性別役割分担とは、男女を問わず、個人の能力等に
よって役割の分担を決めることが適切であるにもかかわ
らず、「性別」を理由として、役割を固定的に分けるこ
とをいいます。
◇ 世界女性会議 ( P2 )	
　国連は、昭和50年（1975年）を「国際婦人年」と宣
言し、「平等・開発・平和」を三大テーマとして掲げ、
メキシコシティで第１回世界女性会議を開催しました。
以来5 ～ 10年ごとに「世界女性会議」が開催され、女
性に対する差別の撤廃・女性地位向上の課題に取り組ん
できました。
　会議は、各国政府代表と国連諸機関が参加する「政府
間会議」と民間人による「NGOフォーラム」から成り
立っています。
◇ セクシュアル・ハラスメント (P4 Sexual Harassment )	
　「性的いやがらせ」のこと。セクハラと略されます。
職場、学校、地域その他社会のあらゆる場において、性
的な言動により相手方の生活を害し、また、性的な言動
に対する相手方の対応によって、その者に不利益を与え
ることを指します。
　

【た行】
◇ 高崎市第5次総合計画 ( P1 )	
　将来にわたる豊かな市民生活を実現するための高崎市
の長期的なまちづくりビジョンで、計画の期間は、平成
20年から29年度までの10年間（前期・後期）です。
　6つの政策分野において、総合的かつ体系的な施策の
推進を図ります。
〇 健康・福祉『すこやかで元気に暮らせるまち』
〇 教育・文化『豊かな心と感性が育つまち』
〇 環境・安全『安心でやすらぎのあるまち』
〇 産業・観光『人々がつどう魅力あるまち』
〇 都市・建設『便利で快適な住みよいまち』

〇 地域・自治『市民とつくるみんなのまち』
◇ 高崎市次世代育成支援行動計画	
　次世代を担う子どもが健やかに生まれ、かつ育成され
る環境の整備・充実を図るため、平成15年7月に制定さ
れた「次世代育成支援対策推進法」（P60「くるみん」
参照）に基づき、平成17年3月に策定されました。
　平成21年度に見直しを行い、後期計画（計画期間は
平成22年度～ 26年度）が策定されています。
◇ 男女共同参画基本計画 ( P2 )	
　政府の定める男女共同参画社会の形成の促進に関する
基本的な計画です。男女共同参画社会基本法第13条に
より、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総
合的な推進を図るために政府が定めなければならないと
されており、現行の第3次計画は平成22年12月17日に
閣議決定されています。
◇ 男女共同参画社会 ( P1 )	
　男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思に
よって社会のあらゆる分野における活動に参画する機会
が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会
的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責
任を担うべき社会のことをいいます。
◇ 男女共同参画社会基本法 ( P1 )	
　平成11年6月23日公布・施行され、男女共同参画社
会の形成を総合的かつ計画的に推進することを目的に、
基本理念、国・地方公共団体の責務を明らかにするとと
もに、男女共同参画社会の形成に関する施策の基本とな
る事項を定めた法律です。
◇ 男女共同参画センター ( P6 )	
　男女がともに暮らしやすい社会を実現するため、都道
府県、市町村等が自主的に設置している総合施設です。
　「男女共同参画センター」や「女性センター」などの
名称のほか、愛称で呼ばれているものもあります。
運営方式や施設形態は、公設公営、公設民営や、単独施
設や他の機関との複合施設と様々です。
　男女共同参画の推進に必要な、啓発、情報提供、相談
事業などを実施するほか、配偶者等からの暴力被害者支
援のための「配偶者暴力相談支援センター」に指定され
る施設もあります。
◇ 男女雇用機会均等法 ( P2 )	
　正式名称は、「雇用の分野における男女の均等な機会
及び待遇の確保等に関する法律」です。
　雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保
を図るとともに、女性労働者の就業に関して妊娠中及び
出産後の健康の確保を図る等の措置を推進することを目
的とした法律です。
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◇ ドメスティック・バイオレンス (Domestic Violence) 	
　『配偶者等からの暴力』の項参照。

【は行】
◇ 配偶者等からの暴力 ( P1 )	
　配偶者（事実婚、元配偶者を含む）や恋人など、親し
い関係にある（または、親しい関係にあった）人から受
ける身体的、精神的な暴力のことで、生活費を渡さない
などの経済的暴力、行動の制限などの社会的暴力なども
含み、DV（ドメスティック・バイオレンス）と略称さ
れます。
　夫婦間などの暴力は、当事者間の問題とみなされてい
たところですが、平成13年4月「配偶者からの暴力の防
止及び被害者の保護に関する法律（通称：DV防止法）」
が制定され、法的処罰の対象となっています。
◇ 配偶者暴力相談支援センター ( P14 )	
　配偶者や恋人などからの暴力の防止及び被害者の保護
を図るため、相談や相談機関の紹介、カウンセリング、
緊急時における安全の確保及び一時保護、自立して生活
することを促進するための情報提供などの援助を実施し
ています。
　都道府県が設置する婦人相談所、市町村その他の適切
な施設において、配偶者暴力相談支援センターの機能を
果たしています。
◇ 配偶者等からの暴力対策基本計画 ( P14)	
　配偶者や恋人などからの暴力の防止及び暴力被害者な
どの支援のための施策を、県や市町村が、総合的かつ計
画的に推進するための計画をいいます。
◇ 附属機関 ( P4 )	
　市の事務について、必要な調停、審査、諮問に対する
審議、調査等を行うため、地方自治法第138条の4第3
項の規定に基づき設置される審議会などの附属機関で、
市民・学識経験者などで構成されます。　　
◇ ファミリー・サポート・センター事業 ( P14 ) 	
　乳幼児や児童を有する子育て中の労働者や主婦等を会
員として、児童の預かり等の援助を受けることを希望す
る者と、援助を行うことを希望する者との相互援助活動
に関する連絡、調整を行う事業を指します。
◇「北京宣言」及び「行動綱領」 ( P2 )	
　「北京宣言」は、すべての女性の平等、開発及び平和
の目標を推進するため、平成7年（1995年）、北京で開
催された第４回世界女性会議で採択されました。
　「行動綱領」には、女性の地位向上とエンパワーメン
トを達成するために優先的に取り組むべき12の重大問
題領域が明記されました。
　具体的には、①女性と貧困、②女性の教育と訓練、③

女性と健康、④女性に対する暴力、⑤女性と武力紛争、
⑥女性と経済、⑦権力及び意思決定における女性、⑧女
性の地位向上のための制度的な仕組み、⑨女性の人権、
⑩女性とメディア、⑪女性と環境、⑫女児から構成され
ています。
◇ ポジティブ・アクション ( Positive Action )	
　「積極的改善措置」と併記されることが多く、様々な
分野において、活動に参画する機会の男女間の格差をな
くすため、必要な範囲内において、男女のいずれか一方
に対し、活動に参画する機会を積極的に提供することを
いいます。
　ポジティブ・アクションの具体的な取り組みには、

「女性のみを対象とする、または女性を有利に取り扱う
取り組み」と「男女両方を対象とする取り組み」があ
り、実施することによって①女性労働者の労働意欲の向
上、②女性の活躍が周囲の男性を刺激し生産性が向上、
③多様な人材による新しい価値の創造、④幅広い高い質
の労働力の確保、⑤外部評価（企業イメージ）の向上と
いった効果が期待されています。

【ら行】
◇ライフステージ 	
　人間の一生において、出生、入学、卒業、就職、結
婚、出産、子育て、退職など、節目となる出来事によっ
て区分される生活環境の段階のことをいいます。
　家族については、新婚期、育児期、教育期、子独立
期、老夫婦期などに分けられます。
◇リプロダクティブ・ヘルス/ライツ(Reproductive Health and Rights)	
　『性と生殖に関する健康と権利』の項参照。

【わ行】
◇ ワーク・ライフ・バランス ( P4 )	
  『仕事と家庭生活の調和』の項参照。
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